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（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表

１ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 １ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 （１月につき） イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 （１月につき）(Ⅰ) (Ⅰ)

⑴ 訪問看護サービスを行わない場合 ⑴ 訪問看護サービスを行わない場合

㈠ 要介護１ 5,697単位 ㈠ 要介護１ 5,680単位

㈡ 要介護２ 10,168単位 ㈡ 要介護２ 10,138単位

㈢ 要介護３ 16,883単位 ㈢ 要介護３ 16,833単位

㈣ 要介護４ 21,357単位 ㈣ 要介護４ 21,293単位

㈤ 要介護５ 25,829単位 ㈤ 要介護５ 25,752単位

⑵ 訪問看護サービスを行う場合 ⑵ 訪問看護サービスを行う場合

㈠ 要介護１ 8,312単位 ㈠ 要介護１ 8,287単位

㈡ 要介護２ 12,985単位 ㈡ 要介護２ 12,946単位

㈢ 要介護３ 19,821単位 ㈢ 要介護３ 19,762単位

㈣ 要介護４ 24,434単位 ㈣ 要介護４ 24,361単位

㈤ 要介護５ 29,601単位 ㈤ 要介護５ 29,512単位

ロ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 （１月につき） ロ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 （１月につき）(Ⅱ) (Ⅱ)

⑴ 要介護１ 5,697単位 ⑴ 要介護１ 5,680単位

⑵ 要介護２ 10,168単位 ⑵ 要介護２ 10,138単位

⑶ 要介護３ 16,883単位 ⑶ 要介護３ 16,833単位

⑷ 要介護４ 21,357単位 ⑷ 要介護４ 21,293単位

⑸ 要介護５ 25,829単位 ⑸ 要介護５ 25,752単位

注１～14 （略） 注１～14 （略）

ハ～ヘ （略） ハ～ヘ （略）

ト 認知症専門ケア加算 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
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事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門

的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 認知症専門ケア加算 90単位(Ⅰ)

⑵ 認知症専門ケア加算 120単位(Ⅱ)

チ サービス提供体制強化加算 ト サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護 市町村長に届け出た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所が、利用者に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介 事業所が、利用者に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月 護看護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 750単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 640単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 640単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 500単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 350単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ)

リ 介護職員処遇改善加算 チ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者に 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者に

対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合 対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの は、当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの

間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 間（⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

に掲げるその他の加算は算定しない。 し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の137に相当する単位数 単位数の1000分の137に相当する単位数
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⑵ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の100に相当する単位数 単位数の1000分の100に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の55に相当する単位数 単位数の1000分の55に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヌ 介護職員等特定処遇改善加算 リ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者 た指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者

に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場 に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所 合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。 定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからチまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 定した単位数の1000分の63に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからチまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の42に相当する単位数 定した単位数の1000分の42に相当する単位数

２ 夜間対応型訪問介護費 ２ 夜間対応型訪問介護費

イ （略） イ （略）

ロ 夜間対応型訪問介護費 １月につき2,800単位 ロ 夜間対応型訪問介護費 １月につき2,751単位(Ⅱ) (Ⅱ)

注１～２ （略） 注１～２ （略）

３ 指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の ３ 指定夜間対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の

敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定夜間対 敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定夜間対

応型訪問介護事業所と同一の建物（以下この注において「 応型訪問介護事業所と同一の建物（以下この注において「

同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（指定夜 同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（指定夜

間対応型訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同 間対応型訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同

一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者 一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者
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を除く。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所における１ を除く。）又は指定夜間対応型訪問介護事業所における１

月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物（ 月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物（

同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、 同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、

指定夜間対応型訪問介護を行った場合に、イについては、 指定夜間対応型訪問介護を行った場合に、イについては、

定期巡回サービス（指定地域密着型サービス基準第５条第 定期巡回サービス（指定地域密着型サービス基準第５条第

１項に規定する定期巡回サービスをいう。以下同じ。）又 １項に規定する定期巡回サービスをいう。以下この注にお

は随時訪問サービス（同項に規定する随時訪問サービスを いて同じ。）又は随時訪問サービス（同項に規定する随時

いう。以下同じ。）を行った際に算定する所定単位数の10 訪問サービスをいう。以下この注において同じ。）を行っ

0分の90に相当する単位数を、ロについては、所定単位数 た際に算定する所定単位数の100分の90に相当する単位数

の100分の90に相当する単位数を算定し、指定夜間対応型 を、ロについては、所定単位数の100分の90に相当する単

訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内 位数を算定し、指定夜間対応型訪問介護事業所における１

建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者に対して 月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する

、指定夜間対応型訪問介護を行った場合に、イについては 建物に居住する利用者に対して、指定夜間対応型訪問介護

、定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行った際に算 を行った場合に、イについては、定期巡回サービス又は随

定する所定単位数の100分の85に相当する単位数を、ロに 時訪問サービスを行った際に算定する所定単位数の100分

ついては、所定単位数の100分の85に相当する単位数を算 の85に相当する単位数を、ロについては、所定単位数の10

定する。 0分の85に相当する単位数を算定する。

４ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定夜間対応 （新設）

型訪問介護事業所（その一部として使用される事務所が当

該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はそ

の一部として使用される事務所の夜間対応型訪問介護従業

者が指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、特別地域夜

間対応型訪問介護加算として、イについては定期巡回サー

ビス又は随時訪問サービスを行った際に１回につき、ロに

ついては１月につき、所定単位数の100分の15に相当する

単位数を所定単位数に加算する。

５ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定夜間対応 （新設）

型訪問介護事業所（その一部として使用される事務所が当

該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はそ

の一部として使用される事務所の夜間対応型訪問介護従業

者が指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、イについて
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は定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行った際に１

回につき、ロについては１月につき、所定単位数の100分

の10に相当する単位数を所定単位数に加算する。

６ 指定夜間対応型訪問介護事業所の夜間対応型訪問介護従 （新設）

業者が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利

用者に対して、通常の事業の実施地域（指定地域密着型サ

ービス基準第14条第５号に規定する通常の事業の実施地域

をいう。）を越えて、指定夜間対応型訪問介護を行った場

合は、イについては定期巡回サービス又は随時訪問サービ

スを行った際に１回につき、ロについては１月につき、所

定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加

算する。

７・８ （略） ４・５ （略）

ハ 認知症専門ケア加算 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所において

、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケア

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについて

は定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行った際に１日

につき、ロについては１月につき、次に掲げる所定単位数を

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ イを算定している場合

㈠ 認知症専門ケア加算 ３単位(Ⅰ)

㈡ 認知症専門ケア加算 ４単位(Ⅱ)

⑵ ロを算定している場合

㈠ 認知症専門ケア加算 90単位(Ⅰ)

㈡ 認知症専門ケア加算 120単位(Ⅱ)

ニ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用 市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用
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者に対し、指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当該基 者に対し、指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、イについては定期巡回サービス又は 準に掲げる区分に従い、⑴及び⑵については１回につき、⑶

随時訪問サービスを行った際に１回につき、ロについては１ 及び⑷については１月につき、次に掲げる所定単位数を加算

月につき、次に掲げる所定単位数を加算する。 する。

⑴ イを算定している場合 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ)

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 （新設）(Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 （新設）(Ⅱ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 （新設）(Ⅲ)

（削る） ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅰ)

⑵ ロを算定している場合 ⑶ サービス提供体制強化加算 イ 126単位(Ⅱ)

㈠ サービス提供体制強化加算 154単位 （新設）(Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 126単位 （新設）(Ⅱ)

㈢ サービス提供体制強化加算 42単位 （新設）(Ⅲ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ロ 84単位(Ⅱ)

ホ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜間 指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜間

対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従 対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単 い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、別に

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位数を

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し 所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

ない。 を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の137に相当する単位数 単位数の1000分の137に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の100に相当する単位数 単位数の1000分の100に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからハまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の55に相当する単位数 単位数の1000分の55に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)
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0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヘ 介護職員等特定処遇改善加算 ホ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜 た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、指定夜

間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に 間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に

従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからニまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからハまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 定した単位数の1000分の63に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからニまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからハまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の42に相当する単位数 定した単位数の1000分の42に相当する単位数

２の２ 地域密着型通所介護費 ２の２ 地域密着型通所介護費

イ 地域密着型通所介護費 イ 地域密着型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 415単位 ㈠ 要介護１ 409単位

㈡ 要介護２ 476単位 ㈡ 要介護２ 469単位

㈢ 要介護３ 538単位 ㈢ 要介護３ 530単位

㈣ 要介護４ 598単位 ㈣ 要介護４ 589単位

㈤ 要介護５ 661単位 ㈤ 要介護５ 651単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 435単位 ㈠ 要介護１ 428単位

㈡ 要介護２ 499単位 ㈡ 要介護２ 491単位

㈢ 要介護３ 564単位 ㈢ 要介護３ 555単位

㈣ 要介護４ 627単位 ㈣ 要介護４ 617単位

㈤ 要介護５ 693単位 ㈤ 要介護５ 682単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 655単位 ㈠ 要介護１ 645単位
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㈡ 要介護２ 773単位 ㈡ 要介護２ 761単位

㈢ 要介護３ 893単位 ㈢ 要介護３ 879単位

㈣ 要介護４ 1,010単位 ㈣ 要介護４ 995単位

㈤ 要介護５ 1,130単位 ㈤ 要介護５ 1,113単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 666単位

㈡ 要介護２ 798単位 ㈡ 要介護２ 786単位

㈢ 要介護３ 922単位 ㈢ 要介護３ 908単位

㈣ 要介護４ 1,045単位 ㈣ 要介護４ 1,029単位

㈤ 要介護５ 1,168単位 ㈤ 要介護５ 1,150単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 750単位 ㈠ 要介護１ 739単位

㈡ 要介護２ 887単位 ㈡ 要介護２ 873単位

㈢ 要介護３ 1,028単位 ㈢ 要介護３ 1,012単位

㈣ 要介護４ 1,168単位 ㈣ 要介護４ 1,150単位

㈤ 要介護５ 1,308単位 ㈤ 要介護５ 1,288単位

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 780単位 ㈠ 要介護１ 768単位

㈡ 要介護２ 922単位 ㈡ 要介護２ 908単位

㈢ 要介護３ 1,068単位 ㈢ 要介護３ 1,052単位

㈣ 要介護４ 1,216単位 ㈣ 要介護４ 1,197単位

㈤ 要介護５ 1,360単位 ㈤ 要介護５ 1,339単位

ロ 療養通所介護費（１月につき） 12,691単位 ロ 療養通所介護費

（削る） ⑴ 所要時間３時間以上６時間未満の場合 1,012単位

（削る） ⑵ 所要時間６時間以上８時間未満の場合 1,519単位

注１ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 注１ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通 しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通

所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第20条第１項 所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第20条第１項

に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。以下同 に規定する指定地域密着型通所介護事業所をいう。以下同

じ。）において、指定地域密着型通所介護（指定地域密着 じ。）において、指定地域密着型通所介護（指定地域密着

型サービス基準第19条に規定する指定地域密着型通所介護 型サービス基準第19条に規定する指定地域密着型通所介護
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をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の要介護状 をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の要介護状

態区分に応じて、現に要した時間ではなく、地域密着型通 態区分に応じて、現に要した時間ではなく、地域密着型通

所介護計画（指定地域密着型サービス基準第27条第１項に 所介護計画（指定地域密着型サービス基準第27条第１項に

規定する地域密着型通所介護計画をいう。以下同じ。）に 規定する地域密着型通所介護計画をいう。）に位置付けら

位置付けられた内容の指定地域密着型通所介護を行うのに れた内容の指定地域密着型通所介護を行うのに要する標準

要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。 的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利

ただし、利用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師を 用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下

いう。以下同じ。）若しくは介護職員の員数が別に厚生労 同じ。）若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定

働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣 める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると

が定めるところにより算定する。 ころにより算定する。

２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 ２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定療養通所介護 しているものとして市町村長に届け出た指定療養通所介護

事業所（指定地域密着型サービス基準第40条第１項に規定 事業所（指定地域密着型サービス基準第40条第１項に規定

する指定療養通所介護事業所をいう。以下同じ。）におい する指定療養通所介護事業所をいう。以下同じ。）におい

て、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）につ て、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）につ

いて、指定療養通所介護（指定地域密着型サービス基準第 いて、指定療養通所介護（指定地域密着型サービス基準第

38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。）を 38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。）を

行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、利用者の 行った場合に、現に要した時間ではなく、療養通所介護計

数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大 画（指定地域密着型サービス基準第40条の９第１項に規定

臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定 する療養通所介護計画をいう。）に位置付けられた内容の

めるところにより算定する。 指定療養通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それ

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護

職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める

基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ

により算定する。

３ ロについて、入浴介助を行っていない場合は、所定単位 （新設）

数の100分の95に相当する単位数を算定する。また、指定

療養通所介護事業所が提供する指定療養通所介護の算定月

における提供回数について、利用者１人当たり平均回数が

、月５回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相

当する単位数を算定する。
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４ （略） ３ （略）

５ イについて、感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるも （新設）

のに限る。）の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、

当該月の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均

の利用者数よりも100分の５以上減少している場合に、市

町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所において

、指定地域密着型通所介護を行った場合には、利用者数が

減少した月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定

単位数の100分の３に相当する単位数を所定単位数に加算

する。ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善

に時間を要することその他の特別の事情があると認められ

る場合は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以

内に限り、引き続き加算することができる。

６・７ （略） ４・５ （略）

８ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ６ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、注７を算定している場合は、生活相談 護事業所において、注５を算定している場合は、生活相談

員配置等加算として、１日につき13単位を所定単位数に加 員配置等加算として、１日につき13単位を所定単位数に加

算する。 算する。

９ (略） ７ （略）

10 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ８ イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合し

いるものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴介 ているものとして市町村長に届け出て当該基準による入浴

助を行った場合は、１日につき次に掲げる単位数を所定単 介助を行った場合は、１日につき50単位を所定単位数に加

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算 算する。

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。

⑴ 入浴介助加算 40単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 入浴介助加算 55単位 （新設）(Ⅱ)

11 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ９ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し 護事業所が、中重度の要介護者を受け入れる体制を構築し
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、指定地域密着型通所介護を行った場合は、中重度者ケア 、指定地域密着型通所介護を行った場合は、中重度者ケア

体制加算として、１日につき45単位を所定単位数に加算す 体制加算として、１日につき45単位を所定単位数に加算す

る。ただし、注７を算定している場合は、算定しない。 る。ただし、注５を算定している場合は、算定しない。

12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 10 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、外部との連携により、利用者の身体の 護事業所において、利用者に対して機能訓練を行っている

状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した 場合には、生活機能向上連携加算として、１月につき200

場合には、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、 単位を所定単位数に加算する。ただし、注11を算定してい

利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直し る場合は、１月につき100単位を所定単位数に加算する。

た場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、⑵に

ついては１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。また、注13を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は１

月につき100単位を所定単位数に加算する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

13 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 11 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合し

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 ているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所

護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合には、当 介護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合には、

該基準に掲げる区分に従い、⑴及び⑵については１日につ 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位

き次に掲げる単位数を、⑶については１月につき次に掲げ 数を所定単位数に加算する。

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、個別機能訓練

加算 イを算定している場合には、個別機能訓練加算 ロ(Ⅰ) (Ⅰ)

は算定しない。

⑴ 個別機能訓練加算 イ 56単位 イ 個別機能訓練加算 46単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ 個別機能訓練加算 ロ 85単位 ロ 個別機能訓練加算 56単位(Ⅰ) (Ⅱ)

⑶ 個別機能訓練加算 20単位 （新設）(Ⅱ)

14 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、利用者に対して指定地域密着型通所介 護事業所において、利用者に対して指定地域密着型通所介
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護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定 護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定

める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以 める期間をいう。）の満了日の属する年度の次の年度内に

内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につ 限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げ

き次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

次に掲げるその他の加算は算定しない。 その他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位 イ ＡＤＬ維持等加算 ３単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位 ロ ＡＤＬ維持等加算 ６単位(Ⅱ) (Ⅱ)

15 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 13 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介

護事業所において、別に厚生労働大臣が定める利用者に対 護事業所において、別に厚生労働大臣が定める利用者に対

して指定地域密着型通所介護を行った場合は、認知症加算 して指定地域密着型通所介護を行った場合は、認知症加算

として、１日につき60単位を所定単位数に加算する。ただ として、１日につき60単位を所定単位数に加算する。ただ

し、注７を算定している場合は、算定しない。 し、注５を算定している場合は、算定しない。

16 （略） 14 （略）

17 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している （新設）

ものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事

業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同

して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク

及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注に

おいて同じ。）を行った場合は、栄養アセスメント加算と

して、１月につき50単位を所定単位数に加算する。ただし

、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービ

スを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日

の属する月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管

理栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注18において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相



- 219 -

談等に必要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し

、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定地

域密着型通所介護事業所であること。

18 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している 15 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している

ものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者 ものとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者

又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄 又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄

養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食 養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食

事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持 事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持

又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サー 又は向上に資すると認められるもの（以下「栄養改善サー

ビス」という。）を行った場合は、栄養改善加算として、 ビス」という。）を行った場合は、栄養改善加算として、

３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき ３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき

200単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サー 150単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サー

ビスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果 ビスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果

、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行 、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算 うことが必要と認められる利用者については、引き続き算

定することができる。 定することができる。

⑴ （略） イ （略）

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士

等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態 、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（
えん

にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮
えん

した栄養ケア計画を作成していること。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養

利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービ 改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態

スを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に を定期的に記録していること。

記録していること。

⑷・⑸ （略） ニ・ホ （略）
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19 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着 16 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月 型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月

ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養 ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者
くう

状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリ の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合
くう

ーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回につき にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に 当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単

に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者について、 位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該事業

当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算 所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合
くう

定している場合は算定しない。 は算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養

改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが

終了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

20 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して 17 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している

いるものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下して ものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下している
くう くう

いる利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利 利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者

用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔
くう くう くう

口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する 清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練
くう えん えん

訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持

維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注にお 又は向上に資すると認められるもの（以下この注において

いて「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は 「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口
くう くう

、口腔機能向上加算として、当該基準に掲げる区分に従い 腔機能向上加算として、３月以内の期間に限り１月に２回
くう くう

、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として１回につ を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算する

き次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 。ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利
くう

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔
くう くう くう

次に掲げるその他の加算は算定しない。また、口腔機能向 機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる
くう

上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価 利用者については、引き続き算定することができる。
くう

の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引
くう くう

き続き行うことが必要と認められる利用者については、引

き続き算定することができる。
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⑴ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置

していること。

（削る） ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士
くう

、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理
くう

指導計画を作成していること。

（削る） ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴
くう

覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービス
くう

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記
くう

録していること。

（削る） ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を
くう

定期的に評価すること。

（削る） ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定地

域密着型通所介護事業所であること。

（削る） 18 ロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出て、当該基準による送迎

を行った場合は、個別送迎体制強化加算として、１日につ

き210単位を所定単位数に加算する。

（削る） 19 ロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出て、当該基準による入浴

介助を行った場合は、入浴介助体制強化加算として、１日

につき60単位を所定単位数に加算する。

21 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している （新設）

ものとして市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事

業所が、利用者に対し指定地域密着型通所介護を行った場

合は、科学的介護推進体制加算として、１月につき40単位

を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定し

た値をいう。以下同じ。）、栄養状態、口腔機能、認知
くう
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症（介護保険法（平成９年法律第123号）第５条の２第

１項に規定する認知症をいう。以下同じ。）の状況その

他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生

労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて地域密着型通所介護計画を見直すなど、

指定地域密着型通所介護の提供に当たって、⑴に規定す

る情報その他指定地域密着型通所介護を適切かつ有効に

提供するために必要な情報を活用していること。

22 （略） 20 （略）

23 利用者が一の指定療養通所介護事業所において、指定療 （新設）

養通所介護を受けている間は、当該指定療養通所介護事業

所以外の指定療養通所介護事業所が指定療養通所介護を行

った場合に、療養通所介護費は、算定しない。

24 イについて、指定地域密着型通所介護事業所と同一建物 21 指定地域密着型通所介護事業所と同一建物に居住する者

に居住する者又は指定地域密着型通所介護事業所と同一建 又は指定地域密着型通所介護事業所と同一建物から当該指

物から当該指定地域密着型通所介護事業所に通う者に対し 定地域密着型通所介護事業所に通う者に対し、指定地域密

、指定地域密着型通所介護を行った場合は、１日につき94 着型通所介護を行った場合は、１日につき94単位を所定単

単位を所定単位数から減算する。ただし、傷病その他やむ 位数から減算する。ただし、傷病その他やむを得ない事情

を得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者 により送迎が必要であると認められる利用者に対して送迎

に対して送迎を行った場合は、この限りでない。 を行った場合は、この限りでない。

25 イについて、利用者に対して、その居宅と指定地域密着 22 利用者に対して、その居宅と指定地域密着型通所介護事

型通所介護事業所との間の送迎を行わない場合は、片道に 業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき47単位を

つき47単位を所定単位数から減算する。 所定単位数から減算する。

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所が利用者 市町村長に届け出た指定地域密着型通所介護事業所が利用者

に対し指定地域密着型通所介護を行った場合又は別に厚生労 に対し指定地域密着型通所介護を行った場合又は別に厚生労

働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届 働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届

け出た指定療養通所介護事業所が利用者に対し指定療養通所 け出た指定療養通所介護事業所が利用者に対し指定療養通所

介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イにつ 介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回に

いては１回につき、ロについては１月につき、次に掲げる所 つき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる



- 223 -

定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 その他の加算は算定しない。

定しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ)

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 （新設）(Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 （新設）(Ⅱ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 （新設）(Ⅲ)

（削る） ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅰ)

（削る） ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅱ)

⑵ ロを算定している場合 ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

㈠ サービス提供体制強化加算 イ 48単位 （新設）(Ⅲ)

㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 24単位 （新設）(Ⅲ)

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型通所介護事業所が、利用者に対し、指定地域 指定地域密着型通所介護事業所が、利用者に対し、指定地域

密着型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従 密着型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所定単 い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、別に

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位数を

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し 所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

ない。 を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ホ （略） ホ （略）

３ 認知症対応型通所介護費 ３ 認知症対応型通所介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)イ 認知症対応型通所介護費 イ 認知症対応型通所介護費

(ｉ) (ｉ)⑴ 認知症対応型通所介護費 ⑴ 認知症対応型通所介護費
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㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

ａ 要介護１ 542単位 ａ 要介護１ 540単位

ｂ 要介護２ 596単位 ｂ 要介護２ 594単位

ｃ 要介護３ 652単位 ｃ 要介護３ 650単位

ｄ 要介護４ 707単位 ｄ 要介護４ 705単位

ｅ 要介護５ 761単位 ｅ 要介護５ 759単位

㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 568単位 ａ 要介護１ 566単位

ｂ 要介護２ 625単位 ｂ 要介護２ 623単位

ｃ 要介護３ 683単位 ｃ 要介護３ 681単位

ｄ 要介護４ 740単位 ｄ 要介護４ 738単位

ｅ 要介護５ 797単位 ｅ 要介護５ 795単位

㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

ａ 要介護１ 856単位 ａ 要介護１ 853単位

ｂ 要介護２ 948単位 ｂ 要介護２ 945単位

ｃ 要介護３ 1,038単位 ｃ 要介護３ 1,035単位

ｄ 要介護４ 1,130単位 ｄ 要介護４ 1,127単位

ｅ 要介護５ 1,223単位 ｅ 要介護５ 1,219単位

㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 878単位 ａ 要介護１ 875単位

ｂ 要介護２ 972単位 ｂ 要介護２ 969単位

ｃ 要介護３ 1,064単位 ｃ 要介護３ 1,061単位

ｄ 要介護４ 1,159単位 ｄ 要介護４ 1,156単位

ｅ 要介護５ 1,254単位 ｅ 要介護５ 1,250単位

㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

ａ 要介護１ 992単位 ａ 要介護１ 989単位

ｂ 要介護２ 1,100単位 ｂ 要介護２ 1,097単位

ｃ 要介護３ 1,208単位 ｃ 要介護３ 1,204単位

ｄ 要介護４ 1,316単位 ｄ 要介護４ 1,312単位

ｅ 要介護５ 1,424単位 ｅ 要介護５ 1,420単位

㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合
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ａ 要介護１ 1,024単位 ａ 要介護１ 1,021単位

ｂ 要介護２ 1,135単位 ｂ 要介護２ 1,132単位

ｃ 要介護３ 1,246単位 ｃ 要介護３ 1,242単位

ｄ 要介護４ 1,359単位 ｄ 要介護４ 1,355単位

ｅ 要介護５ 1,469単位 ｅ 要介護５ 1,465単位

(ⅱ) (ⅱ)⑵ 認知症対応型通所介護費 ⑵ 認知症対応型通所介護費

㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

ａ 要介護１ 490単位 ａ 要介護１ 489単位

ｂ 要介護２ 540単位 ｂ 要介護２ 538単位

ｃ 要介護３ 588単位 ｃ 要介護３ 586単位

ｄ 要介護４ 638単位 ｄ 要介護４ 636単位

ｅ 要介護５ 687単位 ｅ 要介護５ 685単位

㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

ａ 要介護１ 514単位 ａ 要介護１ 512単位

ｂ 要介護２ 565単位 ｂ 要介護２ 563単位

ｃ 要介護３ 617単位 ｃ 要介護３ 615単位

ｄ 要介護４ 668単位 ｄ 要介護４ 666単位

ｅ 要介護５ 719単位 ｅ 要介護５ 717単位

㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

ａ 要介護１ 769単位 ａ 要介護１ 767単位

ｂ 要介護２ 852単位 ｂ 要介護２ 849単位

ｃ 要介護３ 934単位 ｃ 要介護３ 931単位

ｄ 要介護４ 1,014単位 ｄ 要介護４ 1,011単位

ｅ 要介護５ 1,097単位 ｅ 要介護５ 1,094単位

㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

ａ 要介護１ 788単位 ａ 要介護１ 786単位

ｂ 要介護２ 874単位 ｂ 要介護２ 871単位

ｃ 要介護３ 958単位 ｃ 要介護３ 955単位

ｄ 要介護４ 1,040単位 ｄ 要介護４ 1,037単位

ｅ 要介護５ 1,125単位 ｅ 要介護５ 1,122単位

㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合
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ａ 要介護１ 892単位 ａ 要介護１ 889単位

ｂ 要介護２ 987単位 ｂ 要介護２ 984単位

ｃ 要介護３ 1,084単位 ｃ 要介護３ 1,081単位

ｄ 要介護４ 1,181単位 ｄ 要介護４ 1,177単位

ｅ 要介護５ 1,276単位 ｅ 要介護５ 1,272単位

㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

ａ 要介護１ 920単位 ａ 要介護１ 917単位

ｂ 要介護２ 1,018単位 ｂ 要介護２ 1,015単位

ｃ 要介護３ 1,118単位 ｃ 要介護３ 1,115単位

ｄ 要介護４ 1,219単位 ｄ 要介護４ 1,215単位

ｅ 要介護５ 1,318単位 ｅ 要介護５ 1,314単位

(Ⅱ) (Ⅱ)ロ 認知症対応型通所介護費 ロ 認知症対応型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 266単位 ㈠ 要介護１ 265単位

㈡ 要介護２ 276単位 ㈡ 要介護２ 275単位

㈢ 要介護３ 285単位 ㈢ 要介護３ 284単位

㈣ 要介護４ 294単位 ㈣ 要介護４ 293単位

㈤ 要介護５ 304単位 ㈤ 要介護５ 303単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 278単位 ㈠ 要介護１ 277単位

㈡ 要介護２ 289単位 ㈡ 要介護２ 288単位

㈢ 要介護３ 298単位 ㈢ 要介護３ 297単位

㈣ 要介護４ 308単位 ㈣ 要介護４ 307単位

㈤ 要介護５ 318単位 ㈤ 要介護５ 317単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 444単位 ㈠ 要介護１ 443単位

㈡ 要介護２ 459単位 ㈡ 要介護２ 458単位

㈢ 要介護３ 476単位 ㈢ 要介護３ 475単位

㈣ 要介護４ 492単位 ㈣ 要介護４ 491単位

㈤ 要介護５ 509単位 ㈤ 要介護５ 507単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合
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㈠ 要介護１ 456単位 ㈠ 要介護１ 455単位

㈡ 要介護２ 471単位 ㈡ 要介護２ 470単位

㈢ 要介護３ 488単位 ㈢ 要介護３ 487単位

㈣ 要介護４ 505単位 ㈣ 要介護４ 503単位

㈤ 要介護５ 521単位 ㈤ 要介護５ 519単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 522単位 ㈠ 要介護１ 520単位

㈡ 要介護２ 541単位 ㈡ 要介護２ 539単位

㈢ 要介護３ 559単位 ㈢ 要介護３ 557単位

㈣ 要介護４ 577単位 ㈣ 要介護４ 575単位

㈤ 要介護５ 597単位 ㈤ 要介護５ 595単位

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 539単位 ㈠ 要介護１ 537単位

㈡ 要介護２ 558単位 ㈡ 要介護２ 556単位

㈢ 要介護３ 577単位 ㈢ 要介護３ 575単位

㈣ 要介護４ 596単位 ㈣ 要介護４ 594単位

㈤ 要介護５ 617単位 ㈤ 要介護５ 615単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応 として市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第 型通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第42条第

１項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護 １項に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業所をいう。以下同じ。）又は共用型指定認知症対応型 事業所をいう。以下同じ。）又は共用型指定認知症対応型

通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第45条第１ 通所介護事業所（指定地域密着型サービス基準第45条第１

項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護事業所をい 項に規定する共用型指定認知症対応型通所介護事業所をい

う。以下同じ。）において、指定認知症対応型通所介護（ う。以下同じ。）において、指定認知症対応型通所介護（

指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認知症 指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認知症

対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当 対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当

該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分 該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分

に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介 に応じて、現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介

護計画（指定地域密着型サービス基準第52条第１項に規定 護計画（指定地域密着型サービス基準第52条第１項に規定

する認知症対応型通所介護計画をいう。以下同じ。）に位 する認知症対応型通所介護計画をいう。）に位置付けられ
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置付けられた内容の指定認知症対応型通所介護を行うのに た内容の指定認知症対応型通所介護を行うのに要する標準

要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。 的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利

ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数 用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に 労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大

厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 臣が定めるところにより算定する。

２ （略） ２ （略）

３ 感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるものに限る。） （新設）

の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月の利用

者数の実績が当該月の前年度における月平均の利用者数よ

りも100分の５以上減少している場合に、市町村長に届け

出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は

共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、指定認

知症対応型通所介護を行った場合には、利用者数が減少し

た月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数

の100分の３に相当する単位数を所定単位数に加算する。

ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間

を要することその他の特別の事情があると認められる場合

は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以内に限

り、引き続き加算することができる。

４ （略） ３ （略）

５ 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共 （新設）

用型指定認知症対応型通所介護事業所の従業者（指定地域

密着型サービス基準第42条第１項に規定する従業者又は指

定地域密着型サービス基準第45条第１項に規定する従業者

をいう。）が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住して

いる利用者に対して、通常の事業の実施地域（指定地域密

着型サービス基準第54条第６号に規定する通常の事業の実

施地域をいう。）を越えて、指定認知症対応型通所介護を

行った場合は、１日につき所定単位数の100分の５に相当

する単位数を所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし
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て市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場 て市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場

合は、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す 合は、１日につき50単位を所定単位数に加算する。

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 入浴介助加算 40単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 入浴介助加算 55単位 （新設）(Ⅱ)

７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通 て市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護事業所に

所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所 おいて、外部との連携により、利用者の身体の状況等の評

において、外部との連携により、利用者の身体の状況等の 価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、

評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には 生活機能向上連携加算として、１月につき200単位を所定

、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用者の 単位数に加算する。ただし、注６を算定している場合は、

急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を １月につき100単位を所定単位数に加算する。

除き３月に１回を限度として、１月につき、⑵については

１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、

注８を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は１月につき

100単位を所定単位数に加算する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

８ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以 ６ 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日120分以

上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作 上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マ 業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マ

ッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう ッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう

師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看 師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看

護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を 護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を

有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓 有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓

練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理学 練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理学

療法士等」という。）を１名以上配置しているものとして 療法士等」という。）を１名以上配置しているものとして

市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用者に 市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用者に
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対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談 対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談

員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓 員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓

練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を 練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を

行っている場合には、個別機能訓練加算 として、１日に 行っている場合には、個別機能訓練加算として、１日につ(Ⅰ)

つき27単位を所定単位数に加算する。また、個別機能訓練 き27単位を所定単位数に加算する。

加算 を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練(Ⅰ)

計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実

施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練

加算 として、１月につき20単位を所定単位数に加算する(Ⅱ)

。

９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし （新設）

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通

所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所

において、利用者に対して指定認知症対応型通所介護を行

った場合は、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期

間をいう。）の満了日の属する月の翌月から12月以内の期

間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位(Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位(Ⅱ)

10 （略） ７ （略）

11 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 （新設）

町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、

利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養

アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決

すべき課題を把握することをいう。以下この注において同

じ。）を行った場合は、栄養アセスメント加算として、１
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月につき50単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利

用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受け

ている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する

月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管

理栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注12において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相

談等に必要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し

、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している単独型

・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指

定認知症対応型通所介護事業所であること。

12 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 ８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市

町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそ 町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそ

れのある利用者に対して、栄養改善サービスを行った場合 れのある利用者に対して、栄養改善サービスを行った場合

は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２ は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２

回を限度として１回につき200単位を所定単位数に加算す 回を限度として１回につき150単位を所定単位数に加算す

る。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用 る。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用

者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養 者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養

改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用 改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用

者については、引き続き算定することができる。 者については、引き続き算定することができる。

⑴ （略） イ （略）

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士

等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態 、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（
えん

にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同



- 232 -

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮
えん

した栄養ケア計画を作成していること。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養

利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービ 改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態

スを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に を定期的に記録していること。

記録していること。

⑷・⑸ （略） ニ・ホ （略）

13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する単独型・併設 ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定認知症対

型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症 応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６

対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中 月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用

６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は 者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場
くう

栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養ス 合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）
くう

クリーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回に を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に

つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては 単位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該事

、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者につい 業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場

て、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算 合は算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄
くう

を算定している場合は算定しない。 養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービス

が終了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 10 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市

て市町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又 町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそ
くう くう

はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機 のおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の
くう くう

能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指 向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若
くう くう

導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若 しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しく
えん えん

しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上 は実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資

に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機 すると認められるもの（以下この注において「口腔機能向
くう くう

能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向 上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加
くう くう

上加算として、当該基準に掲げる区分に従い、３月以内の 算として、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として

期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲げる １回につき150単位を所定単位数に加算する。ただし、口
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単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず 腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機
くう くう

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ 能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サー
くう くう

の他の加算は算定しない。また、口腔機能向上サービスの ビスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につい
くう

開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔 ては、引き続き算定することができる。
くう くう

機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うこ
くう

とが必要と認められる利用者については、引き続き算定す

ることができる。

⑴ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置

していること。

（削る） ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士
くう

、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理
くう

指導計画を作成していること。

（削る） ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴
くう

覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービス
くう

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記
くう

録していること。

（削る） ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を
くう

定期的に評価していること。

（削る） ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型

・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指

定認知症対応型通所介護事業所であること。

15 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 （新設）

町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、

利用者に対し指定認知症対応型通所介護を行った場合は、

科学的介護推進体制加算として、１月につき40単位を所定

単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症
くう
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の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情

報を、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて認知症対応型通所介護計画を見直すなど

、指定認知症対応型通所介護の提供に当たって、⑴に規

定する情報その他指定認知症対応型通所介護を適切かつ

有効に提供するために必要な情報を活用していること。

16～18 （略） 11～13 （略）

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介 市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利 護事業所又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利

用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当 用者に対し、指定認知症対応型通所介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位 該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位

数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し 数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 い。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型 単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型

指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認 指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認

知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分 知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数を所 に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸については、

定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる単位

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

定しない。 加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）
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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ホ （略） ホ （略）

４ 小規模多機能型居宅介護費 ４ 小規模多機能型居宅介護費

イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 ⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 10,423単位 ㈠ 要介護１ 10,364単位

㈡ 要介護２ 15,318単位 ㈡ 要介護２ 15,232単位

㈢ 要介護３ 22,283単位 ㈢ 要介護３ 22,157単位

㈣ 要介護４ 24,593単位 ㈣ 要介護４ 24,454単位

㈤ 要介護５ 27,117単位 ㈤ 要介護５ 26,964単位

⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合 ⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 9,391単位 ㈠ 要介護１ 9,338単位

㈡ 要介護２ 13,802単位 ㈡ 要介護２ 13,724単位

㈢ 要介護３ 20,076単位 ㈢ 要介護３ 19,963単位

㈣ 要介護４ 22,158単位 ㈣ 要介護４ 22,033単位

㈤ 要介護５ 24,433単位 ㈤ 要介護５ 24,295単位

ロ 短期利用居宅介護費（１日につき） ロ 短期利用居宅介護費（１日につき）

⑴ 要介護１ 570単位 ⑴ 要介護１ 567単位

⑵ 要介護２ 638単位 ⑵ 要介護２ 634単位

⑶ 要介護３ 707単位 ⑶ 要介護３ 703単位

⑷ 要介護４ 774単位 ⑷ 要介護４ 770単位

⑸ 要介護５ 840単位 ⑸ 要介護５ 835単位

注１～６ （略） 注１～６ （略）

７ イについて、別に厚生労働大臣が定める地域に所在する （新設）

指定小規模多機能型居宅介護事業所（その一部として使用

される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所

を除く。）又はその一部として使用される事務所の小規模

多機能型居宅介護従業者が指定小規模多機能型居宅介護を
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行った場合は、特別地域小規模多機能型居宅介護加算とし

て、１月につき所定単位数の100分の15に相当する単位数

を所定単位数に加算する。

８ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定小規模多 （新設）

機能型居宅介護事業所（その一部として使用される事務所

が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又

はその一部として使用される事務所の小規模多機能型居宅

介護従業者が指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は

、イについては１月につき、ロについては１日につき、所

定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加

算する。

９ （略） ７ （略）

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

ホ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 （新設）

注 ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められ

るため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定小規模多機

能型居宅介護を利用することが適当であると判断した者に対

し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、利用を開

始した日から起算して７日を限度として、１日につき200単

位を所定単位数に加算する。

ヘ～ヌ （略） ホ～リ （略）

ル 生活機能向上連携加算 ヌ 生活機能向上連携加算

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

注１ ⑴について、介護支援専門員（指定地域密着型サービス 注１ ⑴について、介護支援専門員（指定地域密着型サービス

基準第63条第10項に規定する介護支援専門員をいう。注２ 基準第63条第10項に規定する介護支援専門員をいう。注２

において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所 において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所

、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ 、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作 ョンを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上 業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上

を目的とした小規模多機能型居宅介護計画（指定地域密着 を目的とした小規模多機能型居宅介護計画（指定地域密着

型サービス基準第77条第１項に規定する小規模多機能型居 型サービス基準第77条第１項に規定する小規模多機能型居
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宅介護計画をいう。以下同じ。）を作成し、当該小規模多 宅介護計画をいう。この注及び注２において同じ。）を作

機能型居宅介護計画に基づく指定小規模多機能型居宅介護 成し、当該小規模多機能型居宅介護計画に基づく指定小規

を行ったときは、初回の当該指定小規模多機能型居宅介護 模多機能型居宅介護を行ったときは、初回の当該指定小規

が行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。 模多機能型居宅介護が行われた日の属する月に、所定単位

数を加算する。

２ （略） ２ （略）

ヲ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 ル 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及 定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及

び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニン び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、
くう

グ及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、１回につ 当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状

き所定単位数を加算する。ただし、当該利用者について、当 態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む

該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定し 。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合
くう

ている場合にあっては算定しない。 に、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者

について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を

算定している場合にあっては算定しない。

ワ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事

業所が、利用者に対し指定小規模多機能型居宅介護を行った

場合は、１月につき40単位を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて小規模多機能型居宅介護計画を見直すなど

、指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たって、⑴に規

定する情報その他指定小規模多機能型居宅介護を適切かつ

有効に提供するために必要な情報を活用していること。

カ サービス提供体制強化加算 ヲ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、 市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、
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登録者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は 登録者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月につき、 、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月につき、

ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を加算する ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に 。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ イを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 750単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 640単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 640単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 500単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 350単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ)

⑵ ロを算定している場合 ⑵ ロを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 25単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 21単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 21単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 16単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 12単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ)

ヨ 介護職員処遇改善加算 ワ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定 指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定

小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる 小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数 区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸について

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加 は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算 単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ

は算定しない。 かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の102に相当する単位数 単位数の1000分の102に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の74に相当する単位数 単位数の1000分の74に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の41に相当する単位数 単位数の1000分の41に相当する単位数
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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

タ 介護職員等特定処遇改善加算 カ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指 た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指

定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げ 定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の15に相当する単位数 定した単位数の1000分の15に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数

５ 認知症対応型共同生活介護費 ５ 認知症対応型共同生活介護費

イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき） イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 認知症対応型共同生活介護費 ⑴ 認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 764単位 ㈠ 要介護１ 761単位

㈡ 要介護２ 800単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 823単位 ㈢ 要介護３ 820単位

㈣ 要介護４ 840単位 ㈣ 要介護４ 837単位

㈤ 要介護５ 858単位 ㈤ 要介護５ 854単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 認知症対応型共同生活介護費 ⑵ 認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 752単位 ㈠ 要介護１ 749単位

㈡ 要介護２ 787単位 ㈡ 要介護２ 784単位

㈢ 要介護３ 811単位 ㈢ 要介護３ 808単位

㈣ 要介護４ 827単位 ㈣ 要介護４ 824単位

㈤ 要介護５ 844単位 ㈤ 要介護５ 840単位

ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき） ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき）
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(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 短期利用認知症対応型共同生活介護費 ⑴ 短期利用認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 792単位 ㈠ 要介護１ 789単位

㈡ 要介護２ 828単位 ㈡ 要介護２ 825単位

㈢ 要介護３ 853単位 ㈢ 要介護３ 849単位

㈣ 要介護４ 869単位 ㈣ 要介護４ 865単位

㈤ 要介護５ 886単位 ㈤ 要介護５ 882単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 短期利用認知症対応型共同生活介護費 ⑵ 短期利用認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 780単位 ㈠ 要介護１ 777単位

㈡ 要介護２ 816単位 ㈡ 要介護２ 813単位

㈢ 要介護３ 840単位 ㈢ 要介護３ 837単位

㈣ 要介護４ 857単位 ㈣ 要介護４ 853単位

㈤ 要介護５ 873単位 ㈤ 要介護５ 869単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

３ イ⑵及びロ⑵について、共同生活住居の数が３である指 （新設）

定認知症対応型共同生活介護事業所が、夜勤を行う職員の

員数を２人以上とする場合（指定地域密着型サービス基準

第90条第１項ただし書に規定する場合に限る。）に、利用

者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合

は、所定単位数から１日につき50単位を差し引いて得た単

位数を算定する。

４ （略） ３ （略）

５ ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認めら ４ ロについて、医師が、認知症（介護保険法（平成９年法

れるため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定認知症 律第123号）第５条の２第１項に規定する認知症をいう。

対応型共同生活介護を利用することが適当であると判断し 以下同じ。）の行動・心理症状が認められるため、在宅で

た者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合 の生活が困難であり、緊急に指定認知症対応型共同生活介

は、入居を開始した日から起算して７日を限度として、１ 護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定

日につき200単位を所定単位数に加算する。 認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開始し

た日から起算して７日を限度として、１日につき200単位

を所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業 て市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業
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所において、若年性認知症利用者に対して、指定認知症対 所において、若年性認知症利用者に対して、指定認知症対

応型共同生活介護を行った場合は、若年性認知症利用者受 応型共同生活介護を行った場合は、若年性認知症利用者受

入加算として、１日につき120単位を所定単位数に加算す 入加算として、１日につき120単位を所定単位数に加算す

る。ただし、注５を算定している場合は、算定しない。 る。ただし、注４を算定している場合は、算定しない。

７ （略） ６ （略）

８ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 ７ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型 しているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型

共同生活介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める 共同生活介護事業所において、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合する利用者については、看取り介護加算として 基準に適合する利用者については、看取り介護加算として

、死亡日以前31日以上45日以下については１日につき72単 、死亡日以前４日以上30日以下については１日につき144

位を、死亡日以前４日以上30日以下については１日につき 単位を、死亡日の前日及び前々日については１日につき68

144単位を、死亡日の前日及び前々日については１日につ 0単位を、死亡日については１日につき1,280単位を死亡月

き680単位を、死亡日については１日につき1,280単位を死 に加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡日までの

亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡日ま 間又は医療連携体制加算を算定していない場合は、算定し

での間又は医療連携体制加算を算定していない場合は、算 ない。

定しない。

ハ～ヘ （略） ハ～ヘ （略）

ト 生活機能向上連携加算 ト 生活機能向上連携加算 200単位

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

注１ ⑴について、計画作成担当者（指定地域密着型サービス （新設）

基準第90条第５項に規定する計画作成担当者をいう。注２

において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所

、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上

を目的とした認知症対応型共同生活介護計画（指定地域密

着型サービス基準第98条第１項に規定する認知症対応型共

同生活介護計画をいう。以下同じ。）を作成し、当該認知

症対応型共同生活介護計画に基づく指定認知症対応型共同

生活介護を行ったときは、初回の当該指定認知症対応型共
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同生活介護が行われた日の属する月に、所定単位数を加算

する。

２ ⑵について、利用者に対して、指定訪問リハビリテーシ 注 利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所、指

ョン事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハ 定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを

ビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学 実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士

療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定認知症対応型共 又は言語聴覚士が指定認知症対応型共同生活介護事業所を訪

同生活介護事業所を訪問した際に、計画作成担当者が当該 問した際に、計画作成担当者（指定地域密着型サービス基準

医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の 第90条第５項に規定する計画作成担当者をいう。リにおいて

身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向 同じ。）が当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画を作成した 士と利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生

場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言 活機能の向上を目的とした認知症対応型共同生活介護計画（

語聴覚士と連携し、当該認知症対応型共同生活介護計画に 指定地域密着型サービス基準第90条第５項に規定する認知症

基づく指定認知症対応型共同生活介護を行ったときは 初 対応型共同生活介護計画をいう。以下この注において同じ。、

回の当該指定認知症対応型共同生活介護が行われた日の属 ）を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療

する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。 法士又は言語聴覚士と連携し、当該認知症対応型共同生活介

ただし、⑴を算定している場合には算定しない。 護計画に基づく指定認知症対応型共同生活介護を行ったとき

は、初回の当該指定認知症対応型共同生活介護が行われた日

の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する

。

チ 栄養管理体制加算 30単位 （新設）

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定認知症対応型共同生活介護事業所において、管理栄養士（

当該事業所の従業者以外の管理栄養士を含む。）が、従業者

に対する栄養ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以上行

っている場合に、１月につき所定単位数を加算する。

リ （略） チ （略）

ヌ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 リ 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定認知症対応型共同生活介護事業所の従業者が、利用開始時 定認知症対応型共同生活介護事業所の従業者が、利用開始時

及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニ 及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い
くう

ング及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、１回に 、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養
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つき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者について、 状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含

当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定 む。）を当該利用者を担当する計画作成担当者に提供した場
くう

している場合にあっては算定しない。 合に、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用

者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算

を算定している場合にあっては算定しない。

ル 科学的介護推進体制加算 40単位 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護

事業所が、利用者に対し指定認知症対応型共同生活介護を行

った場合は、１月につき所定単位数を加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて認知症対応型共同生活介護計画を見直すな

ど、指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たって、⑴

に規定する情報その他指定認知症対応型共同生活介護を適

切かつ有効に提供するために必要な情報を活用しているこ

と。

ヲ サービス提供体制強化加算 ヌ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が 市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が

、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場 、利用者に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる 合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる

所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算 所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ワ 介護職員処遇改善加算 ル 介護職員処遇改善加算
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、指 指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、指

定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲 定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単 げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸につ

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか いては、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

加算は算定しない。 ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の111に相当する単位数 単位数の1000分の111に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の81に相当する単位数 単位数の1000分の81に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の45に相当する単位数 単位数の1000分の45に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

カ 介護職員等特定処遇改善加算 ヲ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、 た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に対し、

指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に 指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す 掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合 る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヌまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 定した単位数の1000分の31に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヌまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 定した単位数の1000分の23に相当する単位数
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６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費 ６ 地域密着型特定施設入居者生活介護費

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき） イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき）

⑴ 要介護１ 542単位 ⑴ 要介護１ 535単位

⑵ 要介護２ 609単位 ⑵ 要介護２ 601単位

⑶ 要介護３ 679単位 ⑶ 要介護３ 670単位

⑷ 要介護４ 744単位 ⑷ 要介護４ 734単位

⑸ 要介護５ 813単位 ⑸ 要介護５ 802単位

ロ 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき ロ 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費（１日につき

） ）

⑴ 要介護１ 542単位 ⑴ 要介護１ 535単位

⑵ 要介護２ 609単位 ⑵ 要介護２ 601単位

⑶ 要介護３ 679単位 ⑶ 要介護３ 670単位

⑷ 要介護４ 744単位 ⑷ 要介護４ 734単位

⑸ 要介護５ 813単位 ⑸ 要介護５ 802単位

注１～３ （略） 注１～３ （略）

４ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ４ イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合するもの

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施 として市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設におい

設において、利用者に対して、指定地域密着型特定施設入 て、利用者に対して、指定地域密着型特定施設入居者生活

居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従 介護を行った場合は、入居継続支援加算として、１日につ

い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし き36単位を所定単位数に加算する。ただし、ヘを算定して

、トを算定している場合においては、算定しない。また、 いる場合においては、算定しない。

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては

、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 入居継続支援加算 36単位 ⑴ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生(Ⅰ)

省令第49号）第１条各号に掲げる行為を必要とする者の

占める割合が利用者の100分の15以上であること。

⑵ 入居継続支援加算 22単位 ⑵ 介護福祉士の数が、常勤換算方法（地域密着型サービ(Ⅱ)

ス基準第２条第７号に規定する常勤換算方法をいう。）

で、利用者の数が６又はその端数を増すごとに１以上で

あること。

（削る） ⑶ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職
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員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成

12年厚生省告示第27号）第９号に規定する基準に該当し

ていないこと。

５ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ５ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施 いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施

設において、外部との連携により、利用者の身体の状況等 設において、利用者に対して機能訓練を行った場合は、生

の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合に 活機能向上連携加算として、１月につき200単位を所定単

は、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用者 位数に加算する。ただし、注６を算定している場合は、１

の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合 月につき100単位を所定単位数に加算する。

を除き３月に１回を限度として、１月につき、⑵について

は１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また

、注６を算定している場合は、⑴は算定せず、⑵は１月に

つき100単位を所定単位数に算定する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

６ イについて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤 ６ イについて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤

の理学療法士等を１名以上配置しているものとして市町村 の理学療法士等を１名以上配置しているものとして市町村

長に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に 長に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に

対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談 対して、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談

員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓 員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓

練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を 練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を

行っている場合には、個別機能訓練加算 として、１日に 行っている場合には、個別機能訓練加算として、１日につ(Ⅰ)

つき12単位を所定単位数に加算する。また、個別機能訓練 き12単位を所定単位数に加算する。

加算 を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練(Ⅰ)

計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実

施に当たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練

加算 として、１月につき20単位を所定単位数に加算する(Ⅱ)

。



- 247 -

７ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して （新設）

いるものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施

設において、利用者に対して指定地域密着型特定施設入居

者生活介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生労働

大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌月か

ら12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従い、

１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位(Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位(Ⅱ)

８～11 （略） ７～10 （略）

12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する 11 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する

指定地域密着型特定施設の従業者が、利用開始時及び利用 指定地域密着型特定施設の従業者が、利用開始時及び利用

中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング及 中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該
くう

び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養 利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態
くう

スクリーニング加算として１回につき20単位を所定単位数 の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む

に加算する。ただし、当該利用者について、当該事業所以 。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場

外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場 合に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を
くう

合にあっては算定しない。 所定単位数に加算する。ただし、当該利用者について、当

該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定してい

る場合にあっては算定しない。

ハ （略） ハ （略）

ニ 看取り介護加算 ニ 看取り介護加算

注１ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し

しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特 ているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施

定施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す 設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用

る利用者について看取り介護を行った場合は、看取り介護 者について看取り介護を行った場合は、看取り介護加算とし

加算 として、死亡日以前31日以上45日以下については１ て、死亡日以前４日以上30日以下については１日につき144(Ⅰ)

日につき72単位を、死亡日以前４日以上30日以下について 単位を、死亡日の前日及び前々日については１日につき680

は１日につき144単位を、死亡日の前日及び前々日につい 単位を、死亡日については１日につき1,280単位を死亡月に
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ては１日につき680単位を、死亡日については１日につき1 加算する。ただし、退居した日の翌日から死亡日までの間又

,280単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日の翌日 は夜間看護体制加算を算定していない場合は、算定しない。

から死亡日までの間又は夜間看護体制加算を算定していな

い場合は、算定しない。

２ イについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合 （新設）

しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型特

定施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す

る利用者について看取り介護を行った場合は、看取り介護

加算 として、死亡日以前31日以上45日以下については１(Ⅱ)

日につき572単位を、死亡日以前４日以上30日以下につい

ては１日につき644単位を、死亡日の前日及び前々日につ

いては１日につき1,180単位を、死亡日については１日に

つき1,780単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日

の翌日から死亡日までの間は、算定しない。また、看取り

介護加算 を算定している場合又は夜間看護体制加算を算(Ⅰ)

定していない場合は、算定しない。

ホ （略） ホ （略）

ヘ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設が、利

用者に対し指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った

場合は、１月につき40単位を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて地域密着型特定施設サービス計画（指定地

域密着型サービス基準第119条第１項に規定する地域密着

型特定施設サービス計画をいう。）を見直すなど、指定地

域密着型特定施設入居者生活介護の提供に当たって、⑴に

規定する情報その他指定地域密着型特定施設入居者生活介

護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用して
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いること。

ト サービス提供体制強化加算 ヘ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設が、利用者に対 市町村長に届け出た指定地域密着型特定施設が、利用者に対

し指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合は、 し指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単 当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単

位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。 ない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

チ 介護職員処遇改善加算 ト 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着型 指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着型

特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる 特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数 区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸について

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加 は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算 単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ

は算定しない。 かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヘまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の82に相当する単位数 単位数の1000分の82に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヘまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の60に相当する単位数 単位数の1000分の60に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからトまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヘまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の33に相当する単位数 単位数の1000分の33に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数
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（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

リ 介護職員等特定処遇改善加算 チ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着 た指定地域密着型特定施設が、利用者に対し、指定地域密着

型特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げ 型特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヘまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の18に相当する単位数 定した単位数の1000分の18に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからトまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヘまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数

７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ７ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

イ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 イ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

⑴ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に ⑴ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に(Ⅰ) (Ⅰ)

つき） つき）

㈠ 要介護１ 582単位 ㈠ 要介護１ 567単位

㈡ 要介護２ 651単位 ㈡ 要介護２ 636単位

㈢ 要介護３ 722単位 ㈢ 要介護３ 706単位

㈣ 要介護４ 792単位 ㈣ 要介護４ 776単位

㈤ 要介護５ 860単位 ㈤ 要介護５ 843単位

⑵ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に ⑵ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 （１日に(Ⅱ) (Ⅱ)

つき） つき）

㈠ 要介護１ 582単位 ㈠ 要介護１ 567単位

㈡ 要介護２ 651単位 ㈡ 要介護２ 636単位

㈢ 要介護３ 722単位 ㈢ 要介護３ 706単位

㈣ 要介護４ 792単位 ㈣ 要介護４ 776単位

㈤ 要介護５ 860単位 ㈤ 要介護５ 843単位

ロ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ロ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費



- 251 -

⑴ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑴ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

（１日につき） （１日につき）(Ⅰ)

㈠ 要介護１ 661単位 ㈠ 要介護１ 646単位

㈡ 要介護２ 730単位 ㈡ 要介護２ 714単位

㈢ 要介護３ 803単位 ㈢ 要介護３ 787単位

㈣ 要介護４ 874単位 ㈣ 要介護４ 857単位

㈤ 要介護５ 942単位 ㈤ 要介護５ 925単位

⑵ 経過的ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活 ⑵ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

介護費（１日につき） （１日につき）(Ⅱ)

㈠ 要介護１ 661単位 ㈠ 要介護１ 646単位

㈡ 要介護２ 730単位 ㈡ 要介護２ 714単位

㈢ 要介護３ 803単位 ㈢ 要介護３ 787単位

㈣ 要介護４ 874単位 ㈣ 要介護４ 857単位

㈤ 要介護５ 942単位 ㈤ 要介護５ 925単位

ハ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費（１日 ハ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費（１日

につき） につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑴ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 661単位

㈡ 要介護２ 742単位 ㈡ 要介護２ 726単位

㈢ 要介護３ 812単位 ㈢ 要介護３ 796単位

㈣ 要介護４ 878単位 ㈣ 要介護４ 861単位

㈤ 要介護５ 943単位 ㈤ 要介護５ 926単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費 ⑵ 経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

㈠ 要介護１ 676単位 ㈠ 要介護１ 661単位

㈡ 要介護２ 742単位 ㈡ 要介護２ 726単位

㈢ 要介護３ 812単位 ㈢ 要介護３ 796単位

㈣ 要介護４ 878単位 ㈣ 要介護４ 861単位

㈤ 要介護５ 943単位 ㈤ 要介護５ 926単位

ニ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者 ニ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

生活介護費（１日につき） 護費（１日につき）

⑴ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所 ⑴ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
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(Ⅰ) (Ⅰ)者生活介護費 介護費

㈠ 要介護１ 748単位 ㈠ 要介護１ 732単位

㈡ 要介護２ 813単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 885単位 ㈢ 要介護３ 868単位

㈣ 要介護４ 952単位 ㈣ 要介護４ 934単位

㈤ 要介護５ 1,016単位 ㈤ 要介護５ 998単位

⑵ 経過的ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所 ⑵ ユニット型経過的地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

(Ⅱ) (Ⅱ)者生活介護費 介護費

㈠ 要介護１ 748単位 ㈠ 要介護１ 732単位

㈡ 要介護２ 813単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 885単位 ㈢ 要介護３ 868単位

㈣ 要介護４ 952単位 ㈣ 要介護４ 934単位

㈤ 要介護５ 1,016単位 ㈤ 要介護５ 998単位

注１～４ （略） 注１～４ （略）

５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、安 （新設）

全管理体制未実施減算として、１日につき５単位を所定単

位数から減算する。

６ 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を満 （新設）

たさない場合は、１日につき14単位を所定単位数から減算

する。

７～10 （略） ５～８ （略）

11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、外部との連携により、入所者の身体の状況等の評 おいて、入所者に対して機能訓練を行った場合は、生活機

価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、 能向上連携加算として、１月につき200単位を所定単位数

当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用者の急 に加算する。ただし、注10を算定している場合は、１月に

性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除 つき100単位を所定単位数に加算する。

き３月に１回を限度として、１月につき、⑵については１

月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、注
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12を算定している場合、⑴は算定せず、⑵は１月につき10

0単位を所定単位数に算定する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

12 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士 10 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士

等を１名以上配置しているものとして市町村長に届け出た 等を１名以上配置しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対し 指定地域密着型介護老人福祉施設において、入所者に対し

て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員そ

の他の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計 の他の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計

画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っ 画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っ

ている場合は、個別機能訓練加算 として、１日につき12 ている場合は、個別機能訓練加算として、１日につき12単(Ⅰ)

単位を所定単位数に加算する。また、個別機能訓練加算 位を所定単位数に加算する。(Ⅰ)

を算定している場合であって、かつ、個別機能訓練計画の

内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当

たって、当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施の

(Ⅱ)ために必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練加算

として、１月につき20単位を所定単位数に加算する。

13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし （新設）

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、入所者に対して指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護を行った場合は、評価対象期間（別に厚生

労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の属する月の翌

月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲げる区分に従

い、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合

においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ ＡＤＬ維持等加算 30単位(Ⅰ)

⑵ ＡＤＬ維持等加算 60単位(Ⅱ)

14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設に

おいて、若年性認知症入所者（介護保険法施行令第２条第 おいて、若年性認知症入所者（介護保険法施行令第２条第
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６号に規定する初老期における認知症によって要介護者と ６号に規定する初老期における認知症によって要介護者と

なった入所者をいう。）に対して指定地域密着型介護老人 なった入所者をいう。）に対して指定地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護を行った場合は、若年性認知症入 福祉施設入所者生活介護を行った場合は、若年性認知症入

所者受入加算として、１日につき120単位を所定単位数に 所者受入加算として、１日につき120単位を所定単位数に

加算する。ただし、ツを算定している場合は、算定しない 加算する。ただし、ナを算定している場合は、算定しない

。 。

15～18 （略） 12～15 （略）

19 入所者に対して居宅における外泊を認め、指定地域密着 16 入所者に対して居宅における外泊を認め、指定地域密着

型介護老人福祉施設が居宅サービスを提供する場合は、１ 型介護老人福祉施設が居宅サービスを提供する場合は、１

月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき560 月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき560

単位を算定する。ただし、外泊の初日及び最終日は算定せ 単位を算定する。ただし、外泊の初日及び最終日は算定せ

ず、注18に掲げる単位を算定する場合は算定しない。 ず、注15に掲げる単位を算定する場合は算定しない。

20・21 （略） 17・18 （略）

ホ （略） ホ （略）

ヘ 再入所時栄養連携加算 200単位 ヘ 再入所時栄養連携加算 400単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設に入所（以下この注において「一次入所」 介護老人福祉施設に入所（以下この注において「一次入所」

という。）している者が退所し、当該者が病院又は診療所に という。）している者が退所し、当該者が病院又は診療所に

入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定 入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定

地域密着型介護老人福祉施設に入所（以下この注において「 地域密着型介護老人福祉施設に入所（以下この注において「

二次入所」という。）する際、二次入所において必要となる 二次入所」という。）する際、二次入所において必要となる

栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管理とは大 栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管理とは大

きく異なるため、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管 きく異なるため、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管

理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者 理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者

に関する栄養ケア計画を策定した場合に、入所者１人につき に関する栄養ケア計画を策定した場合に、入所者１人につき

１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、イからニ １回を限度として所定単位数を加算する。ただし、チを算定

までの注６を算定している場合は、算定しない。 していない場合は、算定しない。

ト （略） ト （略）

（削る） チ 栄養マネジメント加算 14単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町

村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設における管



- 255 -

理栄養士が、継続的に入所者ごとの栄養管理をした場合、栄

養マネジメント加算として、１日につき所定単位数を加算す

る。

チ 栄養マネジメント強化加算 11単位 リ 低栄養リスク改善加算 300単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、 型介護老人福祉施設において、低栄養状態にある入所者又

入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合、栄 は低栄養状態のおそれのある入所者に対して、医師、歯科

養マネジメント強化加算として、１日につき所定単位数を加 医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種

算する。ただし、イからニまでの注６を算定している場合は の者が共同して、入所者の栄養管理をするための会議を行

、算定しない。 い、入所者ごとに低栄養状態の改善等を行うための栄養管

理方法等を示した計画を作成した場合であって、当該計画

に従い、医師又は歯科医師の指示を受けた管理栄養士又は

栄養士（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示

を受けた管理栄養士又は栄養士が、医師の指導を受けてい

る場合に限る。）が、栄養管理を行った場合に、当該計画

が作成された日の属する月から６月以内の期間に限り、１

月につき所定単位数を加算する。ただし、栄養マネジメン

ト加算を算定していない場合又は経口移行加算若しくは経

口維持加算を算定している場合は、算定しない。

（削る） ２ 低栄養状態の改善等を行うための栄養管理方法等を示し

た計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行う栄養管理が

、当該計画が作成された日から起算して６月を超えた期間

に行われた場合であっても、低栄養状態の改善等が可能な

者であって、医師の指示に基づき継続して栄養管理が必要

とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定できる

ものとする。

リ 経口移行加算 28単位 ヌ 経口移行加算 28単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着 注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着

型介護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師 型介護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師

、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他 、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他

の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取してい
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る入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口 る入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口

移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、 移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、

医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理 医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理

及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合は 及び言語聴覚士又は看護職員による支援が行われた場合は

、当該計画が作成された日から起算して180日以内の期間 、当該計画が作成された日から起算して180日以内の期間

に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イか に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、栄養

らニまでの注６を算定している場合は、算定しない。 マネジメント加算を算定していない場合は算定しない。

２ （略） ２ （略）

ヌ 経口維持加算 ル 経口維持加算

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

注１ ⑴については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す 注１ ⑴については、別に厚生労働大臣が定める基準に適合す

る指定地域密着型介護老人福祉施設において、現に経口に る指定地域密着型介護老人福祉施設において、現に経口に

より食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤 より食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤

嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示 嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示
えん えん

に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支 に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支

援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理 援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理

をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに

、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持 、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持

計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師 計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師

又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあって 又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあって

は、当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けて は、当該指示を受ける管理栄養士等が医師の指導を受けて

いる場合に限る。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄 いる場合に限る。注３において同じ。）を受けた管理栄養

養管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する 士又は栄養士が、栄養管理を行った場合に、当該計画が作

。ただし、イからニまでの注６又は経口移行加算を算定し 成された日の属する月から起算して６月以内の期間に限り

ている場合は算定しない。 、１月につき所定単位数を加算する。ただし、経口移行加

算を算定している場合又は栄養マネジメント加算を算定し

ていない場合は算定しない。

２ （略） ２ （略）

（削る） ３ 経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持

計画が作成された日の属する月から起算して６月を超えた

場合であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる
えん
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入所者であって、医師又は歯科医師の指示に基づき、継続

して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管
えん

理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算

定できるものとする。

（削る） ヲ 口腔衛生管理体制加算 30単位
くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を

受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術
くう

的助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき

所定単位数を加算する。

ル 口腔衛生管理加算 ワ 口腔衛生管理加算 90単位
くう くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型

介護老人福祉施設において、入所者に対し、歯科衛生士が口 介護老人福祉施設において、次に掲げるいずれの基準にも該

腔衛生の管理を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い 当する場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、
くう

、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た この場合において、口腔衛生管理体制加算を算定していない
くう

だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい 場合は、算定しない。

ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 口腔衛生管理加算 90単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔衛生管理加算 110単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、

口腔ケアを月２回以上行うこと。
くう

（削る） ロ 歯科衛生士が、イにおける入所者に係る口腔ケアについ
くう

て、介護職員に対し、具体的な技術的助言及び指導を行う

こと。

（削る） ハ 歯科衛生士が、イにおける入所者の口腔に関する介護職
くう

員からの相談等に必要に応じ対応すること。

ヲ・ワ （略） カ・ヨ （略）

カ 看取り介護加算 タ 看取り介護加算

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施 として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施

設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入 設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入
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所者について看取り介護を行った場合においては、看取り 所者について看取り介護を行った場合においては、看取り

介護加算 として、死亡日以前31日以上45日以下について 介護加算 として、死亡日以前４日以上30日以下について(Ⅰ) (Ⅰ)

は１日につき72単位を、死亡日以前４日以上30日以下につ は１日につき144単位を、死亡日の前日及び前々日につい

いては１日につき144単位を、死亡日の前日及び前々日に ては１日につき680単位を、死亡日については１日につき1

ついては１日につき680単位を、死亡日については１日に ,280単位を死亡月に加算する。ただし、退所した日の翌日

つき1,280単位を死亡月に加算する。ただし、退所した日 から死亡日までの間は、算定しない。

の翌日から死亡日までの間は、算定しない。

２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの ２ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施 として市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施

設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入 設において、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入

所者について看取り介護を行った場合においては、当該入 所者について看取り介護を行った場合においては、当該入

所者が当該指定地域密着型介護老人福祉施設内で死亡した 所者が当該指定地域密着型介護老人福祉施設内で死亡した

場合に限り、看取り介護加算 として、死亡日以前31日以 場合に限り、看取り介護加算 として、死亡日以前４日以(Ⅱ) (Ⅱ)

上45日以下については１日につき72単位を、死亡日以前４ 上30日以下については１日につき144単位を、死亡日の前

日以上30日以下については１日につき144単位を、死亡日 日及び前々日については１日につき780単位を、死亡日に

の前日及び前々日については１日につき780単位を、死亡 ついては１日につき1,580単位を死亡月に加算する。ただ

日については１日につき1,580単位を死亡月に加算する。 し、看取り介護加算 を算定している場合は、算定しない(Ⅰ)

ただし、看取り介護加算 を算定している場合は、算定し 。(Ⅰ)

ない。

ヨ～ツ （略） レ～ナ （略）

ネ 褥瘡マネジメント加算 ラ 褥瘡マネジメント加算 10単位
じょくそう じょくそう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい 市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい

て、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、当該基準 て、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合は、３月に１
じょくそう じょくそう

に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加 回を限度として、所定単位数を加算する。

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 褥瘡マネジメント加算 ３単位 （新設）(Ⅰ)
じょくそう

⑵ 褥瘡マネジメント加算 13単位 （新設）(Ⅱ)
じょくそう

ナ 排せつ支援加算 ム 排せつ支援加算 100単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応を行う
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市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい ことにより、要介護状態の軽減が見込まれると医師又は医師

て、継続的に入所者ごとの排せつに係る支援を行った場合は と連携した看護師が判断した者に対して、指定地域密着型介

、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定 護老人福祉施設の医師、看護師、介護支援専門員その他の職

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算 種が共同して、当該入所者が排せつに介護を要する原因を分

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定 析し、それに基づいた支援計画を作成し、当該支援計画に基

しない。 づく支援を継続して実施した場合は、支援を開始した日の属

する月から起算して６月以内の期間に限り、１月につき所定

単位数を加算する。ただし、同一入所期間中に排せつ支援加

算を算定している場合は、算定しない。

⑴ 排せつ支援加算 10単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 排せつ支援加算 15単位 （新設）(Ⅱ)

⑶ 排せつ支援加算 20単位 （新設）(Ⅲ)

ラ 自立支援促進加算 300単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設におい

て、継続的に入所者ごとの自立支援を行った場合は、１月に

つき所定単位数を加算する。

ム 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入

所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき

次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。

⑴ 科学的介護推進体制加算 40単位(Ⅰ)

⑵ 科学的介護推進体制加算 50単位(Ⅱ)

ウ 安全対策体制加算 20単位 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が

、入所者に対し、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生
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活介護を行った場合、安全対策体制加算として、入所初日に

限り所定単位数を加算する。

ヰ サービス提供体制強化加算 ウ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入 市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入

所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 所者に対し指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき

次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず 次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその

他の加算は算定しない。また、日常生活継続支援加算を算定 他の加算は算定しない。また、日常生活継続支援加算を算定

している場合は、算定しない。 している場合は、算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ノ 介護職員処遇改善加算 ヰ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定地 指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、 域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲 ⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日までの

げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲 間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の83に相当する単位数 単位数の1000分の83に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の60に相当する単位数 単位数の1000分の60に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヰまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからウまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の33に相当する単位数 単位数の1000分の33に相当する単位数
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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

オ 介護職員等特定処遇改善加算 ノ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定 た指定地域密着型介護老人福祉施設が、入所者に対し、指定

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単 、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。 ない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヰまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからウまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の27に相当する単位数 定した単位数の1000分の27に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヰまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからウまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 定した単位数の1000分の23に相当する単位数

８ 複合型サービス費 ８ 複合型サービス費

イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 ⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 12,438単位 ㈠ 要介護１ 12,401単位

㈡ 要介護２ 17,403単位 ㈡ 要介護２ 17,352単位

㈢ 要介護３ 24,464単位 ㈢ 要介護３ 24,392単位

㈣ 要介護４ 27,747単位 ㈣ 要介護４ 27,665単位

㈤ 要介護５ 31,386単位 ㈤ 要介護５ 31,293単位

⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合 ⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 11,206単位 ㈠ 要介護１ 11,173単位

㈡ 要介護２ 15,680単位 ㈡ 要介護２ 15,634単位

㈢ 要介護３ 22,042単位 ㈢ 要介護３ 21,977単位

㈣ 要介護４ 25,000単位 ㈣ 要介護４ 24,926単位

㈤ 要介護５ 28,278単位 ㈤ 要介護５ 28,195単位
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ロ 短期利用居宅介護費（１日につき） ロ 短期利用居宅介護費（１日につき）

⑴ 要介護１ 570単位 ⑴ 要介護１ 568単位

⑵ 要介護２ 637単位 ⑵ 要介護２ 635単位

⑶ 要介護３ 705単位 ⑶ 要介護３ 703単位

⑷ 要介護４ 772単位 ⑷ 要介護４ 770単位

⑸ 要介護５ 838単位 ⑸ 要介護５ 836単位

注１～３ （略） 注１～３ （略）

４ イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 ４ イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

が提供する通いサービス（指定地域密着型サービス基準第 が提供する通いサービス（指定地域密着型サービス基準第

171条第１項に規定する通いサービスをいう。）、訪問サ 171条第１項に規定する通いサービスをいう。）、訪問サ

ービス（同項に規定する訪問サービスをいう。）及び宿泊 ービス（同項に規定する訪問サービスをいう。）及び宿泊

サービス（同条第６項に規定する宿泊サービスをいう。） サービス（同条第６項に規定する宿泊サービスをいう。）

の算定月における提供回数について、登録者（短期利用居 の算定月における提供回数について、登録者（短期利用居

宅介護費を算定する者を除く。）１人当たり平均回数が、 宅介護費を算定する者を除く。ヘにおいて同じ。）１人当

週４回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相当 たり平均回数が、週４回に満たない場合は、所定単位数の

する単位数を算定する。 100分の70に相当する単位数を算定する。

５ イについては、サテライト型看護小規模多機能型居宅介 ５ イについては、サテライト型看護小規模多機能型居宅介

護事業所（指定地域密着型サービス基準第171条第８項に 護事業所（指定地域密着型サービス基準第171条第８項に

規定するサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所 規定するサテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所

をいう。）又は当該サテライト型看護小規模多機能型居宅 をいう。）又は当該サテライト型看護小規模多機能型居宅

介護事業所の本体事業所において、注11における届出をし 介護事業所の本体事業所において、注９における届出をし

ている場合にあっては、サテライト体制未整備減算として ている場合にあっては、サテライト体制未整備減算として

、１月につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を 、１月につき所定単位数の100分の97に相当する単位数を

算定する。 算定する。

６ イについて、別に厚生労働大臣が定める地域に所在する （新設）

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（その一部として

使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事

務所を除く。）又はその一部として使用される事務所の看

護小規模多機能型居宅介護従業者が指定看護小規模多機能

型居宅介護を行った場合は、特別地域看護小規模多機能型

居宅介護加算として、１月につき所定単位数の100分の15



- 263 -

に相当する単位数を所定単位数に加算する。

７ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定看護小規 （新設）

模多機能型居宅介護事業所（その一部として使用される事

務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。

）又はその一部として使用される事務所の看護小規模多機

能型居宅介護従業者が指定看護小規模多機能型居宅介護を

行った場合は、イについては１月につき、ロについては１

日につき、所定単位数の100分の10に相当する単位数を所

定単位数に加算する。

８～13 （略） ６～11 （略）

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

ホ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 （新設）

注 ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められ

るため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定看護小規模

多機能型居宅介護を利用することが適当であると判断した者

に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、

利用を開始した日から起算して７日を限度として、１日につ

き200単位を所定単位数に加算する。

へ （略） ホ （略）

ト 栄養アセスメント加算 50単位 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共

同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク

及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注にお

いて同じ。）を行った場合は、１月につき所定単位数を加算

する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養

改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終

了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理

栄養士を１名以上配置していること。
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⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活

相談員その他の職種の者（チにおいて「管理栄養士等」と

いう。）が共同して栄養アセスメントを実施し、当該利用

者又はその家族等に対してその結果を説明し、相談等に必

要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、

栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること

。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所であること。

チ 栄養改善加算 200単位 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又は

そのおそれのある利用者に対して、栄養改善サービスを行っ

た場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月

に２回を限度として１回につき所定単位数を加算する。ただ

し、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状

態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービス

を引き続き行うことが必要と認められる利用者については、

引き続き算定することができる。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理

栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等

が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも
えん

配慮した栄養ケア計画を作成していること。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利

用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを

行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録し

ていること。

⑷ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し
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ていること。

⑸ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所であること。

リ 口腔・栄養スクリーニング加算 ヘ 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始 定看護小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始

時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリー 時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行
くう

ニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、次に い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄

掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる所定単位数を加算 養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場 含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した

合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利 場合に、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利

用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニ 用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加
くう

ング加算を算定している場合にあっては算定しない。 算を算定している場合は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

ヌ 口腔機能向上加算 （新設）
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして市町村長に届け出て、口腔機能が低下している
くう

利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の

口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃
くう くう

の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導
えん

若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上

に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機能
くう

向上サービス」という。）を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、３月以内の期間に限り１月に２回を限度とし

て１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。また、口腔機能向上サ
くう

ービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果
くう

、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行
くう くう

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定
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することができる。

⑴ 口腔機能向上加算 150単位(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位(Ⅱ)
くう

ル～レ （略） ト～ワ （略）

ソ 褥瘡マネジメント加算 （新設）
じょくそう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合してい

るものとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所において、継続的に利用者ごとの褥瘡管理をし
じょくそう

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲

げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。

⑴ 褥瘡マネジメント加算 ３単位(Ⅰ)
じょくそう

⑵ 褥瘡マネジメント加算 13単位(Ⅱ)
じょくそう

ツ 排せつ支援加算 （新設）

注 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所において、継続的に利用者ごとの排せつに係

る支援を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。

⑴ 排せつ支援加算 10単位(Ⅰ)

⑵ 排せつ支援加算 15単位(Ⅱ)

⑶ 排せつ支援加算 20単位(Ⅲ)

ネ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所が、利用者に対し指定看護小規模多機能型居宅介護

を行った場合は、１月につき40単位を所定単位数に加算する

。
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⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて看護小規模多機能居宅介護計画（指定地域

密着型サービス基準第179条第１項に規定する看護小規模

多機能居宅介護計画をいう。）を見直すなど、指定看護小

規模多機能型居宅介護の提供に当たって、⑴に規定する情

報その他指定看護小規模多機能型居宅介護を適切かつ有効

に提供するために必要な情報を活用していること。

ナ サービス提供体制強化加算 カ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

が、登録者に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護を行っ が、登録者に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月 た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月

につき、ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を につき、ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい 加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ イを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 750単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 640単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 640単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 500単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 350単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ)

⑵ ロを算定している場合 ⑵ ロを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 25単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 21単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 21単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 16単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 12単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ)

ラ 介護職員処遇改善加算 ヨ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、
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指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準 指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げ に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず については、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

他の加算は算定しない。 るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからナまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の102に相当する単位数 単位数の1000分の102に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからナまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の74に相当する単位数 単位数の1000分の74に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからナまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の41に相当する単位数 単位数の1000分の41に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ム 介護職員等特定処遇改善加算 タ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し

、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基 、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加 準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している 算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからナまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の15に相当する単位数 定した単位数の1000分の15に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからナまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数
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（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定介護予防サービス介護給付費単位数表 指定介護予防サービス介護給付費単位数表

１ 介護予防訪問入浴介護費 １ 介護予防訪問入浴介護費

イ 介護予防訪問入浴介護費 852単位 イ 介護予防訪問入浴介護費 849単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

３ 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場 ３ 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場

合であって、当該利用者の希望により清しき又は部分浴（ 合であって、当該利用者の希望により清しき又は部分浴（

洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう。）を実施したときは、 洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう。）を実施したときは、

所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定する。 所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定する。

４～８ （略） ４～８ （略）

ロ 初回加算 200単位 （新設）

注 指定介護予防訪問入浴介護事業所において、新規利用者の

居宅を訪問し、指定介護予防訪問入浴介護の利用に関する調

整を行った上で、利用者に対して、初回の指定介護予防訪問

入浴介護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する

。

ハ 認知症専門ケア加算 （新設）

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所に

おいて、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知

症ケアを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。

⑴ 認知症専門ケア加算 ３単位(Ⅰ)

⑵ 認知症専門ケア加算 ４単位(Ⅱ)

ニ サービス提供体制強化加算 ロ サービス提供体制強化加算
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所が 都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所が

、利用者に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は 、利用者に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は

、１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次 、１回につき所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるい

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

に掲げるその他の加算は算定しない。 の他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 44単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 36単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 36単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 24単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 12単位 （新設）(Ⅲ)

ホ 介護職員処遇改善加算 ハ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事（地方 賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事（地方

自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都 自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項の指定都

市（以下「指定都市」という。）及び同法第252条の22第１ 市（以下「指定都市」という。）及び同法第252条の22第１

項の中核市（以下「中核市」という。）にあっては、指定都 項の中核市（以下「中核市」という。）にあっては、指定都

市又は中核市の市長。以下同じ。）の登録を受けたものに限 市又は中核市の市長。以下同じ。）の登録を受けたものに限

る。以下同じ。）に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業 る。以下同じ。）に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業

所が、利用者に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場 所が、利用者に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日まで 合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日まで

の間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 の間（⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 までの間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

次に掲げるその他の加算は算定しない。 だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イ及びロにより算定した単位(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の58に相当する単位数 数の1000分の58に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イ及びロにより算定した単位(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の42に相当する単位数 数の1000分の42に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからニまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イ及びロにより算定した単位(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の23に相当する単位数 数の1000分の23に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数
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（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヘ 介護職員等特定処遇改善加算 ニ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届 の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届

け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、 け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、

指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、当該基準に掲げ 指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからニまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イ及びロにより算定し(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の21に相当する単位数 た単位数の1000分の21に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからニまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イ及びロにより算定し(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の15に相当する単位数 た単位数の1000分の15に相当する単位数

２ 介護予防訪問看護費 ２ 介護予防訪問看護費

イ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合 イ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合

⑴ 所要時間20分未満の場合 302単位 ⑴ 所要時間20分未満の場合 301単位

⑵ 所要時間30分未満の場合 450単位 ⑵ 所要時間30分未満の場合 449単位

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 792単位 ⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 790単位

⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 1,087単位 ⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 1,084単位

⑸ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場合 ⑸ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問の場合

（１回につき） 283単位 （１回につき） 287単位

ロ 病院又は診療所の場合 ロ 病院又は診療所の場合

⑴ 所要時間20分未満の場合 255単位 ⑴ 所要時間20分未満の場合 254単位

⑵ 所要時間30分未満の場合 381単位 ⑵ 所要時間30分未満の場合 380単位

⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 552単位 ⑶ 所要時間30分以上１時間未満の場合 550単位

⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 812単位 ⑷ 所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 810単位

注１ 通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労 注１ 通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労

働大臣が定める疾病等の患者並びに精神科訪問看護・指導 働大臣が定める疾病等の患者並びに精神科訪問看護・指導

料（診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号 料（診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号

）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数 ）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数
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表」という。）の区分番号Ｉ012に掲げる精神科訪問看護 表」という。）の区分番号Ｉ012に掲げる精神科訪問看護

・指導料をいう。）及び精神科訪問看護基本療養費（訪問 ・指導料をいう。）及び精神科訪問看護基本療養費（訪問

看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平 看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平

成20年厚生労働省告示第67号）別表の区分番号01―２の精 成20年厚生労働省告示第67号）別表の区分番号01―２の精

神科訪問看護基本療養費をいう。）に係る訪問看護の利用 神科訪問看護基本療養費をいう。）に係る訪問看護の利用

者を除く。）に対して、その主治の医師の指示（指定介護 者を除く。）に対して、その主治の医師の指示（指定介護

予防訪問看護ステーション（指定介護予防サービス基準第 予防訪問看護ステーション（指定介護予防サービス基準第

63条第１項第１号に規定する指定介護予防訪問看護ステー 63条第１項第１号に規定する指定介護予防訪問看護ステー

ションをいう。以下同じ。）にあっては、主治の医師が交 ションをいう。以下同じ。）にあっては、主治の医師が交

付した文書による指示）及び介護予防訪問看護計画書（指 付した文書による指示）及び介護予防訪問看護計画書（指

定介護予防サービス基準第76条第２号に規定する介護予防 定介護予防サービス基準第76条第２号に規定する介護予防

訪問看護計画書をいう。以下同じ。）に基づき、指定介護 訪問看護計画書をいう。以下同じ。）に基づき、指定介護

予防訪問看護事業所（指定介護予防サービス基準第63条第 予防訪問看護事業所（指定介護予防サービス基準第63条第

１項に規定する指定介護予防訪問看護事業所をいう。以下 １項に規定する指定介護予防訪問看護事業所をいう。以下

同じ。）の保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作 同じ。）の保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作

業療法士若しくは言語聴覚士（以下「看護師等」という。 業療法士若しくは言語聴覚士（以下「看護師等」という。

）が、指定介護予防訪問看護（指定介護予防サービス基準 ）が、指定介護予防訪問看護（指定介護予防サービス基準

第62条に規定する指定介護予防訪問看護をいう。以下同じ 第62条に規定する指定介護予防訪問看護をいう。以下同じ

。）を行った場合に、現に要した時間ではなく、介護予防 。）を行った場合に、現に要した時間ではなく、介護予防

訪問看護計画書に位置付けられた内容の指定介護予防訪問 訪問看護計画書に位置付けられた内容の指定介護予防訪問

看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定す 看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定す

る。ただし、イ⑴又はロ⑴の単位数については、指定介護 る。ただし、イ⑴又はロ⑴の単位数については、指定介護

予防訪問看護を24時間行うことができる体制を整えている 予防訪問看護を24時間行うことができる体制を整えている

指定介護予防訪問看護事業所であって、介護予防サービス 指定介護予防訪問看護事業所であって、介護予防サービス

計画（介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」と 計画（介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」と

いう。）第８条の２第16項に規定する介護予防サービス計 いう。）第８条の２第16項に規定する介護予防サービス計

画をいい、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号 画をいい、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号

）第83条の９第１号ハ及びニに規定する計画を含む。以下 ）第83条の９第１号ハ及びニに規定する計画を含む。以下

同じ。）又は介護予防訪問看護計画書の中に20分以上の指 同じ。）又は介護予防訪問看護計画書の中に20分以上の指

定介護予防訪問看護が週１回以上含まれている場合に算定 定介護予防訪問看護が週１回以上含まれている場合に算定

し、准看護師が指定介護予防訪問看護を行った場合は、所 し、准看護師が指定介護予防訪問看護を行った場合は、所
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定単位数の100分の90に相当する単位数を算定する。また 定単位数の100分の90に相当する単位数を算定する。また

、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注に 、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注に

おいて「理学療法士等」という。）が指定介護予防訪問看 おいて「理学療法士等」という。）が指定介護予防訪問看

護を行った場合は、イの⑸の所定単位数を算定することと 護を行った場合は、イの⑸の所定単位数を算定することと

し、理学療法士等が１日に２回を超えて指定介護予防訪問 し、理学療法士等が１日に２回を超えて指定介護予防訪問

看護を行った場合、１回につき100分の50に相当する単位 看護を行った場合、１回につき100分の90に相当する単位

数を算定する。 数を算定する。

２～12 （略） ２～12 （略）

13 イ⑸について、利用者に対して、理学療法士、作業療法 （新設）

士又は言語聴覚士による指定介護予防訪問看護の利用を開

始した日の属する月から起算して12月を超えて理学療法士

、作業療法士又は言語聴覚士が指定介護予防訪問看護を行

う場合は、１回につき５単位を所定単位数から減算する。

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

ホ 看護体制強化加算 100単位 ホ 看護体制強化加算 300単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、医 都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、医

療ニーズの高い利用者への指定介護予防訪問看護の提供体制 療ニーズの高い利用者への指定介護予防訪問看護の提供体制

を強化した場合は、１月につき所定単位数を加算する。 を強化した場合は、１月につき所定単位数を加算する。

ヘ サービス提供体制強化加算 ヘ サービス提供体制強化加算 ６単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、利 都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、利

用者に対し、指定介護予防訪問看護を行った場合は、当該基 用者に対し、指定介護予防訪問看護を行った場合は、１回に

準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる所定単位数を つき所定単位数を加算する。

加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 ６単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 ３単位 （新設）(Ⅱ)

３ 介護予防訪問リハビリテーション費 ３ 介護予防訪問リハビリテーション費

イ 介護予防訪問リハビリテーション費（１回につき） 307単位 イ 介護予防訪問リハビリテーション費（１回につき） 292単位

注１～６ （略） 注１～６ （略）
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（削る） ７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテー

ション事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士その他の職種の者が協働し、継続的にリハビリテーショ

ンの質を管理した場合は、リハビリテーションマネジメン

ト加算として、１月につき230単位を所定単位数に加算す

る。

７・８ （略） ８・９ （略）

９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護 10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護

予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療 予防訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、当該指定介護予防訪問リハビリテ 法士又は言語聴覚士が、当該指定介護予防訪問リハビリテ

ーション事業所の医師が診療を行っていない利用者に対し ーション事業所の医師が診療を行っていない利用者に対し

て、指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場合は て、指定介護予防訪問リハビリテーションを行った場合は

、１回につき50単位を所定単位数から減算する。 、１回につき20単位を所定単位数から減算する。

10 利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション （新設）

の利用を開始した日の属する月から起算して12月を超えて

指定介護予防訪問リハビリテーションを行う場合は、１回

につき５単位を所定単位数から減算する。

ロ （略） ロ （略）

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算 ６単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーショ 都道府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーショ

ン事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテー ン事業所が、利用者に対し、指定介護予防訪問リハビリテー

ションを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回 ションを行った場合は、１回につき所定単位数を加算する。

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 ６単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 ３単位 （新設）(Ⅱ)

４ 介護予防居宅療養管理指導費 ４ 介護予防居宅療養管理指導費

イ 医師が行う場合 イ 医師が行う場合
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(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 介護予防居宅療養管理指導費 ⑴ 介護予防居宅療養管理指導費

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 514単位 ㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 509単位

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合

486単位 485単位

㈢ ㈠及び㈡以外の場合 445単位 ㈢ ㈠及び㈡以外の場合 444単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 介護予防居宅療養管理指導費 ⑵ 介護予防居宅療養管理指導費

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 298単位 ㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 295単位

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合

286単位 285単位

㈢ ㈠及び㈡以外の場合 259単位 ㈢ ㈠及び㈡以外の場合 261単位

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定 注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

介護予防居宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービス 介護予防居宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービス

基準第88条第１項第１号に規定する指定介護予防居宅療養 基準第88条第１項に規定する指定介護予防居宅療養管理指

管理指導事業所をいう。以下この注及び注３から注５まで 導事業所をいう。以下同じ。）の医師が、当該利用者の居

において同じ。）の医師が、当該利用者の居宅を訪問して 宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき

行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、介護支援専 、介護支援専門員等に対する介護予防サービス計画の策定

門員等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情 等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る

報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。以下同じ。 。以下同じ。）並びに利用者又はその家族等に対する介護

）並びに利用者又はその家族等に対する介護予防サービス 予防サービスを利用する上での留意点、介護方法等につい

を利用する上での留意点、介護方法等についての指導及び ての指導及び助言を行った場合に、単一建物居住者（当該

助言を行った場合に、単一建物居住者（当該利用者が居住 利用者が居住する建物に居住する者のうち、当該指定介護

する建物に居住する者のうち、当該指定介護予防居宅療養 予防居宅療養管理指導事業所の医師が、同一月に訪問診療

管理指導事業所の医師が、同一月に訪問診療、往診又は指 、往診又は指定介護予防居宅療養管理指導（指定介護予防

定介護予防居宅療養管理指導（指定介護予防サービス基準 サービス基準第87条に規定する指定介護予防居宅療養管理

第87条に規定する指定介護予防居宅療養管理指導をいう。 指導をいう。以下同じ。）を行っているものをいう。）の

以下同じ。）を行っているものをいう。）の人数に従い、 人数に従い、１月に２回を限度として、所定単位数を算定

１月に２回を限度として、所定単位数を算定する。 する。

２～５ （略） ２～５ （略）

ロ 歯科医師が行う場合 ロ 歯科医師が行う場合

⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合 516単位 ⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合 509単位

⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
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486単位 485単位

⑶ ⑴及び⑵以外の場合 440単位 ⑶ ⑴及び⑵以外の場合 444単位

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定 注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

介護予防居宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービス 介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科医師が、当該利用

基準第88条第１項第１号に規定する指定介護予防居宅療養 者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な歯科医学的管

管理指導事業所をいう。以下この注から注４までにおいて 理に基づき、介護支援専門員等に対する介護予防サービス

同じ。）の歯科医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う 計画の策定等に必要な情報提供並びに利用者又はその家族

計画的かつ継続的な歯科医学的管理に基づき、介護支援専 等に対する介護予防サービスを利用する上での留意点、介

門員等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情 護方法等についての指導及び助言を行った場合に、単一建

報提供並びに利用者又はその家族等に対する介護予防サー 物居住者（当該利用者が居住する建物に居住する者のうち

ビスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導 、当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科医師が

及び助言を行った場合に、単一建物居住者（当該利用者が 、同一月に歯科訪問診療又は指定介護予防居宅療養管理指

居住する建物に居住する者のうち、当該指定介護予防居宅 導を行っているものをいう。）の人数に従い、１月に２回

療養管理指導事業所の歯科医師が、同一月に歯科訪問診療 を限度として、所定単位数を算定する。

又は指定介護予防居宅療養管理指導を行っているものをい

う。）の人数に従い、１月に２回を限度として、所定単位

数を算定する。

２～４ （略） ２～４ （略）

ハ 薬剤師が行う場合 ハ 薬剤師が行う場合

⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合 ⑴ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 565単位 ㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 560単位

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合

416単位 415単位

㈢ ㈠及び㈡以外の場合 379単位 ㈢ ㈠及び㈡以外の場合 379単位

⑵ 薬局の薬剤師が行う場合 ⑵ 薬局の薬剤師が行う場合

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 517単位 ㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 509単位

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合

378単位 377単位

㈢ ㈠及び㈡以外の場合 341単位 ㈢ ㈠及び㈡以外の場合 345単位

注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定 注１ 在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、指定

介護予防居宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービス 介護予防居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、医師又は歯
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基準第88条第１項に規定する指定介護予防居宅療養管理指 科医師の指示（薬局の薬剤師にあっては、医師又は歯科医

導事業所をいう。以下この注及び注４から注６までにおい 師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬学的管理指導

て同じ。）の薬剤師が、医師又は歯科医師の指示（薬局の 計画）に基づき、当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導

薬剤師にあっては、医師又は歯科医師の指示に基づき、当 を行い、介護支援専門員等に対する介護予防サービス計画

該薬剤師が策定した薬学的管理指導計画）に基づき、当該 の策定等に必要な情報提供を行った場合につき、単一建物

利用者を訪問し、薬学的な管理指導を行い、介護支援専門 居住者（当該利用者が居住する建物に居住する者のうち、

員等に対する介護予防サービス計画の策定等に必要な情報 当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、同

提供を行った場合につき、単一建物居住者（当該利用者が 一月に指定介護予防居宅療養管理指導を行っているものを

居住する建物に居住する者のうち、当該指定介護予防居宅 いう。）の人数に従い、１月に２回（薬局の薬剤師にあっ

療養管理指導事業所の薬剤師が、同一月に指定介護予防居 ては、４回）を限度として、所定単位数を算定する。ただ

宅療養管理指導を行っているものをいう。）の人数に従い し、薬局の薬剤師にあっては、別に厚生労働大臣が定める

、１月に２回（薬局の薬剤師にあっては、４回）を限度と 者に対して、当該利用者を訪問し、薬学的な管理指導等を

して、所定単位数を算定する。ただし、薬局の薬剤師にあ 行った場合は、１週に２回、かつ、１月に８回を限度とし

っては、別に厚生労働大臣が定める者に対して、当該利用 て、所定単位数を算定する。

者を訪問し、薬学的な管理指導等を行った場合は、１週に

２回、かつ、１月に８回を限度として、所定単位数を算定

する。

２ 医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ002に掲げる在宅時医 （新設）

学総合管理料に規定する訪問診療の実施に伴い、処方箋が

交付された利用者であって、別に厚生労働大臣が定めるも

のに対して、情報通信機器を用いた服薬指導（指定介護予

防居宅療養管理指導と同日に行う場合を除く。）を行った

場合は、注１の規定にかかわらず、１月に１回に限り45単

位を算定する。

３ 疼痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤 ２ 疼痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤
とう とう

の投薬が行われている利用者に対して、当該薬剤の使用に の投薬が行われている利用者に対して、当該薬剤の使用に

関し必要な薬学的管理指導を行った場合は、１回につき10 関し必要な薬学的管理指導を行った場合は、１回につき10

0単位を所定単位数に加算する。ただし、注２を算定して 0単位を所定単位数に加算する。

いる場合は、算定しない。

４ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防 ３ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防

居宅療養管理指導事業所（その一部として使用される事務 居宅療養管理指導事業所（その一部として使用される事務
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所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。） 所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）

又はその一部として使用される事務所の薬剤師が指定介護 又はその一部として使用される事務所の薬剤師が指定介護

予防居宅療養管理指導を行った場合は、特別地域介護予防 予防居宅療養管理指導を行った場合は、特別地域介護予防

居宅療養管理指導加算として、１回につき所定単位数の10 居宅療養管理指導加算として、１回につき所定単位数の10

0分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。ただ 0分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。

し、注２を算定している場合は、算定しない。

５ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚 ４ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防居宅 生労働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防居宅

療養管理指導事業所（その一部として使用される事務所が 療養管理指導事業所（その一部として使用される事務所が

当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又は 当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又は

その一部として使用される事務所の薬剤師が指定介護予防 その一部として使用される事務所の薬剤師が指定介護予防

居宅療養管理指導を行った場合は、１回につき所定単位数 居宅療養管理指導を行った場合は、１回につき所定単位数

の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算する。 の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算する。

ただし、注２を算定している場合は、算定しない。

６ 指定介護予防居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、別に ５ 指定介護予防居宅療養管理指導事業所の薬剤師が、別に

厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して 厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して

、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第91 、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第91

条第５号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越 条第５号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越

えて、指定介護予防居宅療養管理指導を行った場合は、１ えて、指定介護予防居宅療養管理指導を行った場合は、１

回につき所定単位数の100分の５に相当する単位数を所定 回につき所定単位数の100分の５に相当する単位数を所定

単位数に加算する。ただし、注２を算定している場合は、 単位数に加算する。

算定しない。

ニ 管理栄養士が行う場合 ニ 管理栄養士が行う場合

⑴ 介護予防居宅療養管理指導費 ⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合 539単位(Ⅰ)

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 544単位 （新設）

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合

486単位 485単位

㈢ ㈠及び㈡以外の場合 443単位 ⑶ ⑴及び⑵以外の場合 444単位

⑵ 介護予防居宅療養管理指導費 （新設）(Ⅱ)

㈠ 単一建物居住者１人に対して行う場合 524単位

㈡ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合
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466単位

㈢ ㈠及び㈡以外の場合 423単位

注１ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対し 注１ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対し

て、⑴については次に掲げるいずれの基準にも適合する指 て、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防居

定介護予防居宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービ 宅療養管理指導事業所の管理栄養士が、計画的な医学的管

ス基準第88条第１項第１号に規定する指定介護予防居宅療 理を行っている医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し

養管理指導事業所をいう。以下この注から注４までにおい 、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行った場合

て同じ。）の管理栄養士が、⑵については次に掲げるいず に、単一建物居住者（当該利用者が居住する建物に居住す

れの基準にも適合する指定介護予防居宅療養管理指導事業 る者のうち、当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の

所において当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所以外 管理栄養士が、同一月に指定介護予防居宅療養管理指導を

の医療機関、介護保険施設（指定施設サービス等に要する 行っているものをいう。）の人数に従い、１月に２回を限

費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号 度として、所定単位数を算定する。

）別表指定施設サービス等介護給付費単位数表（以下「指

定施設サービス等介護給付費単位数表」という。）の介護

福祉施設サービスのヘ、介護保健施設サービスのト若しく

は介護医療院サービスのヌに規定する厚生労働大臣が定め

る基準に定める管理栄養士の員数を超えて管理栄養士を置

いているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置してい

るものに限る。）又は栄養士会が運営する栄養ケア・ステ

ーションとの連携により確保した管理栄養士が、計画的な

医学的管理を行っている医師の指示に基づき、当該利用者

を訪問し、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行

った場合に、単一建物居住者（当該利用者が居住する建物

に居住する者のうち、当該指定介護予防居宅療養管理指導

事業所の管理栄養士が、同一月に指定介護予防居宅療養管

理指導を行っているものをいう。）の人数に従い、１月に

２回を限度として、所定単位数を算定する。

イ～ハ （略） イ～ハ （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

ホ 歯科衛生士等が行う場合 ホ 歯科衛生士等が行う場合

⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合 361単位 ⑴ 単一建物居住者１人に対して行う場合 356単位
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⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 ⑵ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合

325単位 324単位

⑶ ⑴及び⑵以外の場合 294単位 ⑶ ⑴及び⑵以外の場合 296単位

注１ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対し 注１ 在宅の利用者であって通院又は通所が困難なものに対し

て、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防居 て、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防居

宅療養管理指導事業所（指定介護予防サービス基準第88条 宅療養管理指導事業所の歯科衛生士、保健師又は看護職員

第１項第１号に規定する指定介護予防居宅療養管理指導事 （以下「歯科衛生士等」という。）が、当該利用者に対し

業所をいう。以下この注から注４までにおいて同じ。）の て訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき、当該利

歯科衛生士、保健師又は看護職員（以下「歯科衛生士等」 用者を訪問し、実地指導を行った場合に、単一建物居住者

という。）が、当該利用者に対して訪問歯科診療を行った （当該利用者が居住する建物に居住する者のうち、当該指

歯科医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、実地指導 定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科衛生士等が、同

を行った場合に、単一建物居住者（当該利用者が居住する 一月に指定介護予防居宅療養管理指導を行う場合の当該利

建物に居住する者のうち、当該指定介護予防居宅療養管理 用者をいう。）の人数に従い、１月に４回を限度として、

指導事業所の歯科衛生士等が、同一月に指定介護予防居宅 所定単位数を算定する。

療養管理指導を行う場合の当該利用者をいう。）の人数に

従い、１月に４回を限度として、所定単位数を算定する。

イ～ハ （略） イ～ハ （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

（削る） ヘ 看護職員が行う場合

⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 402単位

⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 362単位

注１ ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居

住する他の利用者に対して指定介護予防居宅療養管理指導

事業所の看護職員が同一日に指定介護予防居宅療養管理指

導を行う場合の当該利用者（以下この注１において「同一

建物居住者」という。）を除く。）であって通院が困難な

ものに対して、⑵については在宅の利用者（同一建物居住

者に限る。）であって通院が困難なものに対して、医師が

看護職員による介護予防居宅療養管理指導が必要であると

判断し、当該指定介護予防居宅療養管理指導事業所の看護

職員が当該利用者を訪問し、療養上の相談及び支援を行い



- 282 -

、介護支援専門員等に対する介護予防サービス計画の策定

等に必要な情報提供を行った場合に、要支援認定（法第33

条第２項に規定する要支援認定の更新又は法第33条の２第

１項に規定する要支援状態区分の変更の認定を含む。）に

伴い作成された介護予防サービス計画に基づく指定介護予

防サービス（法第53条第１項に規定する指定介護予防サー

ビスをいう。）の提供を開始した日から起算して６月の間

に２回を限度として算定する。ただし、准看護師が指定介

護予防居宅療養管理指導を行った場合は、所定単位数の10

0分の90に相当する単位数を算定する。

２ 利用者が定期的に通院している場合若しくは定期的に訪

問診療を受けている場合又は利用者が介護予防訪問看護、

介護予防訪問リハビリテーション、介護予防短期入所生活

介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特定施設入居

者生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を

受けている間は、算定しない。

５ 介護予防通所リハビリテーション費（１月につき） ５ 介護予防通所リハビリテーション費（１月につき）

イ 介護予防通所リハビリテーション費 イ 介護予防通所リハビリテーション費

⑴ 要支援１ 2,053単位 ⑴ 要支援１ 1,721単位

⑵ 要支援２ 3,999単位 ⑵ 要支援２ 3,634単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

（削る） ３ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテー

ション事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士その他の職種の者が協働し、継続的にリハビリテーショ

ンの質を管理した場合は、リハビリテーションマネジメン

ト加算として、１月につき330単位を所定単位数に加算す

る。

３ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚 ４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都 生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーショ 道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーショ
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ン事業所が、生活行為の内容の充実を図るための目標及び ン事業所が、生活行為の内容の充実を図るための目標及び

当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリ 当該目標を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリ

ハビリテーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に ハビリテーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に

対して、リハビリテーションを計画的に行い、当該利用者 対して、リハビリテーションを計画的に行い、当該利用者

の有する能力の向上を支援した場合は、生活行為向上リハ の有する能力の向上を支援した場合は、生活行為向上リハ

ビリテーション実施加算として、リハビリテーション実施 ビリテーション実施加算として、次に掲げる区分に応じ、

計画に基づく指定介護予防通所リハビリテーションの利用 １月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

を開始した日の属する月から起算して６月以内の期間に限 だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

り、１月につき562単位を所定単位数に加算する。 いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（削る） イ リハビリテーション実施計画に基づく指定介護予防通

所リハビリテーションの利用を開始した日の属する月か

ら起算して３月以内の場合 900単位

（削る） ロ 当該日の属する月から起算してから３月を超え、６月

以内の場合 450単位

（削る） ５ 生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定し、当

該加算を算定するために作成したリハビリテーション実施

計画で定めた指定介護予防通所リハビリテーションの実施

期間中に指定介護予防通所リハビリテーションの提供を終

了した場合において、同一の利用者に対して、再度指定介

護予防通所リハビリテーションを行ったときは、実施期間

中に指定介護予防通所リハビリテーションの提供を終了し

た日の属する月の翌月から６月以内の期間に限り、１月に

つき所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位

数から減算する。

４～７ （略） ６～９ （略）

８ 利用者に対して、指定介護予防通所リハビリテーション （新設）

の利用を開始した日の属する月から起算して12月を超えて

指定介護予防通所リハビリテーションを行う場合は、１月

につき次に掲げる単位数を所定単位数から減算する。

⑴ 要支援１ 20単位

⑵ 要支援２ 40単位
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ロ 運動器機能向上加算 225単位 ロ 運動器機能向上加算 225単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道

府県知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的とし 府県知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的とし

て個別的に実施されるリハビリテーションであって、利用者 て個別的に実施されるリハビリテーションであって、利用者

の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以 の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以

下この注及びトにおいて「運動器機能向上サービス」という 下この注及びホにおいて「運動器機能向上サービス」という

。）を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 。）を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。

イ～ホ （略） イ～ホ （略）

ハ 栄養アセスメント加算 50単位 （新設）

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事

業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同し

て栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び

解決すべき課題を把握することをいう。以下この注において

同じ。）を行った場合は、１月につき所定単位数を加算する

。ただし、当該利用者が栄養改善加算又は選択的サービス複

数実施加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及

び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定し

ない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理

栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作業療

法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他の職種の者

（ニにおいて「管理栄養士等」という。）が共同して栄養

アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対して

その結果を説明し、相談等に必要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、

栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理の適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること

。

⑷ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護
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予防通所リハビリテーション事業所であること。

ニ 栄養改善加算 200単位 ハ 栄養改善加算 150単位

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道

府県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそ 府県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそ

れのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等 れのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等

を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管 を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管

理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると 理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると

認められるもの（以下「栄養改善サービス」という。）を行 認められるもの（以下「栄養改善サービス」という。）を行

った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 った場合は、１月につき所定単位数を加算する。

⑴ （略） イ （略）

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄

が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも 養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、
えん

配慮した栄養ケア計画を作成していること。 介護職員その他の職種の者（以下この注において「管理栄

養士等」という。）が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下
えん

機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成している

こと。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改

用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを 善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定

行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録し 期的に記録していること。

ていること。

⑷・⑸ （略） ニ・ホ （略）

ホ 口腔・栄養スクリーニング加算 ニ 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護予防通 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護予防通

所リハビリテーション事業所の従業者が、利用開始時及び利 所リハビリテーション事業所の従業者が、利用開始時及び利

用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又 用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該
くう

は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養ス 利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の
くう

クリーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回につ 場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）

き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるい を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ 栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所定単位

の他の加算は算定せず、当該利用者について、当該事業所以 数に加算する。ただし、当該利用者について、当該事業所以

外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合 外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっ
くう
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にあっては算定しない。 ては算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養

改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終

了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

ヘ 口腔機能向上加算 ホ 口腔機能向上加算 150単位
くう くう

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道

都道府県知事に届け出て、口腔機能が低下している利用者又 府県知事に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそ
くう くう

はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能 のおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向
くう くう

の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若 上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しく
くう くう

しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは は実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施
えん えん

実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資する であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認

と認められるもの（以下この注及びトにおいて「口腔機能向 められるもの（以下この注及びホにおいて「口腔機能向上サ
くう くう

上サービス」という。）を行った場合は、当該基準に掲げる ービス」という。）を行った場合は、１月につき所定単位数

区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。 を加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置し

ていること。

（削る） ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医
くう

師、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指
くう

導計画を作成していること。

（削る） ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医
くう

師若しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看

護職員又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能
くう

向上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を
くう

定期的に記録していること。

（削る） ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定
くう
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期的に評価していること。

（削る） ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護

予防通所リハビリテーション事業所であること。

ト・チ （略） ヘ・ト （略）

リ 科学的介護推進体制加算 40単位 （新設）

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事

業所が、利用者に対し指定介護予防通所リハビリテーション

を行った場合は、科学的介護推進体制加算として、１月につ

き所定単位数を加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定した

値をいう。以下同じ。）、栄養状態、口腔機能、認知症（
くう

法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。以下同じ。

）の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情

報を、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて介護予防通所リハビリテーション計画（指

定介護予防サービス基準第125条第２号に規定する介護予

防通所リハビリテーション計画をいう。）を見直すなど、

指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たって、

⑴に規定する情報その他指定介護予防通所リハビリテーシ

ョンを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用し

ていること。

ヌ サービス提供体制強化加算 チ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーショ 都道府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーショ

ン事業所が、利用者に対し、指定介護予防通所リハビリテー ン事業所が、利用者に対し、指定介護予防通所リハビリテー

ションを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用 ションを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用

者の要支援状態区分に応じて１月につき次に掲げる所定単位 者の要支援状態区分に応じて１月につき次に掲げる所定単位

数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し 数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 い。
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⑴ サービス提供体制強化加算 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ(Ⅰ) (Ⅰ)

㈠ 要支援１ 88単位 ㈠ 要支援１ 72単位

㈡ 要支援２ 176単位 ㈡ 要支援２ 144単位

⑵ サービス提供体制強化加算 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ(Ⅱ) (Ⅰ)

㈠ 要支援１ 72単位 ㈠ 要支援１ 48単位

㈡ 要支援２ 144単位 ㈡ 要支援２ 96単位

(Ⅲ) (Ⅱ)⑶ サービス提供体制強化加算 ⑶ サービス提供体制強化加算

㈠・㈡ （略） ㈠・㈡ （略）

ル 介護職員処遇改善加算 リ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け 賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け

出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所が、利用者 出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所が、利用者

に対し、指定介護予防通所リハビリテーションを行った場合 に対し、指定介護予防通所リハビリテーションを行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの は、当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの

間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 間（⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

に掲げるその他の加算は算定しない。 し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の47に相当する単位数 単位数の1000分の47に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の34に相当する単位数 単位数の1000分の34に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の19に相当する単位数 単位数の1000分の19に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヲ 介護職員等特定処遇改善加算 ヌ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届 の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届
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け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所が、利用 け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所が、利用

者に対し、指定介護予防通所リハビリテーションを行った場 者に対し、指定介護予防通所リハビリテーションを行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所 合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。 定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヌまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからチまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の20に相当する単位数 定した単位数の1000分の20に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヌまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからチまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の17に相当する単位数 定した単位数の1000分の17に相当する単位数

６ 介護予防短期入所生活介護費（１日につき） ６ 介護予防短期入所生活介護費（１日につき）

イ 介護予防短期入所生活介護費 イ 介護予防短期入所生活介護費

⑴ 単独型介護予防短期入所生活介護費 ⑴ 単独型介護予防短期入所生活介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 単独型介護予防短期入所生活介護費 ㈠ 単独型介護予防短期入所生活介護費

ａ 要支援１ 474単位 ａ 要支援１ 466単位

ｂ 要支援２ 589単位 ｂ 要支援２ 579単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 単独型介護予防短期入所生活介護費 ㈡ 単独型介護予防短期入所生活介護費

ａ 要支援１ 474単位 ａ 要支援１ 466単位

ｂ 要支援２ 589単位 ｂ 要支援２ 579単位

⑵ 併設型介護予防短期入所生活介護費 ⑵ 併設型介護予防短期入所生活介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 併設型介護予防短期入所生活介護費 ㈠ 併設型介護予防短期入所生活介護費

ａ 要支援１ 446単位 ａ 要支援１ 438単位

ｂ 要支援２ 555単位 ｂ 要支援２ 545単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 併設型介護予防短期入所生活介護費 ㈡ 併設型介護予防短期入所生活介護費

ａ 要支援１ 446単位 ａ 要支援１ 438単位

ｂ 要支援２ 555単位 ｂ 要支援２ 545単位

ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護費

⑴ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ⑴ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費

(Ⅰ)㈠ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ㈠ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費

ａ 要支援１ 555単位 ａ 要支援１ 545単位

ｂ 要支援２ 674単位 ｂ 要支援２ 662単位



- 290 -

(Ⅱ)㈡ 経過的単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ㈡ 単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費

ａ 要支援１ 555単位 ａ 要支援１ 545単位

ｂ 要支援２ 674単位 ｂ 要支援２ 662単位

⑵ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ⑵ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費

(Ⅰ)㈠ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ㈠ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費

ａ 要支援１ 523単位 ａ 要支援１ 514単位

ｂ 要支援２ 649単位 ｂ 要支援２ 638単位

(Ⅱ)㈡ 経過的併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費 ㈡ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費

ａ 要支援１ 523単位 ａ 要支援１ 514単位

ｂ 要支援２ 649単位 ｂ 要支援２ 638単位

注１～４ （略） 注１～４ （略）

５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介護 て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介護

事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状 事業所において、利用者に対して機能訓練を行った場合は

況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場 、生活機能向上連携加算として、１月につき200単位を所

合には、当該基準に掲げる区分に従い、イについては、利 定単位数に加算する。ただし、注７を算定している場合は

用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した 、１月につき100単位を所定単位数に加算する。

場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、ロにつ

いては１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

また、注７を算定している場合、イは算定せず、ロは１月

につき100単位を所定単位数に算定する。

イ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

ロ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

６・７ （略） ６・７ （略）

８ 医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在 ８ 医師が、認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症

宅での生活が困難であり、緊急に指定介護予防短期入所生 をいう。以下同じ。）の行動・心理症状が認められるため

活介護を利用することが適当であると判断した者に対し、 、在宅での生活が困難であり、緊急に指定介護予防短期入

指定介護予防短期入所生活介護を行った場合は、利用を開 所生活介護を利用することが適当であると判断した者に対

始した日から起算して７日を限度として、１日につき200 し、指定介護予防短期入所生活介護を行った場合は、利用
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単位を所定単位数に加算する。 を開始した日から起算して７日を限度として、１日につき

200単位を所定単位数に加算する。

９～11 （略） ９～11 （略）

12 指定介護予防サービス基準第129条第２項の規定の適用 12 指定介護予防サービス基準第129条第２項の規定の適用

を受ける指定介護予防短期入所生活介護事業所に係る注６ を受ける指定介護予防短期入所生活介護事業所に係る注６

の規定による届出については、指定施設サービス等介護給 の規定による届出については、指定施設サービス等に要す

付費単位数表の規定により、注６の規定による届出に相当 る費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21

する介護福祉施設サービスに係る届出があったときは、注 号）別表指定施設サービス等介護給付費単位数表（以下「

６の規定による届出があったものとみなす。 指定施設サービス等介護給付費単位数表」という。）の規

定により、注６の規定による届出に相当する介護福祉施設

サービスに係る届出があったときは、注６の規定による届

出があったものとみなす。

13 （略） 13 （略）

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

ホ サービス提供体制強化加算 ホ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介護事業 都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介護事業

所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所生活介護を行っ 所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所生活介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲 た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲

げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加 加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ヘ 介護職員処遇改善加算 ヘ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け 賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け

出た指定介護予防短期入所生活介護事業所が、利用者に対し 出た指定介護予防短期入所生活介護事業所が、利用者に対し

、指定介護予防短期入所生活介護を行った場合は、当該基準 、指定介護予防短期入所生活介護を行った場合は、当該基準
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に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げ に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず については、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

他の加算は算定しない。 るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ト （略） ト （略）

７ 介護予防短期入所療養介護費 ７ 介護予防短期入所療養介護費

イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費 イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

⑴ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ⑴ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ㈠ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ａ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 577単位 ｉ 要支援１ 580単位

ⅱ 要支援２ 721単位 ⅱ 要支援２ 721単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ｂ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 619単位 ｉ 要支援１ 621単位

ⅱ 要支援２ 762単位 ⅱ 要支援２ 762単位

(ⅲ) (ⅲ)ｃ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ｃ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 610単位 ｉ 要支援１ 613単位

ⅱ 要支援２ 768単位 ⅱ 要支援２ 768単位

(ⅳ) (ⅳ)ｄ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ｄ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 658単位 ｉ 要支援１ 660単位

ⅱ 要支援２ 817単位 ⅱ 要支援２ 816単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ㈡ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ａ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 581単位 ｉ 要支援１ 584単位

ⅱ 要支援２ 725単位 ⅱ 要支援２ 725単位
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(ⅱ) (ⅱ)ｂ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ｂ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 619単位 ｉ 要支援１ 621単位

ⅱ 要支援２ 778単位 ⅱ 要支援２ 777単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ㈢ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ａ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 581単位 ｉ 要支援１ 584単位

ⅱ 要支援２ 725単位 ⅱ 要支援２ 725単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ｂ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 619単位 ｉ 要支援１ 621単位

ⅱ 要支援２ 778単位 ⅱ 要支援２ 777単位

(Ⅳ) (Ⅳ)㈣ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ㈣ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ａ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 564単位 ｉ 要支援１ 568単位

ⅱ 要支援２ 706単位 ⅱ 要支援２ 707単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ｂ 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 598単位 ｉ 要支援１ 601単位

ⅱ 要支援２ 752単位 ⅱ 要支援２ 752単位

⑵ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費 ⑵ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費

㈠ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護 ㈠ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護

(Ⅰ) (Ⅰ)費 費

ａ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介 ａ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ｉ) (ｉ)護費 護費

ｉ 要支援１ 621単位 ｉ 要支援１ 623単位

ⅱ 要支援２ 782単位 ⅱ 要支援２ 781単位

ｂ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介 ｂ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ⅱ) (ⅱ)護費 護費

ｉ 要支援１ 666単位 ｉ 要支援１ 668単位

ⅱ 要支援２ 828単位 ⅱ 要支援２ 826単位

ｃ 経過的ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所 ｃ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ⅰ) (ⅲ)療養介護費 護費

ｉ 要支援１ 621単位 ｉ 要支援１ 623単位
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ⅱ 要支援２ 782単位 ⅱ 要支援２ 781単位

ｄ 経過的ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所 ｄ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ⅱ) (ⅳ)療養介護費 護費

ｉ 要支援１ 666単位 ｉ 要支援１ 668単位

ⅱ 要支援２ 828単位 ⅱ 要支援２ 826単位

㈡ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護 ㈡ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護

(Ⅱ) (Ⅱ)費 費

ａ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介 ａ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ｉ)護費 護費

ｉ 要支援１ 649単位 ｉ 要支援１ 651単位

ⅱ 要支援２ 810単位 ⅱ 要支援２ 809単位

ｂ 経過的ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所 ｂ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ⅱ)療養介護費 護費

ｉ 要支援１ 649単位 ｉ 要支援１ 651単位

ⅱ 要支援２ 810単位 ⅱ 要支援２ 809単位

㈢ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護 ㈢ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護

(Ⅲ) (Ⅲ)費 費

ａ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介 ａ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ｉ)護費 護費

ｉ 要支援１ 649単位 ｉ 要支援１ 651単位

ⅱ 要支援２ 810単位 ⅱ 要支援２ 809単位

ｂ 経過的ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所 ｂ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ⅱ)療養介護費 護費

ｉ 要支援１ 649単位 ｉ 要支援１ 651単位

ⅱ 要支援２ 810単位 ⅱ 要支援２ 809単位

㈣ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護 ㈣ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護

(Ⅳ) (Ⅳ)費 費

ａ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介 ａ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ｉ)護費 護費

ｉ 要支援１ 608単位 ｉ 要支援１ 611単位

ⅱ 要支援２ 764単位 ⅱ 要支援２ 764単位
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ｂ 経過的ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所 ｂ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介

(ⅱ)療養介護費 護費

ｉ 要支援１ 608単位 ｉ 要支援１ 611単位

ⅱ 要支援２ 764単位 ⅱ 要支援２ 764単位

注１～14 （略） 注１～14 （略）

⑶ 総合医学管理加算 275単位 （新設）

注１ 治療管理を目的とし、別に厚生労働大臣が定める基準

に従い、介護予防サービス計画において計画的に行うこ

ととなっていない指定介護予防短期入所療養介護を行っ

た場合に、７日を限度として１日につき所定単位数を加

算する。

２ 緊急時施設療養費を算定した日は、算定しない。

⑷～⑹ （略） ⑶～⑸ （略）

⑺ サービス提供体制強化加算 ⑹ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護 て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護 事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ

き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

⑻ 介護職員処遇改善加算 ⑺ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に

届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者 届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者

に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、 に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間
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、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 （㈣及び㈤については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

次に掲げるその他の加算は算定しない。 だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⑺までにより算定し ㈠ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⑹までにより算定し(Ⅰ) (Ⅰ)

た単位数の1000分の39に相当する単位数 た単位数の1000分の39に相当する単位数

㈡ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⑺までにより算定し ㈡ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⑹までにより算定し(Ⅱ) (Ⅱ)

た単位数の1000分の29に相当する単位数 た単位数の1000分の29に相当する単位数

㈢ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⑺までにより算定し ㈢ 介護職員処遇改善加算 ⑴から⑹までにより算定し(Ⅲ) (Ⅲ)

た単位数の1000分の16に相当する単位数 た単位数の1000分の16に相当する単位数

（削る） ㈣ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅳ)

100分の90に相当する単位数

（削る） ㈤ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅴ)

100分の80に相当する単位数

⑼ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑻ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事 等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事

に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用 に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用

者に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は 者に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定 、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定

単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 算定しない。

㈠ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⑺までにより ㈠ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⑹までにより(Ⅰ) (Ⅰ)

算定した単位数の1000分の21に相当する単位数 算定した単位数の1000分の21に相当する単位数

㈡ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⑺までにより ㈡ 介護職員等特定処遇改善加算 ⑴から⑹までにより(Ⅱ) (Ⅱ)

算定した単位数の1000分の17に相当する単位数 算定した単位数の1000分の17に相当する単位数

ロ 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費 ロ 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

⑴ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（１日につき） ⑴ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ㈠ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ａ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費
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ｉ 要支援１ 536単位 ｉ 要支援１ 525単位

ⅱ 要支援２ 672単位 ⅱ 要支援２ 659単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｂ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 564単位 ｉ 要支援１ 553単位

ⅱ 要支援２ 701単位 ⅱ 要支援２ 687単位

(ⅲ) (ⅲ)ｃ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｃ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 554単位 ｉ 要支援１ 543単位

ⅱ 要支援２ 691単位 ⅱ 要支援２ 677単位

(ⅳ) (ⅳ)ｄ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｄ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 593単位 ｉ 要支援１ 581単位

ⅱ 要支援２ 751単位 ⅱ 要支援２ 736単位

(ｖ) (ｖ)ｅ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｅ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 626単位 ｉ 要支援１ 614単位

ⅱ 要支援２ 784単位 ⅱ 要支援２ 769単位

(ⅵ) (ⅵ)ｆ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｆ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 614単位 ｉ 要支援１ 602単位

ⅱ 要支援２ 772単位 ⅱ 要支援２ 757単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ㈡ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ａ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 504単位 ｉ 要支援１ 494単位

ⅱ 要支援２ 631単位 ⅱ 要支援２ 619単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｂ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 519単位 ｉ 要支援１ 509単位

ⅱ 要支援２ 647単位 ⅱ 要支援２ 634単位

(ⅲ) (ⅲ)ｃ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｃ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 563単位 ｉ 要支援１ 552単位

ⅱ 要支援２ 712単位 ⅱ 要支援２ 698単位

(ⅳ) (ⅳ)ｄ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｄ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 581単位 ｉ 要支援１ 570単位

ⅱ 要支援２ 730単位 ⅱ 要支援２ 716単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ㈢ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費
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(ｉ) (ｉ)ａ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ａ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 487単位 ｉ 要支援１ 477単位

ⅱ 要支援２ 608単位 ⅱ 要支援２ 596単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ｂ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 547単位 ｉ 要支援１ 536単位

ⅱ 要支援２ 690単位 ⅱ 要支援２ 676単位

⑵ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（１日に ⑵ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（１日に

つき） つき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 ㈠ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 ａ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 545単位 ｉ 要支援１ 534単位

ⅱ 要支援２ 681単位 ⅱ 要支援２ 668単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 ｂ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 603単位 ｉ 要支援１ 591単位

ⅱ 要支援２ 761単位 ⅱ 要支援２ 746単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 ㈡ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 ａ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 545単位 ｉ 要支援１ 534単位

ⅱ 要支援２ 681単位 ⅱ 要支援２ 668単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費 ｂ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 603単位 ｉ 要支援１ 591単位

ⅱ 要支援２ 761単位 ⅱ 要支援２ 746単位

⑶ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（１ ⑶ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（１

日につき） 日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ㈠ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 619単位 ａ 要支援１ 607単位

ｂ 要支援２ 779単位 ｂ 要支援２ 764単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ㈡ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 648単位 ａ 要支援１ 635単位

ｂ 要支援２ 808単位 ｂ 要支援２ 792単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費 ㈢ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費
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ａ 要支援１ 638単位 ａ 要支援１ 625単位

ｂ 要支援２ 798単位 ｂ 要支援２ 782単位

(Ⅳ)㈣ 経過的ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介 ㈣ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

(Ⅰ)護費

ａ 要支援１ 619単位 ａ 要支援１ 607単位

ｂ 要支援２ 779単位 ｂ 要支援２ 764単位

(Ⅴ)㈤ 経過的ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介 ㈤ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

(Ⅱ)護費

ａ 要支援１ 648単位 ａ 要支援１ 635単位

ｂ 要支援２ 808単位 ｂ 要支援２ 792単位

(Ⅵ)㈥ 経過的ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介 ㈥ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費

(Ⅲ)護費

ａ 要支援１ 638単位 ａ 要支援１ 625単位

ｂ 要支援２ 798単位 ｂ 要支援２ 782単位

⑷ ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護 ⑷ ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護

費（１日につき） 費（１日につき）

㈠ ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介 ㈠ ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介

(Ⅰ)護費 護費

ａ 要支援１ 619単位 ａ 要支援１ 607単位

ｂ 要支援２ 779単位 ｂ 要支援２ 764単位

㈡ 経過的ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所 ㈡ ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介

(Ⅱ)療養介護費 護費

ａ 要支援１ 619単位 ａ 要支援１ 607単位

ｂ 要支援２ 779単位 ｂ 要支援２ 764単位

注１～11 （略） 注１～11 （略）

⑸～⑺ （略） ⑸～⑺ （略）

⑻ サービス提供体制強化加算 ⑻ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護 て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護 事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ
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き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

⑼ 介護職員処遇改善加算 ⑼ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に

届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者 届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者

に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、 に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間

、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 （㈣及び㈤については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

次に掲げるその他の加算は算定しない。 だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠～㈢ （略） ㈠～㈢ （略）

（削る） ㈣ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅳ)

100分の90に相当する単位数

（削る） ㈤ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅴ)

100分の80に相当する単位数

⑽ （略） ⑽ （略）

ハ 診療所における介護予防短期入所療養介護費 ハ 診療所における介護予防短期入所療養介護費

⑴ 診療所介護予防短期入所療養介護費（１日につき） ⑴ 診療所介護予防短期入所療養介護費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ㈠ 診療所介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ａ 診療所介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 519単位 ｉ 要支援１ 509単位

ⅱ 要支援２ 652単位 ⅱ 要支援２ 639単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ｂ 診療所介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 547単位 ｉ 要支援１ 536単位
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ⅱ 要支援２ 679単位 ⅱ 要支援２ 666単位

(ⅲ) (ⅲ)ｃ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ｃ 診療所介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 538単位 ｉ 要支援１ 527単位

ⅱ 要支援２ 670単位 ⅱ 要支援２ 657単位

(ⅳ) (ⅳ)ｄ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ｄ 診療所介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 577単位 ｉ 要支援１ 566単位

ⅱ 要支援２ 731単位 ⅱ 要支援２ 717単位

(ｖ) (ｖ)ｅ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ｅ 診療所介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 610単位 ｉ 要支援１ 598単位

ⅱ 要支援２ 764単位 ⅱ 要支援２ 749単位

(ⅵ) (ⅵ)ｆ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ｆ 診療所介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 599単位 ｉ 要支援１ 587単位

ⅱ 要支援２ 753単位 ⅱ 要支援２ 738単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ㈡ 診療所介護予防短期入所療養介護費

(ｉ) (ｉ)ａ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ａ 診療所介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 461単位 ｉ 要支援１ 452単位

ⅱ 要支援２ 576単位 ⅱ 要支援２ 565単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 診療所介護予防短期入所療養介護費 ｂ 診療所介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 526単位 ｉ 要支援１ 516単位

ⅱ 要支援２ 664単位 ⅱ 要支援２ 651単位

⑵ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費（１日につ ⑵ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費（１日につ

き） き）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費 ㈠ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 603単位 ａ 要支援１ 591単位

ｂ 要支援２ 759単位 ｂ 要支援２ 744単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費 ㈡ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 630単位 ａ 要支援１ 618単位

ｂ 要支援２ 787単位 ｂ 要支援２ 771単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費 ㈢ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 621単位 ａ 要支援１ 609単位

ｂ 要支援２ 777単位 ｂ 要支援２ 762単位
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(Ⅰ) (Ⅳ)㈣ 経過的ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費 ㈣ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 603単位 ａ 要支援１ 591単位

ｂ 要支援２ 759単位 ｂ 要支援２ 744単位

(Ⅱ) (Ⅴ)㈤ 経過的ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費 ㈤ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 630単位 ａ 要支援１ 618単位

ｂ 要支援２ 787単位 ｂ 要支援２ 771単位

(Ⅲ) (Ⅵ)㈥ 経過的ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費 ㈥ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 621単位 ａ 要支援１ 609単位

ｂ 要支援２ 777単位 ｂ 要支援２ 762単位

注１～10 （略） 注１～10 （略）

⑶～⑸ （略） ⑶～⑸ （略）

⑹ サービス提供体制強化加算 ⑹ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護 て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護 事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ

き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

⑺ 介護職員処遇改善加算 ⑺ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に

届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者 届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者

に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、 に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間

、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 （㈣及び㈤については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た
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次に掲げるその他の加算は算定しない。 だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠～㈢ （略） ㈠～㈢ （略）

（削る） ㈣ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅳ)

100分の90に相当する単位数

（削る） ㈤ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅴ)

100分の80に相当する単位数

⑻ （略） ⑻ （略）

ニ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短 ニ 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短

期入所療養介護費 期入所療養介護費

⑴ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（１日につき） ⑴ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ㈠ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 831単位 ｉ 要支援１ 815単位

ⅱ 要支援２ 997単位 ⅱ 要支援２ 977単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 941単位 ｉ 要支援１ 922単位

ⅱ 要支援２ 1,099単位 ⅱ 要支援２ 1,077単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ㈡ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 767単位 ｉ 要支援１ 752単位

ⅱ 要支援２ 941単位 ⅱ 要支援２ 922単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 826単位 ｉ 要支援１ 810単位

ⅱ 要支援２ 1,021単位 ⅱ 要支援２ 1,001単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ㈢ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 745単位 ｉ 要支援１ 730単位

ⅱ 要支援２ 912単位 ⅱ 要支援２ 894単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 804単位 ｉ 要支援１ 788単位



- 304 -

ⅱ 要支援２ 994単位 ⅱ 要支援２ 974単位

(Ⅳ) (Ⅳ)㈣ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ㈣ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 732単位 ｉ 要支援１ 718単位

ⅱ 要支援２ 896単位 ⅱ 要支援２ 878単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 791単位 ｉ 要支援１ 775単位

ⅱ 要支援２ 977単位 ⅱ 要支援２ 958単位

(Ⅴ) (Ⅴ)㈤ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ㈤ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ａ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 671単位 ｉ 要支援１ 658単位

ⅱ 要支援２ 835単位 ⅱ 要支援２ 819単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ｂ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 780単位 ｉ 要支援１ 765単位

ⅱ 要支援２ 940単位 ⅱ 要支援２ 921単位

⑵ 認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費（１日に ⑵ 認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費（１日に

つき） つき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ 認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費 ㈠ 認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 577単位 ａ 要支援１ 566単位

ｂ 要支援２ 742単位 ｂ 要支援２ 727単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ 認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費 ㈡ 認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費

ａ 要支援１ 637単位 ａ 要支援１ 624単位

ｂ 要支援２ 822単位 ｂ 要支援２ 806単位

⑶ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（１ ⑶ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（１

日につき） 日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ㈠ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ａ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ａ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ)

ｉ 要支援１ 961単位 ｉ 要支援１ 942単位

ⅱ 要支援２ 1,120単位 ⅱ 要支援２ 1,098単位

ｂ 経過的ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養 ｂ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費
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(ⅱ)介護費

ｉ 要支援１ 961単位 ｉ 要支援１ 942単位

ⅱ 要支援２ 1,120単位 ⅱ 要支援２ 1,098単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ㈡ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

ａ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費 ａ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ)

ｉ 要支援１ 851単位 ｉ 要支援１ 834単位

ⅱ 要支援２ 1,048単位 ⅱ 要支援２ 1,027単位

ｂ 経過的ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養 ｂ ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費

(ⅱ)介護費

ｉ 要支援１ 851単位 ｉ 要支援１ 834単位

ⅱ 要支援２ 1,048単位 ⅱ 要支援２ 1,027単位

注１～６ （略） 注１～６ （略）

⑷・⑸ （略） ⑷・⑸ （略）

⑹ サービス提供体制強化加算 ⑹ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護 て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護 事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ

き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

⑺ 介護職員処遇改善加算 ⑺ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に

届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者 届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者

に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、 に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、
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当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間

、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 （㈣及び㈤については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

次に掲げるその他の加算は算定しない。 だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠～㈢ （略） ㈠～㈢ （略）

（削る） ㈣ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅳ)

100分の90に相当する単位数

（削る） ㈤ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅴ)

100分の80に相当する単位数

⑻ （略） ⑻ （略）

ホ 介護医療院における介護予防短期入所療養介護費 ホ 介護医療院における介護予防短期入所療養介護費

⑴ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（１日につき ⑴ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（１日につき

） ）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈠ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ａ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 590単位 ｉ 要支援１ 578単位

ⅱ 要支援２ 726単位 ⅱ 要支援２ 712単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ｂ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 652単位 ｉ 要支援１ 639単位

ⅱ 要支援２ 810単位 ⅱ 要支援２ 794単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈡ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ａ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 579単位 ｉ 要支援１ 568単位

ⅱ 要支援２ 716単位 ⅱ 要支援２ 702単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ｂ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 640単位 ｉ 要支援１ 627単位

ⅱ 要支援２ 798単位 ⅱ 要支援２ 782単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈢ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ａ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 563単位 ｉ 要支援１ 552単位
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ⅱ 要支援２ 700単位 ⅱ 要支援２ 686単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ｂ Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 623単位 ｉ 要支援１ 611単位

ⅱ 要支援２ 781単位 ⅱ 要支援２ 766単位

⑵ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（１日につき ⑵ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（１日につき

） ）

(Ⅰ) (Ⅰ)㈠ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈠ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ａ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 562単位 ｉ 要支援１ 551単位

ⅱ 要支援２ 688単位 ⅱ 要支援２ 674単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ｂ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 624単位 ｉ 要支援１ 612単位

ⅱ 要支援２ 771単位 ⅱ 要支援２ 756単位

(Ⅱ) (Ⅱ)㈡ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈡ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ａ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 546単位 ｉ 要支援１ 535単位

ⅱ 要支援２ 671単位 ⅱ 要支援２ 658単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ｂ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 608単位 ｉ 要支援１ 596単位

ⅱ 要支援２ 755単位 ⅱ 要支援２ 740単位

(Ⅲ) (Ⅲ)㈢ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈢ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ａ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 535単位 ｉ 要支援１ 524単位

ⅱ 要支援２ 660単位 ⅱ 要支援２ 647単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ｂ Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 597単位 ｉ 要支援１ 585単位

ⅱ 要支援２ 744単位 ⅱ 要支援２ 729単位

⑶ 特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費（１日につき ⑶ 特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費（１日につき

） ）

㈠ Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈠ Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ａ Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費
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ｉ 要支援１ 536単位 ｉ 要支援１ 525単位

ⅱ 要支援２ 665単位 ⅱ 要支援２ 652単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ｂ Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 593単位 ｉ 要支援１ 581単位

ⅱ 要支援２ 743単位 ⅱ 要支援２ 728単位

㈡ Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈡ Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ) (ⅰ)ａ Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ａ Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 510単位 ｉ 要支援１ 500単位

ⅱ 要支援２ 629単位 ⅱ 要支援２ 617単位

(ⅱ) (ⅱ)ｂ Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ｂ Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費

ｉ 要支援１ 569単位 ｉ 要支援１ 558単位

ⅱ 要支援２ 709単位 ⅱ 要支援２ 695単位

⑷ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（ ⑷ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（

１日につき） １日につき）

㈠ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈠ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)

ａ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護 ａ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護

(ⅰ)費 費

ｉ 要支援１ 673単位 ｉ 要支援１ 660単位

ⅱ 要支援２ 834単位 ⅱ 要支援２ 818単位

ｂ 経過的ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療 ｂ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護

(ⅱ)養介護費 費

ｉ 要支援１ 673単位 ｉ 要支援１ 660単位

ⅱ 要支援２ 834単位 ⅱ 要支援２ 818単位

㈡ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈡ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(Ⅱ) (Ⅱ)

ａ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護 ａ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護

(ⅰ)費 費

ｉ 要支援１ 663単位 ｉ 要支援１ 650単位

ⅱ 要支援２ 824単位 ⅱ 要支援２ 808単位

ｂ 経過的ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療 ｂ ユニット型Ⅰ型介護医療院介護予防短期入所療養介護
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(ⅱ)養介護費 費

ｉ 要支援１ 663単位 ｉ 要支援１ 650単位

ⅱ 要支援２ 824単位 ⅱ 要支援２ 808単位

⑸ ユニット型Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（ ⑸ ユニット型Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（

１日につき） １日につき）

㈠ ユニット型Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費 ㈠ ユニット型Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅰ)

ａ 要支援１ 688単位 ａ 要支援１ 674単位

ｂ 要支援２ 838単位 ｂ 要支援２ 821単位

㈡ 経過的ユニット型Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養 ㈡ ユニット型Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費

(ⅱ)介護費

ａ 要支援１ 688単位 ａ 要支援１ 674単位

ｂ 要支援２ 838単位 ｂ 要支援２ 821単位

⑹ ユニット型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費（ ⑹ ユニット型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費（

１日につき） １日につき）

㈠ ユニット型Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介 ㈠ ユニット型Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介

護費 護費

ａ ユニット型Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養 ａ ユニット型Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養

(ⅰ)介護費 介護費

ｉ 要支援１ 630単位 ｉ 要支援１ 618単位

ⅱ 要支援２ 782単位 ⅱ 要支援２ 767単位

ｂ 経過的ユニット型Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入 ｂ ユニット型Ⅰ型特別介護医療院介護予防短期入所療養

(ⅱ)所療養介護費 介護費

ｉ 要支援１ 630単位 ｉ 要支援１ 618単位

ⅱ 要支援２ 782単位 ⅱ 要支援２ 767単位

㈡ ユニット型Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介 ㈡ ユニット型Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介

護費 護費

ａ ユニット型Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養 ａ ユニット型Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養

(ⅰ)介護費 介護費

ｉ 要支援１ 656単位 ｉ 要支援１ 643単位

ⅱ 要支援２ 797単位 ⅱ 要支援２ 781単位



- 310 -

ｂ 経過的ユニット型Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入 ｂ ユニット型Ⅱ型特別介護医療院介護予防短期入所療養

(ⅱ)所療養介護費 介護費

ｉ 要支援１ 656単位 ｉ 要支援１ 643単位

ⅱ 要支援２ 797単位 ⅱ 要支援２ 781単位

注１～11 （略） 注１～11 （略）

⑺～⑽ （略） ⑺～⑽ （略）

⑾ サービス提供体制強化加算 ⑾ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護 て都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護 事業所が、利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につ

き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる き次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

㈠ サービス提供体制強化加算 22単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 18単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

⑿ 介護職員処遇改善加算 ⑿ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員

の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に

届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者 届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、利用者

に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、 に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間

、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 （㈣及び㈤については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。た

次に掲げるその他の加算は算定しない。 だし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

㈠～㈢ （略） ㈠～㈢ （略）

（削る） ㈣ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅳ)

100分の90に相当する単位数
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（削る） ㈤ 介護職員処遇改善加算 ㈢により算定した単位数の(Ⅴ)

100分の80に相当する単位数

⒀ （略） ⒀ （略）

８ 介護予防特定施設入居者生活介護費 ８ 介護予防特定施設入居者生活介護費

イ 介護予防特定施設入居者生活介護費（１日につき） イ 介護予防特定施設入居者生活介護費（１日につき）

⑴ 要支援１ 182単位 ⑴ 要支援１ 181単位

⑵ 要支援２ 311単位 ⑵ 要支援２ 310単位

ロ 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費（１ ロ 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費（１

月につき） 月につき）

注１・２ （略） 注１・２ （略）

３ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して ３ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防特定 いるものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防特定

施設において、外部との連携により、利用者の身体の状況 施設において、利用者に対して機能訓練を行った場合には

等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合 、生活機能向上連携加算として、１月につき200単位を所

には、当該基準に掲げる区分に従い、⑴については、利用 定単位数に加算する。ただし、注４を算定している場合は

者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画を見直した場 、１月につき100単位を所定単位数に加算する。

合を除き３月に１回を限度として、１月につき、⑵につい

ては１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。ま

た、注４を算定している場合は、⑴は算定せず、⑵は１月

につき100単位を所定単位数に算定する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

４ イについて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤 ４ イについて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤

の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道 の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道

整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（ 整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（

はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士 はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士

、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサー 、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサー

ジ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所 ジ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所

で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る
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。）（以下この注において「理学療法士等」という。）を 。）（以下この注において「理学療法士等」という。）を

１名以上配置しているもの（利用者の数が100を超える指 １名以上配置しているもの（利用者の数が100を超える指

定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職 定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職

務に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置し、かつ 務に従事する常勤の理学療法士等を１名以上配置し、かつ

、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤 、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤

換算方法で利用者の数を100で除した数以上配置している 換算方法で利用者の数を100で除した数以上配置している

もの）として、都道府県知事に届け出た指定介護予防特定 もの）として、都道府県知事に届け出た指定介護予防特定

施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、看護職 施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、看護職

員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、 員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、

利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づ 利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づ

き、計画的に機能訓練を行っている場合は、個別機能訓練 き、計画的に機能訓練を行っている場合は、個別機能訓練

加算 として、１日につき12単位を所定単位数に加算する 加算として、１日につき12単位を所定単位数に加算する。(Ⅰ)

。また、個別機能訓練加算 を算定している場合であって(Ⅰ)

、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に

提出し、機能訓練の実施に当たって、当該情報その他機能

訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した

場合は、個別機能訓練加算 として、１月につき20単位を(Ⅱ)

所定単位数に加算する。

５～７ （略） ５～７ （略）

８ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する ８ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する

指定介護予防特定施設の従業者が、利用開始時及び利用中 指定介護予防特定施設の従業者が、利用開始時及び利用中

６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング及び ６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利
くう

栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養ス 用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の
くう

クリーニング加算として１回につき20単位を所定単位数に 場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。

加算する。ただし、当該利用者について、当該事業所以外 ）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合

で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合 に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所
くう

にあっては算定しない。 定単位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該

事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している

場合は、算定しない。

９ イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している （新設）

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防特定施設
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が、利用者に対し指定介護予防特定施設入居者生活介護を

行った場合は、科学的介護推進体制加算として、１月につ

き40単位を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症
くう

の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情

報を、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて介護予防特定施設サービス計画（指定介

護予防サービス基準第247条第２号に規定する介護予防

特定施設サービス計画をいう。）を見直すなど、指定介

護予防特定施設入居者生活介護の提供に当たって、⑴に

規定する情報その他指定介護予防特定施設入居者生活介

護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用し

ていること。

ハ （略） ハ （略）

ニ サービス提供体制強化加算 ニ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定介護予防特定施設が、利用者に 都道府県知事に届け出た指定介護予防特定施設が、利用者に

対し、指定介護予防特定施設入居者生活介護を行った場合は 対し、指定介護予防特定施設入居者生活介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定 、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算 単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定 定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ホ 介護職員処遇改善加算 ホ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け 賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け

出た指定介護予防特定施設が、利用者に対し、指定介護予防 出た指定介護予防特定施設が、利用者に対し、指定介護予防

特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる 特定施設入居者生活介護を行った場合は、当該基準に掲げる
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区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数 区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸について

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加 は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算 単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ

は算定しない。 かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヘ （略） ヘ （略）

９ （略） ９ （略）
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（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表 指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表

１ 介護予防認知症対応型通所介護費 １ 介護予防認知症対応型通所介護費

(Ⅰ) (Ⅰ)イ 介護予防認知症対応型通所介護費 イ 介護予防認知症対応型通所介護費

(ｉ) (ｉ)⑴ 介護予防認知症対応型通所介護費 ⑴ 介護予防認知症対応型通所介護費

㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

ａ 要支援１ 474単位 ａ 要支援１ 473単位

ｂ 要支援２ 525単位 ｂ 要支援２ 523単位

㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

ａ 要支援１ 496単位 ａ 要支援１ 495単位

ｂ 要支援２ 550単位 ｂ 要支援２ 548単位

㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

ａ 要支援１ 740単位 ａ 要支援１ 738単位

ｂ 要支援２ 826単位 ｂ 要支援２ 824単位

㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

ａ 要支援１ 759単位 ａ 要支援１ 757単位

ｂ 要支援２ 849単位 ｂ 要支援２ 846単位

㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

ａ 要支援１ 859単位 ａ 要支援１ 856単位

ｂ 要支援２ 959単位 ｂ 要支援２ 956単位

㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

ａ 要支援１ 886単位 ａ 要支援１ 883単位

ｂ 要支援２ 989単位 ｂ 要支援２ 986単位

(ⅱ) (ⅱ)⑵ 介護予防認知症対応型通所介護費 ⑵ 介護予防認知症対応型通所介護費

㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

ａ 要支援１ 428単位 ａ 要支援１ 427単位

ｂ 要支援２ 475単位 ｂ 要支援２ 474単位
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㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ㈡ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

ａ 要支援１ 448単位 ａ 要支援１ 447単位

ｂ 要支援２ 497単位 ｂ 要支援２ 496単位

㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ㈢ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

ａ 要支援１ 666単位 ａ 要支援１ 664単位

ｂ 要支援２ 742単位 ｂ 要支援２ 740単位

㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ㈣ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

ａ 要支援１ 683単位 ａ 要支援１ 681単位

ｂ 要支援２ 761単位 ｂ 要支援２ 759単位

㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ㈤ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

ａ 要支援１ 771単位 ａ 要支援１ 769単位

ｂ 要支援２ 862単位 ｂ 要支援２ 859単位

㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ㈥ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

ａ 要支援１ 796単位 ａ 要支援１ 794単位

ｂ 要支援２ 889単位 ｂ 要支援２ 886単位

(Ⅱ) (Ⅱ)ロ 介護予防認知症対応型通所介護費 ロ 介護予防認知症対応型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要支援１ 247単位 ㈠ 要支援１ 246単位

㈡ 要支援２ 261単位 ㈡ 要支援２ 260単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要支援１ 259単位 ㈠ 要支援１ 258単位

㈡ 要支援２ 273単位 ㈡ 要支援２ 272単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要支援１ 412単位 ㈠ 要支援１ 411単位

㈡ 要支援２ 435単位 ㈡ 要支援２ 434単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要支援１ 423単位 ㈠ 要支援１ 422単位

㈡ 要支援２ 446単位 ㈡ 要支援２ 445単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要支援１ 483単位 ㈠ 要支援１ 482単位

㈡ 要支援２ 512単位 ㈡ 要支援２ 510単位
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⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

㈠ 要支援１ 499単位 ㈠ 要支援１ 498単位

㈡ 要支援２ 528単位 ㈡ 要支援２ 526単位

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）に届 として市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）に届

け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護 け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、 事業所（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係 設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平 る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平

成18年厚生労働省令第36号。以下「指定地域密着型介護予 成18年厚生労働省令第36号。以下「指定地域密着型介護予

防サービス基準」という。以下同じ。）第５条第１項に規 防サービス基準」という。以下同じ。）第５条第１項に規

定する単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護 定する単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所をいう。以下同じ。）又は共用型指定介護予防認知 事業所をいう。以下同じ。）又は共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所（指定地域密着型介護予防サービ 症対応型通所介護事業所（指定地域密着型介護予防サービ

ス基準第８条第１項に規定する共用型指定介護予防認知症 ス基準第８条第１項に規定する共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指 対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指

定介護予防認知症対応型通所介護（指定地域密着型介護予 定介護予防認知症対応型通所介護（指定地域密着型介護予

防サービス基準第４条に規定する指定介護予防認知症対応 防サービス基準第４条に規定する指定介護予防認知症対応

型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施 型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施

設基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応 設基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応

じて、現に要した時間ではなく、介護予防認知症対応型通 じて、現に要した時間ではなく、介護予防認知症対応型通

所介護計画（指定地域密着型介護予防サービス基準第42条 所介護計画（指定地域密着型介護予防サービス基準第42条

第２号に規定する介護予防認知症対応型通所介護計画をい 第２号に規定する介護予防認知症対応型通所介護計画をい

う。以下同じ。）に位置付けられた内容の指定介護予防認 う。）に位置付けられた内容の指定介護予防認知症対応型

知症対応型通所介護を行うのに要する標準的な時間で、そ 通所介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定

れぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看 単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護職員（看

護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）若しく 護師又は准看護師をいう。以下同じ。）若しくは介護職員

は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当 の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は

する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定 、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。

する。

２ （略） ２ （略）
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３ 感染症又は災害（厚生労働大臣が認めるものに限る。） （新設）

の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月の利用

者数の実績が当該月の前年度における月平均の利用者数よ

りも100分の５以上減少している場合に、市町村長に届け

出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所

において、指定介護予防認知症対応型通所介護を行った場

合には、利用者数が減少した月の翌々月から３月以内に限

り、１回につき所定単位数の100分の３に相当する単位数

を所定単位数に加算する。ただし、利用者数の減少に対応

するための経営改善に時間を要することその他の特別の事

情があると認められる場合は、当該加算の期間が終了した

月の翌月から３月以内に限り、引き続き加算することがで

きる。

４ （略） ３ （略）

５ 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業 （新設）

所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の

従業者（指定地域密着型介護予防サービス基準第５条第１

項に規定する従業者又は指定地域密着型介護予防サービス

基準第８条第１項に規定する従業者をいう。）が、別に厚

生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、

通常の事業の実施地域（指定地域密着型介護予防サービス

基準第27条第６号に規定する通常の事業の実施地域をいう

。）を越えて、指定介護予防認知症対応型通所介護を行っ

た場合は、１日につき所定単位数の100分の５に相当する

単位数を所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ４ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場 て市町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場

合は、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す 合は、１日につき50単位を所定単位数に加算する。

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
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⑴ 入浴介助加算 40単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 入浴介助加算 55単位 （新設）(Ⅱ)

７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症 て市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型通所介護

対応型通所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応 事業所において、外部との連携により、利用者の身体の状

型通所介護事業所において、外部との連携により、利用者 況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場

の身体の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を 合には、生活機能向上連携加算として、１月につき200単

作成した場合には、当該基準に掲げる区分に従い、⑴につ 位を所定単位数に加算する。ただし、注６を算定している

いては、利用者の急性増悪等により当該個別機能訓練計画 場合は、１月につき100単位を所定単位数に加算する。

を見直した場合を除き３月に１回を限度として、１月につ

き、⑵については１月につき、次に掲げる単位数を所定単

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。また、注８を算定している場合、⑴は算定せず

、⑵は１月につき100単位を所定単位数に加算する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

８ 指定介護予防認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日 ６ 指定介護予防認知症対応型通所介護を行う時間帯に１日

120分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療 120分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、 法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、

あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及 あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及

びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴 びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師 覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師

の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以 の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以

上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）を１ 上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）を１

名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定介 名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定介

護予防認知症対応型通所介護の利用者に対して、機能訓練 護予防認知症対応型通所介護の利用者に対して、機能訓練

指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の 指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の

者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、 者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、

当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合は 当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合は

、個別機能訓練加算 として、１日につき27単位を所定単 、個別機能訓練加算として、１日につき27単位を所定単位(Ⅰ)
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位数に加算する。また、個別機能訓練加算 を算定してい 数に加算する。(Ⅰ)

る場合であって、かつ、個別機能訓練計画の内容等の情報

を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって、当該

情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な

情報を活用した場合は、個別機能訓練加算 として、１月(Ⅱ)

につき20単位を所定単位数に加算する。

９ （略） ７ （略）

10 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 （新設）

町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員

等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態

のリスク及び解決すべき課題を把握することをいう。以下

この注において同じ。）を行った場合は、栄養アセスメン

ト加算として、１月につき50単位を所定単位数に加算する

。ただし、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改

善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終

了した日の属する月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管

理栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注11において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族等に対してその結果を説明し、

相談等に必要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し

、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。

⑷ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型

・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は



- 322 -

共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所である

こと。

11 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 ８ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市

町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそ 町村長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそ

れのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善 れのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善

等を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄 等を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等の栄

養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資 養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資

すると認められるもの（以下「栄養改善サービス」という すると認められるもの（以下「栄養改善サービス」という

。）を行った場合は、栄養改善加算として、１月につき20 。）を行った場合は、栄養改善加算として、１月につき15

0単位を所定単位数に加算する。 0単位を所定単位数に加算する。

⑴ （略） イ （略）

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士

等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態 、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（
えん

にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮
えん

した栄養ケア計画を作成していること。

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養

利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービ 改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態

スを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に を定期的に記録していること。

記録していること。

⑷・⑸ （略） ニ・ホ （略）

12 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する単独型・併設 ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護予防

型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は共用型指 認知症対応型通所介護事業所の従業者が、利用開始時及び

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の従業者が、利用 利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、

開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のス 当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養
くう

クリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合 状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を

に、口腔・栄養スクリーニング加算として、次に掲げる区 含む。）を当該利用者を担当する担当職員（指定介護予防
くう

分に応じ、１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。 支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に 係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（

おいては、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用 平成18年厚生労働省令第37号）第２条に規定する担当職員

者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニ をいう。）に提供した場合に、栄養スクリーニング加算と
くう
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ング加算を算定している場合にあっては算定しない。 して１回につき５単位を所定単位数に加算する。ただし、

当該利用者について、当該事業所以外で既に栄養スクリー

ニング加算を算定している場合にあっては算定せず、当該

利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受

けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属す

る月は、算定しない。

⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 10 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市

て市町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又 町村長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそ
くう くう

はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機 のおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の
くう くう

能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指 向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若
くう くう

導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若 しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しく
えん えん

しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上 は実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資

に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機 すると認められるもの（以下この注において「口腔機能向
くう くう

能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向 上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加
くう くう

上加算として、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき 算として、１月につき150単位を所定単位数に加算する。

次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。

⑴ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう

（削る） イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置

していること。

（削る） ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士
くう

、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理
くう

指導計画を作成していること。

（削る） ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴
くう

覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービス
くう

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記
くう
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録していること。

（削る） ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を
くう

定期的に評価していること。

（削る） ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型

・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は

共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所である

こと。

14 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市 （新設）

町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所が、利用者に対し指定介護予防認知症対応型

通所介護を行った場合は、科学的介護推進体制加算として

、１月につき40単位を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定し

た値をいう。以下同じ。）、栄養状態、口腔機能、認知
くう

症（介護保険法（平成９年法律第123号）第５条の２第

１項に規定する認知症をいう。以下同じ。）の状況その

他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生

労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて介護予防認知症対応型通所介護計画を見

直すなど、指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に

当たって、⑴に規定する情報その他指定介護予防認知症

対応型通所介護を適切かつ有効に提供するために必要な

情報を活用していること。

15～17 （略） 11～13 （略）

ハ サービス提供体制強化加算 ハ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応 市町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所 型通所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型通 介護事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型通

所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回 所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回
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につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

ニ 介護職員処遇改善加算 ニ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又 単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又

は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が、利用 は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が、利用

者に対し、指定介護予防認知症対応型通所介護を行った場合 者に対し、指定介護予防認知症対応型通所介護を行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの は、当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの

間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 間（⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

に掲げるその他の加算は算定しない。 し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ホ （略） ホ （略）

２ 介護予防小規模多機能型居宅介護費 ２ 介護予防小規模多機能型居宅介護費

イ 介護予防小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 介護予防小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 ⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

㈠ 要支援１ 3,438単位 ㈠ 要支援１ 3,418単位

㈡ 要支援２ 6,948単位 ㈡ 要支援２ 6,908単位

⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合 ⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合

㈠ 要支援１ 3,098単位 ㈠ 要支援１ 3,080単位

㈡ 要支援２ 6,260単位 ㈡ 要支援２ 6,224単位
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ロ 短期利用介護予防居宅介護費（１日につき） ロ 短期利用介護予防居宅介護費（１日につき）

⑴ 要支援１ 423単位 ⑴ 要支援１ 421単位

⑵ 要支援２ 529単位 ⑵ 要支援２ 526単位

注１～６ （略） 注１～６ （略）

７ イについて、別に厚生労働大臣が定める地域に所在する （新設）

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（その一部と

して使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当

該事務所を除く。）又はその一部として使用される事務所

の介護予防小規模多機能型居宅介護従業者が指定介護予防

小規模多機能型居宅介護を行った場合は、特別地域介護予

防小規模多機能型居宅介護加算として、１月につき所定単

位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。

８ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防 （新設）

小規模多機能型居宅介護事業所（その一部として使用され

る事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除

く。）又はその一部として使用される事務所の介護予防小

規模多機能型居宅介護従業者が指定介護予防小規模多機能

型居宅介護を行った場合は、イについては１月につき、ロ

については１日につき、所定単位数の100分の10に相当す

る単位数を所定単位数に加算する。

９ （略） ７ （略）

ハ （略） ハ （略）

ニ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 （新設）

注 ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められ

るため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定介護予防小

規模多機能型居宅介護を利用することが適当であると判断し

た者に対し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行った

場合は、利用を開始した日から起算して７日を限度として、

１日につき200単位を所定単位数に加算する。

ホ・ヘ （略） ニ・ホ （略）
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ト 生活機能向上連携加算 ヘ 生活機能向上連携加算

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

注１ ⑴について、介護支援専門員が、指定介護予防訪問リハ 注１ ⑴について、介護支援専門員が、指定介護予防訪問リハ

ビリテーション事業所（指定介護予防サービス等の事業の ビリテーション事業所（指定介護予防サービス等の事業の

人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る 人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成

18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス基 18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス基

準」という。）第79条第１項に規定する指定介護予防訪問 準」という。）第79条第１項に規定する指定介護予防訪問

リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）、指定介 リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）、指定介

護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護予防サー 護予防通所リハビリテーション事業所（指定介護予防サー

ビス基準第117条第１項に規定する指定介護予防通所リハ ビス基準第117条第１項に規定する指定介護予防通所リハ

ビリテーション事業所をいう。以下同じ。）又はリハビリ ビリテーション事業所をいう。以下同じ。）又はリハビリ

テーションを実施している医療提供施設（医療法（昭和23 テーションを実施している医療提供施設（医療法（昭和23

年法律第205号）第１条の２第２項に規定する医療提供施 年法律第205号）第１条の２第２項に規定する医療提供施

設をいい、病院にあっては、許可病床数が200床未満のも 設をいい、病院にあっては、許可病床数が200床未満のも

の又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診 の又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診

療所が存在しないものに限る。以下同じ。）の医師、理学 療所が存在しないものに限る。以下同じ。）の医師、理学

療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活 療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活

機能の向上を目的とした介護予防小規模多機能型居宅介護 機能の向上を目的とした介護予防小規模多機能型居宅介護

計画（指定地域密着型介護予防サービス基準第66条第３号 計画（指定地域密着型介護予防サービス基準第66条第３号

に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護計画をいう。 に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護計画をいう。

以下同じ。）を作成し、当該介護予防小規模多機能型居宅 以下この注及び注２において同じ。）を作成し、当該介護

介護計画に基づく指定介護予防小規模多機能型居宅介護を 予防小規模多機能型居宅介護計画に基づく指定介護予防小

行ったときは、初回の当該指定介護予防小規模多機能型居 規模多機能型居宅介護を行ったときは、初回の当該指定介

宅介護が行われた日の属する月に、所定単位数を加算する 護予防小規模多機能型居宅介護が行われた日の属する月に

。 、所定単位数を加算する。

２ （略） ２ （略）

チ 口腔・栄養スクリーニング加算 ト 栄養スクリーニング加算
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用 定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用

開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスク 開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認
くう
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リーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、 を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が

口腔・栄養スクリーニング加算として１回につき20単位を所 低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情
くう

定単位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該事 報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供

業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定してい した場合に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単
くう

る場合にあっては算定しない。 位を所定単位数に加算する。ただし、当該利用者について、

当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定してい

る場合は算定しない。

リ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所が、利用者に対し指定介護予防小規模多機能型

居宅介護を行った場合は、１月につき40単位を所定単位数に

加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて介護予防小規模多機能型居宅介護計画を見

直すなど、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に

当たって、⑴に規定する情報その他指定介護予防小規模多

機能型居宅介護を適切かつ有効に提供するために必要な情

報を活用していること。

ヌ サービス提供体制強化加算 チ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定介護予防小規模多機能型居宅介護事 市町村長に届け出た指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所が、登録者に対し、指定介護予防小規模多機能型居宅介 業所が、登録者に対し、指定介護予防小規模多機能型居宅介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについ 護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについ

ては１月につき、ロについては１日につき、次に掲げる所定 ては１月につき、ロについては１日につき、次に掲げる所定

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算 単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定 定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ イを算定している場合
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㈠ サービス提供体制強化加算 750単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 640単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 640単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 500単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 350単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ)

⑵ ロを算定している場合 ⑵ ロを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 25単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 21単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 21単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 16単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 12単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ)

ル 介護職員処遇改善加算 リ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対

し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行った場合は、 し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、 当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲 ⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日までの

げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲 間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

げるその他の加算は算定しない。 次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の102に相当する単位数 単位数の1000分の102に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の74に相当する単位数 単位数の1000分の74に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヌまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからチまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の41に相当する単位数 単位数の1000分の41に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヲ 介護職員等特定処遇改善加算 ヌ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等
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の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に た指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に

対し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行った場合は 対し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単 、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単

位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。 ない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヌまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからチまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の15に相当する単位数 定した単位数の1000分の15に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヌまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからチまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数

３ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 ３ 介護予防認知症対応型共同生活介護費

イ 介護予防認知症対応型共同生活介護費（１日につき） イ 介護予防認知症対応型共同生活介護費（１日につき）

⑴ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 760単位 ⑴ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 757単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 748単位 ⑵ 介護予防認知症対応型共同生活介護費 745単位(Ⅱ) (Ⅱ)

ロ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき ロ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき

） ）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費 ⑴ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費

788単位 785単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費 ⑵ 介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費

776単位 773単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

３ イ⑵及びロ⑵について、共同生活住居の数が３である指 （新設）

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、夜勤を行

う職員の員数を２人以上とする場合（指定地域密着型介護

予防サービス基準第70条第１項ただし書に規定する場合に

限る。）に、利用者に対して、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、所定単位数から１日につき

50単位を差し引いて得た単位数を算定する。

４ （略） ３ （略）

５ ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認めら ４ ロについて、医師が、認知症（介護保険法（平成９年法
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れるため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定介護予 律第123号）第５条の２第１項に規定する認知症をいう。

防認知症対応型共同生活介護を利用することが適当である 以下同じ。）の行動・心理症状が認められるため、在宅で

と判断した者に対し、指定介護予防認知症対応型共同生活 の生活が困難であり、緊急に指定介護予防認知症対応型共

介護を行った場合は、入居を開始した日から起算して７日 同生活介護を利用することが適当であると判断した者に対

を限度として、１日につき200単位を所定単位数に加算す し、指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合

る。 は、入居を開始した日から起算して７日を限度として、１

日につき200単位を所定単位数に加算する。

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同生活 て市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所において、若年性認知症利用者に対して、指定 介護事業所において、若年性認知症利用者に対して、指定

介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合は、若年 介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合は、若年

性認知症利用者受入加算として、１日につき120単位を所 性認知症利用者受入加算として、１日につき120単位を所

定単位数に加算する。ただし、注５を算定している場合は 定単位数に加算する。ただし、注４を算定している場合は

算定しない。 算定しない。

７ （略） ６ （略）

ハ～ホ （略） ハ～ホ （略）

へ 生活機能向上連携加算 へ 生活機能向上連携加算 200単位

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

注１ ⑴について、計画作成担当者（指定地域密着型介護予防 （新設）

サービス基準第70条第５項に規定する計画作成担当者をい

う。注２において同じ。）が、指定介護予防訪問リハビリ

テーション事業所、指定介護予防通所リハビリテーション

事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施

設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言

に基づき、生活機能の向上を目的とした介護予防認知症対

応型共同生活介護計画（指定地域密着型介護予防サービス

基準第87条第２号に規定する介護予防認知症対応型共同生

活介護計画をいう。以下同じ。）を作成し、当該介護予防

認知症対応型共同生活介護計画に基づく指定介護予防認知

症対応型共同生活介護を行ったときは、初回の当該指定介
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護予防認知症対応型共同生活介護が行われた日の属する月

に、所定単位数を加算する。

２ ⑵について、利用者に対して、指定介護予防訪問リハビ 注 利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション事

リテーション事業所、指定介護予防通所リハビリテーショ 業所、指定介護予防通所リハビリテーション事業所又はリハ

ン事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供 ビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療

施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、 法士、作業療法士又は言語聴覚士が、指定介護予防認知症対

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所を訪問した 応型共同生活介護事業所を訪問した際に、計画作成担当者（

際に、計画作成担当者が当該医師、理学療法士、作業療法 指定地域密着型介護予防サービス基準第70条第５項に規定す

士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の評価を共同し る計画作成担当者をいう。チにおいて同じ。）が当該医師、

て行い、かつ、生活機能の向上を目的とした介護予防認知 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状

症対応型共同生活介護計画を作成した場合であって、当該 況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的と

医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と連携し、 した介護予防認知症対応型共同生活介護計画（指定地域密着

当該介護予防認知症対応型共同生活介護計画に基づく指定 型介護予防サービス基準第70条第５項に規定する介護予防認

介護予防認知症対応型共同生活介護を行ったときは、初回 知症対応型共同生活介護計画をいう。以下この注において同

の当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護が行われた じ。）を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作

日の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算 業療法士又は言語聴覚士と連携し、当該介護予防認知症対応

する。ただし、⑴を算定している場合には算定しない。 型共同生活介護計画に基づく指定介護予防認知症対応型共同

生活介護を行ったときは、初回の当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護が行われた日の属する月以降３月の間、１

月につき所定単位数を加算する。

ト 栄養管理体制加算 30単位 （新設）

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所において、管理

栄養士（当該事業所の従業者以外の管理栄養士を含む。）が

、従業者に対する栄養ケアに係る技術的助言及び指導を月１

回以上行っている場合に、１月につき所定単位数を加算する

。

チ （略） ト （略）

リ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 チ 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の従業者が、利 定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の従業者が、利
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用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のス 用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確
くう

クリーニング及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に 認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者

、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者に が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な

ついて、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加 情報を含む。）を当該利用者を担当する計画作成担当者に提
くう

算を算定している場合にあっては算定しない。 供した場合に、栄養スクリーニング加算として１回につき所

定単位数を加算する。ただし、当該利用者について、当該事

業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合

は算定しない。

ヌ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所が、利用者に対し指定介護予防認知症対応型

共同生活介護を行った場合は、１月につき40単位を所定単位

数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて介護予防認知症対応型共同生活介護計画を

見直すなど、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提

供に当たって、⑴に規定する情報その他指定介護予防認知

症対応型共同生活介護を適切かつ有効に提供するために必

要な情報を活用していること。

ル サービス提供体制強化加算 リ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同生活介護 市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型共同生 事業所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型共同生

活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日 活介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 るその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)
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⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ⑷ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ)

ヲ 介護職員処遇改善加算 ヌ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者に

対し、指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合 対し、指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの は、当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月31日までの

間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次 間（⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定める期日ま

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 での間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただ

に掲げるその他の加算は算定しない。 し、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからルまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからリまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の111に相当する単位数 単位数の1000分の111に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからルまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからリまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の81に相当する単位数 単位数の1000分の81に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからルまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからリまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の45に相当する単位数 単位数の1000分の45に相当する単位数

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ワ 介護職員等特定処遇改善加算 ル 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者 た指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者

に対し、指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場 に対し、指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所 合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所

定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を 定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算 算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算
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定しない。 定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからルまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからリまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の31に相当する単位数 定した単位数の1000分の31に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからルまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからリまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の23に相当する単位数 定した単位数の1000分の23に相当する単位数
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（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定介護予防支援介護給付費単位数表 指定介護予防支援介護給付費単位数表

介護予防支援費 介護予防支援費

イ 介護予防支援費（１月につき） 438単位 イ 介護予防支援費（１月につき） 431単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

ロ 初回加算 300単位 ロ 初回加算 300単位

注 指定介護予防支援事業所（基準第２条に規定する指定介護 注 指定介護予防支援事業所（基準第２条に規定する指定介護

予防支援事業所をいう。ハにおいて同じ。）において、新規 予防支援事業所をいう。）において、新規に介護予防サービ

に介護予防サービス計画（法第８条の２第16項に規定する介 ス計画（法第８条の２第16項に規定する介護予防サービス計

護予防サービス計画をいう。ハにおいて同じ。）を作成する 画をいう。）を作成する利用者に対し指定介護予防支援を行

利用者に対し指定介護予防支援を行った場合については、初 った場合については、初回加算として、１月につき所定単位

回加算として、１月につき所定単位数を加算する。 数を加算する。

ハ 委託連携加算 300単位 ハ 介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300単位

注 指定介護予防支援事業所が利用者に提供する指定介護予防 注 利用者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域

支援を指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等の事業 密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号）第 指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

２条第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。）に 果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36

委託する際、当該利用者に係る必要な情報を当該指定居宅介 号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基準」という。

護支援事業所に提供し、当該指定居宅介護支援事業所におけ ）第43条に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護を

る介護予防サービス計画の作成等に協力した場合は、当該委 いう。以下同じ。）の利用を開始する際に、当該利用者に係

託を開始した日の属する月に限り、利用者１人につき１回を る必要な情報を当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護を

限度として所定単位数を加算する。 提供する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定

地域密着型介護予防サービス基準第44条第１項に規定する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ

。）に提供し、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所における指定介護予防サービス等の利用に係る計画（指

定地域密着型介護予防サービス基準第44条第７項に規定する



- 338 -

指定介護予防サービス等の利用に係る計画をいう。以下同じ

。）の作成等に協力した場合に、所定単位数を加算する。た

だし、この場合において、利用開始日前６月以内において、

当該利用者による当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所の利用について本加算を算定している場合は、算定し

ない。
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（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

一 外 部 サ ビ ス 利 用 型 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 費 に 係 る サ ビ ス 一 外 部 サ ビ ス 利 用 型 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 費 に 係 る サ ビ スー ー ー ー

の 種 類 及 び 当 該 サ ビ ス の 単 位 数 並 び に 限 度 単 位 数 の 種 類 及 び 当 該 サ ビ ス の 単 位 数 並 び に 限 度 単 位 数ー ー

（ ） （ ）イ 略 イ 略

ロ 指 定 居 宅 サ ビ ス 介 護 給 付 費 単 位 数 表 の 特 定 施 設 入 居 者 生 活 ロ 指 定 居 宅 サ ビ ス 介 護 給 付 費 単 位 数 表 の 特 定 施 設 入 居 者 生 活ー ー

介 護 費 の 注 １ の 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 限 度 単 位 数 は 要 介 護 状 介 護 費 の 注 １ の 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 限 度 単 位 数 は 要 介 護 状

、 、

。 。

態 区 分 に 応 じ て そ れ ぞ れ 次 に 掲 げ る 単 位 数 と す る 態 区 分 に 応 じ て そ れ ぞ れ 次 に 掲 げ る 単 位 数 と す る

⑴ 要 介 護 一 一 万 六 千 三 百 五 十 五 単 位 ⑴ 要 介 護 一 一 万 六 千 二 百 九 十 四 単 位

⑵ 要 介 護 二 一 万 八 千 三 百 六 十 二 単 位 ⑵ 要 介 護 二 一 万 八 千 三 百 一 単 位

⑶ 要 介 護 三 二 万 四 百 九 十 単 位 ⑶ 要 介 護 三 二 万 三 百 九 十 八 単 位

⑷ 要 介 護 四 二 万 二 千 四 百 三 十 五 単 位 ⑷ 要 介 護 四 二 万 二 千 三 百 四 十 四 単 位

⑸ 要 介 護 五 二 万 四 千 五 百 三 十 三 単 位 ⑸ 要 介 護 五 二 万 四 千 四 百 四 十 二 単 位

（ ） （ ）二 略 二 略

別表第一 別表第一

１ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護基本サービス費（ １ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護基本サービス費（

１日につき） 83単位 １日につき） 82単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

２ 訪問介護 ２ 訪問介護

イ 身体介護が中心である場合 イ 身体介護が中心である場合

⑴ 所要時間15分未満の場合 96単位 ⑴ 所要時間15分未満の場合 95単位

⑵ 所要時間15分以上30分未満の場合 193単位 ⑵ 所要時間15分以上30分未満の場合 192単位

⑶ 所要時間30分以上１時間30分未満の場合 262単位に所要 ⑶ 所要時間30分以上１時間30分未満の場合 261単位に所要

時間30分から計算して所要時間が15分増すごとに87単位を加 時間30分から計算して所要時間が15分増すごとに86単位を加

算した単位数 算した単位数

⑷ 所要時間１時間30分以上の場合 561単位に所要時間１時 ⑷ 所要時間１時間30分以上の場合 559単位に所要時間１時

間30分から計算して所要時間15分を増すごとに37単位を加算 間30分から計算して所要時間15分を増すごとに36単位を加算

した単位数 した単位数
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ロ 生活援助が中心である場合 ロ 生活援助が中心である場合

⑴ 所要時間15分未満の場合 49単位 ⑴ 所要時間15分未満の場合 48単位

⑵ 所要時間15分以上１時間未満の場合 96単位に所要時間15 ⑵ 所要時間15分以上１時間未満の場合 95単位に所要時間15

分から計算して所要時間が15分増すごとに49単位を加算した 分から計算して所要時間が15分増すごとに48単位を加算した

単位数 単位数

⑶ 所要時間１時間以上１時間15分未満の場合 219単位 ⑶ 所要時間１時間以上１時間15分未満の場合 218単位

⑷ 所要時間１時間15分以上の場合 262単位 ⑷ 所要時間１時間15分以上の場合 261単位

ハ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合 ハ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合

87単位 86単位

注１～４ （略） 注１～４ （略）

３ 訪問入浴介護 ３ 訪問入浴介護

イ （略） イ （略）

ロ 訪問入浴介護費のイの注１から注８まで及びロからヘまでに ロ 訪問入浴介護費のイの注１から注８まで並びにロ及びハにつ

ついては、適用しない。 いては、適用しない。

４・５ （略） ４・５ （略）

６ 指定通所介護 ６ 指定通所介護

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

ハ イ及びロについては、通所介護費のイからハまでの注１から ハ イ及びロについては、通所介護費のイからハまでの注１から

注22まで及びニからヘまでについては、適用しない。 注19まで並びにニ及びホについては、適用しない。

７ 指定通所リハビリテーション ７ 指定通所リハビリテーション

イ （略） イ （略）

ロ 通所リハビリテーション費のイからハまでの注１から注22ま ロ 通所リハビリテーション費のイからハまでの注１から注20ま

で及びニからトまでは、適用しない。 で及びニからヘまでは、適用しない。

８ （略） ８ （略）

９ 指定地域密着型通所介護 ９ 指定地域密着型通所介護

イ （略） イ （略）

ロ 利用者（適合する利用者等第35号の２の３に規定する者に限 ロ 利用者（適合する利用者等第35号の２に規定する者に限る。

る。）に対して、指定地域密着型通所介護受託居宅サービス事 ）に対して、指定地域密着型通所介護受託居宅サービス事業者

業者が、施設基準第27号の２ロに適合しているものとして市町 が、施設基準第27号の２ロに適合しているものとして市町村長

村長に届け出た指定療養通所介護事業所（指定地域密着型サー に届け出た指定療養通所介護事業所（指定地域密着型サービス

ビス基準第40条第１項に規定する指定療養通所介護事業所をい 基準第40条第１項に規定する指定療養通所介護事業所をいう。
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う。以下同じ。）において、指定療養通所介護（指定地域密着 以下同じ。）において、指定療養通所介護（指定地域密着型サ

型サービス基準第38条に規定する指定療養通所介護をいう。以 ービス基準第38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同

下同じ。）を行った場合には、地域密着型通所介護費のロの所 じ。）を行った場合には、現に要した時間ではなく、療養通所

定単位数に100分の90を乗じて得た単位数を算定する。 介護計画（指定地域密着型サービス基準第40条の９第１項に規

定する療養通所介護計画をいう。）に位置付けられた内容の指

定療養通所介護を行うのに要する標準的な時間で算定した、地

域密着型通所介護費のロの所定単位数に100分の90を乗じて得

た単位数を算定する。

ハ （略） ハ （略）

ニ イからハまでについては、地域密着型通所介護費のイ及びロ ニ イからハまでについては、地域密着型通所介護費のイ及びロ

の注１から注22まで、注24及び注25並びにハからホまでについ の注１から注22まで並びにハ及びニについては、適用しない。

ては、適用しない。

10 指定認知症対応型通所介護 10 指定認知症対応型通所介護

イ （略） イ （略）

ロ （略） ロ （略）

ハ 認知症対応型通所介護費のイ及びロの注１から注18まで並び ハ 認知症対応型通所介護費のイ及びロの注１から注13まで並び

にハからホまでについては、適用しない。 にハ及びニについては、適用しない。

別表第二 別表第二

１ 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護基本サー １ 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護基本サー

ビス費（１日につき） 56単位 ビス費（１日につき） 55単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

２ 指定訪問介護（１月につき） ２ 指定訪問介護（１月につき）

利用者に対して、指定訪問介護に係る受託介護予防サービス事 利用者に対して、指定訪問介護に係る受託介護予防サービス事

業者（指定介護予防サービス基準第253条に規定する受託介護予 業者（指定介護予防サービス基準第253条に規定する受託介護予

防サービス事業者をいう。以下同じ。）の訪問介護員等が、指定 防サービス事業者をいう。以下同じ。）の訪問介護員等が、指定

訪問介護を行った場合には、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所 訪問介護を行った場合には、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所

定単位数を算定する。 定単位数を算定する。

⑴ １週に１回程度の訪問介護が必要とされた者 1,057単位 ⑴ １週に１回程度の訪問介護が必要とされた者 1,054単位

⑵ １週に２回程度の訪問介護が必要とされた者 2,115単位 ⑵ １週に２回程度の訪問介護が必要とされた者 2,108単位

⑶ ⑵に掲げる回数の程度を超える訪問介護が必要とされた者（ ⑶ ⑵に掲げる回数の程度を超える訪問介護が必要とされた者（
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その要支援状態区分が要介護認定等に係る介護認定審査会によ その要支援状態区分が要介護認定等に係る介護認定審査会によ

る審査及び判定の基準等に関する省令（平成11年厚生省令第58 る審査及び判定の基準等に関する省令（平成11年厚生省令第58

号）第２条第１項第２号に掲げる区分である者に限る。） 号）第２条第１項第２号に掲げる区分である者に限る。）

3,355単位 3,344単位

３ 指定通所介護（１月につき） ３ 指定通所介護（１月につき）

利用者に対して、指定通所介護に係る受託介護予防サービス事 利用者に対して、指定通所介護に係る受託介護予防サービス事

業者が、施設基準第５号イ⑵に適合しているものとして都道府県 業者が、施設基準第５号イ⑵に適合しているものとして都道府県

知事に届け出た指定通所介護事業所において、指定通所介護を行 知事に届け出た指定通所介護事業所において、指定通所介護を行

った場合には、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定 った場合には、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定

単位数を算定する。 単位数を算定する。

⑴ 要支援１ 1,504単位 ⑴ 要支援１ 1,489単位

⑵ 要支援２ 3,084単位 ⑵ 要支援２ 3,053単位

４ 指定介護予防訪問入浴介護 ４ 指定介護予防訪問入浴介護

イ （略） イ （略）

ロ 介護予防訪問入浴介護費のイの注１から注８まで及びロから ロ 介護予防訪問入浴介護費のイの注１から注８まで並びにロ及

ヘまでについては、適用しない。 びハについては、適用しない。

５ 指定介護予防訪問看護 ５ 指定介護予防訪問看護

イ～ニ （略） イ～ニ （略）

ホ イからニまでについては、介護予防訪問看護費のイ並びにロ ホ イからニまでについては、介護予防訪問看護費のイ並びにロ

の注１から注10まで、注12及び注13並びにハからヘまでについ の注１から注10まで及び注12並びにハからヘまでについては、

ては、適用しない。 適用しない。

６ 指定介護予防訪問リハビリテーション（１回につき） ６ 指定介護予防訪問リハビリテーション（１回につき）

イ （略） イ （略）

ロ 介護予防訪問リハビリテーション費のイの注１から注６まで ロ 介護予防訪問リハビリテーション費のイの注１から注７まで

及び注８から注10まで並びにロ及びハについては、適用しない 、注９、注10並びにロ及びハについては、適用しない。

。

７ 指定介護予防通所リハビリテーション（１月につき） ７ 指定介護予防通所リハビリテーション（１月につき）

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

ハ 介護予防通所リハビリテーション費のニの栄養改善サービス ハ 介護予防通所リハビリテーション費のハの栄養改善サービス

（ホにおいて「栄養改善サービス」という。）を行った場合は （ホにおいて「栄養改善サービス」という。）を行った場合は

、栄養改善加算として、１月につき180単位を加算する。 、栄養改善加算として、１月につき135単位を加算する。
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ニ 介護予防通所リハビリテーション費のヘの口腔機能向上サー ニ 介護予防通所リハビリテーション費のニの口腔機能向上サー
くう くう

ビス（ホにおいて「口腔機能向上サービス」という。）を行っ ビス（ホにおいて「口腔機能向上サービス」という。）を行っ
くう くう

た場合は、口腔機能向上加算として、１月につき135単位を加 た場合は、口腔機能向上加算として、１月につき135単位を加
くう くう

算する。 算する。

ホ （略） ホ （略）

ヘ イからホまでについては、介護予防通所リハビリテーション ヘ イからホまでについては、介護予防通所リハビリテーション

費のイの注１から注８まで及びロからヲまでについては、適用 費のイの注１から注９まで及びロからリまでについては、適用

しない。 しない。

８ （略） ８ （略）

９ 指定介護予防認知症対応型通所介護 ９ 指定介護予防認知症対応型通所介護

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

ハ 介護予防認知症対応型通所介護費の注８の個別機能訓練を行 ハ 介護予防認知症対応型通所介護費の注６の個別機能訓練を行

った場合は、個別機能訓練加算として、１日につき24単位を加 った場合は、個別機能訓練加算として、１日につき24単位を加

算する。 算する。

ニ 介護予防認知症対応型通所介護費の注11の栄養改善サービス ニ 介護予防認知症対応型通所介護費の注８の栄養改善サービス

を行った場合は、栄養改善加算として、１月につき180単位を を行った場合は、栄養改善加算として、１月につき135単位を

加算する。 加算する。

ホ 介護予防認知症対応型通所介護費の注13の口腔機能向上サー ホ 介護予防認知症対応型通所介護費の注10の口腔機能向上サー
くう くう

ビスを行った場合は、口腔機能向上加算として、１月につき13 ビスを行った場合は、口腔機能向上加算として、１月につき13
くう くう

5単位を加算する。 5単位を加算する。

ヘ イからホまでについては、介護予防認知症対応型通所介護費 ヘ イからホまでについては、介護予防認知症対応型通所介護費

のイ及びロの注１から注17まで並びにハからホまでについては のイ及びロの注１から注13まで、ハ並びにニについては、適用

、適用しない。 しない。

10・11 （略） 10・11 （略）
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。
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（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

別表 別表

１ 基本夜間対応型訪問介護費（１月につき） 1,025単位 １ 基本夜間対応型訪問介護費（１月につき） 1,013単位

注 （略） 注 （略）

２ 定期巡回サービス費（１回につき） 386単位 ２ 定期巡回サービス費（１回につき） 379単位

注 （略） 注 （略）

３ 随時訪問サービス費 （１回につき） 588単位 ３ 随時訪問サービス費 （１回につき） 578単位(Ⅰ) (Ⅰ)

注 （略） 注 （略）

４ 随時訪問サービス費 （１回につき） 792単位 ４ 随時訪問サービス費 （１回につき） 778単位(Ⅱ) (Ⅱ)

注 （略） 注 （略）

イ～ニ （略） イ～ニ （略）
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条
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る
。
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（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

一

（
略
）

一

（
略
）

二

老
人
福
祉
法
施
行
規
則
第
二
十
条
の
十
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
措
置

二

老
人
福
祉
法
施
行
規
則
第
二
十
条
の
十
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
措
置

は
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
措
置
と
す
る
。

は
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
措
置
と
す
る
。

イ

銀
行
等
と
の
間
に
お
い
て
、
有
料
老
人
ホ
ー
ム
の
設
置
者
が
一
時
金
（

イ

銀
行
等
と
の
間
に
お
い
て
、
有
料
老
人
ホ
ー
ム
の
設
置
者
が
一
時
金
（

老
人
福
祉
法
施
行
規
則
第
二
十
条
の
五
第
十
一
号
に
規
定
す
る
一
時
金
を

老
人
福
祉
法
施
行
規
則
第
二
十
条
の
五
第
八
号
に
規
定
す
る
一
時
金
を
い

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
返
還
債
務
を
負
う
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
お
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
の
返
還
債
務
を
負
う
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
お
い
て

て
当
該
銀
行
等
が
そ
の
債
務
の
う
ち
保
全
金
額
（
一
時
金
の
う
ち
、
あ
ら

当
該
銀
行
等
が
そ
の
債
務
の
う
ち
保
全
金
額
（
一
時
金
の
う
ち
、
あ
ら
か

か
じ
め
契
約
で
定
め
た
予
定
償
却
期
間
の
う
ち
残
存
す
る
期
間
に
係
る
額

じ
め
契
約
で
定
め
た
予
定
償
却
期
間
の
う
ち
残
存
す
る
期
間
に
係
る
額
又

又
は
五
百
万
円
の
い
ず
れ
か
低
い
方
の
金
額
以
上
の
金
額
を
い
う
。
以
下

は
五
百
万
円
の
い
ず
れ
か
低
い
方
の
金
額
以
上
の
金
額
を
い
う
。
以
下
こ

こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
相
当
す
る
部
分
を
連
帯
し
て
保
証
す
る
こ

の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
相
当
す
る
部
分
を
連
帯
し
て
保
証
す
る
こ
と

と
を
委
託
す
る
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
。

を
委
託
す
る
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
。

ロ
～
ニ

（
略
）

ロ
～
ニ

（
略
）
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（
要
介
護
被
保
険
者
等
で
あ
る
患
者
に
つ
い
て
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
を
算
定
で
き
る
場
合
の
一
部
改
正
）

第
二
十
二
条

要
介
護
被
保
険
者
等
で
あ
る
患
者
に
つ
い
て
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
を
算
定
で
き
る
場
合
（
平
成
二

十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

別
表
第
一

別
表
第
一

患
者
の
区
分

診
療
報
酬
の
算
定
方
法
に
掲
げ
る
療
養

患
者
の
区
分

診
療
報
酬
の
算
定
方
法
に
掲
げ
る
療
養

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

三

次
に
掲
げ
る
患
者

次
に
掲
げ
る
療
養

三

次
に
掲
げ
る
患
者

次
に
掲
げ
る
療
養

イ

介
護
療
養
病
床

一

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

イ

介
護
療
養
病
床

一

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

等
（
老
人
性
認
知

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

等
（
老
人
性
認
知

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

症
疾
患
療
養
病
棟

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
二
年

症
疾
患
療
養
病
棟

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
二
年

の
病
床
を
除
く
。

厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
別
表
の
３
の
イ

の
病
床
を
除
く
。

厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
別
表
の
３
の
イ

）
に
入
院
し
て
い

の
⑴
か
ら
⑷
ま
で
の
注

又
は
ロ
の
⑴
及
び

）
に
入
院
し
て
い

の
⑴
か
ら
⑷
ま
で
の
注

又
は
ロ
の
⑴
及
び

14

11

る
患
者

⑵
の
注

に
規
定
す
る
所
定
単
位
数
を
算
定

る
患
者

⑵
の
注
８
に
規
定
す
る
所
定
単
位
数
を
算
定

11

ロ

短
期
入
所
療
養

し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）

ロ

短
期
入
所
療
養

し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）

介
護
（
介
護
老
人

イ
～
チ

（
略
）

介
護
（
介
護
老
人

イ
～
チ

（
略
）

保
健
施
設
の
療
養

二

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

保
健
施
設
の
療
養

二

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

室
又
は
老
人
性
認

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

室
又
は
老
人
性
認

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

知
症
疾
患
療
養
病

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
イ

知
症
疾
患
療
養
病

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
イ

棟
の
病
床
（
以
下

の
⑴
か
ら
⑷
ま
で
の
注

又
は
ロ
の
⑴
及
び

棟
の
病
床
（
以
下

の
⑴
か
ら
⑷
ま
で
の
注

又
は
ロ
の
⑴
及
び

14

11

「
療
養
室
等
」
と

⑵
の
注

に
規
定
す
る
所
定
単
位
数
を
算
定

「
療
養
室
等
」
と

⑵
の
注
８
に
規
定
す
る
所
定
単
位
数
を
算
定

11

い
う
。
）
に
お
い

し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）

い
う
。
）
に
お
い

し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）

て
行
わ
れ
る
も
の

イ
～
リ

（
略
）

て
行
わ
れ
る
も
の

イ
～
リ

（
略
）

を
除
く
。
）
又
は

三

（
略
）

を
除
く
。
）
又
は

三

（
略
）

介
護
予
防
短
期
入

介
護
予
防
短
期
入

所
療
養
介
護
（
療

所
療
養
介
護
（
療

養
室
等
に
お
い
て

養
室
等
に
お
い
て

行
わ
れ
る
も
の
を

行
わ
れ
る
も
の
を

除
く
。
）
を
受
け

除
く
。
）
を
受
け

て
い
る
患
者

て
い
る
患
者

四

次
に
掲
げ
る
患
者

次
に
掲
げ
る
療
養

四

次
に
掲
げ
る
患
者

次
に
掲
げ
る
療
養
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イ

介
護
療
養
病
床

一

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

イ

介
護
療
養
病
床

一

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

等
（
老
人
性
認
知

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

等
（
老
人
性
認
知

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

症
疾
患
療
養
病
棟

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
ハ

症
疾
患
療
養
病
棟

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
ハ

の
病
床
に
限
る
。

の
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
９
に
規
定
す
る
所
定

の
病
床
に
限
る
。

の
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
６
に
規
定
す
る
所
定

）
に
入
院
し
て
い

単
位
数
を
算
定
し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
を

）
に
入
院
し
て
い

単
位
数
を
算
定
し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
を

る
患
者

除
く
。
）

る
患
者

除
く
。
）

ロ

老
人
性
認
知
症

イ
～
ホ

（
略
）

ロ

老
人
性
認
知
症

イ
～
ホ

（
略
）

疾
患
療
養
病
棟
の

二

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

疾
患
療
養
病
棟
の

二

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

病
床
に
お
い
て
短

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

病
床
に
お
い
て
短

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

期
入
所
療
養
介
護

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
ハ

期
入
所
療
養
介
護

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
ハ

又
は
介
護
予
防
短

の
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
９
に
規
定
す
る
所
定

又
は
介
護
予
防
短

の
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
６
に
規
定
す
る
所
定

期
入
所
療
養
介
護

単
位
数
を
算
定
し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
に

期
入
所
療
養
介
護

単
位
数
を
算
定
し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
に

を
受
け
て
い
る
患

限
る
。
）

を
受
け
て
い
る
患

限
る
。
）

者

イ
～
チ

（
略
）

者

イ
～
チ

（
略
）

三

（
略
）

三

（
略
）

五

次
に
掲
げ
る
患
者

次
に
掲
げ
る
療
養

五

次
に
掲
げ
る
患
者

次
に
掲
げ
る
療
養

イ

介
護
医
療
院
に

一

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

イ

介
護
医
療
院
に

一

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

入
所
し
て
い
る
患

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

入
所
し
て
い
る
患

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

者

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
４
の
イ

者

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
４
の
イ

ロ

介
護
医
療
院
に

か
ら
ヘ
ま
で
の
注

に
規
定
す
る
所
定
単
位

ロ

介
護
医
療
院
に

か
ら
ヘ
ま
で
の
注
９
に
規
定
す
る
所
定
単
位

11

お
い
て
短
期
入
所

数
を
算
定
し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
を
除
く

お
い
て
短
期
入
所

数
を
算
定
し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
を
除
く

療
養
介
護
又
は
介

。
）

療
養
介
護
又
は
介

。
）

護
予
防
短
期
入
所

イ
～
シ

（
略
）

護
予
防
短
期
入
所

イ
～
シ

（
略
）

療
養
介
護
を
受
け

二

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

療
養
介
護
を
受
け

二

次
に
掲
げ
る
点
数
が
算
定
さ
れ
る
べ
き
療

て
い
る
患
者

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

て
い
る
患
者

養
（
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
４
の
イ

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
４
の
イ

か
ら
ヘ
ま
で
の
注

に
規
定
す
る
所
定
単
位

か
ら
ヘ
ま
で
の
注
９
に
規
定
す
る
所
定
単
位

11

数
を
算
定
し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
に
限
る

数
を
算
定
し
た
日
に
行
わ
れ
た
も
の
に
限
る

。
）

。
）

イ
～
イ
ト

（
略
）

イ
～
イ
ト

（
略
）

三

（
略
）

三

（
略
）
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（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

別
表
第
二

別
表
第
二

診
療
報
酬
の
算
定
方
法

算
定
方
法

診
療
報
酬
の
算
定
方
法

算
定
方
法

に
掲
げ
る
療
養

に
掲
げ
る
療
養

一

次
に
掲
げ
る
点
数

介
護
医
療
院
入
所
者
に
つ
い
て
は
、
指
定
施

一

次
に
掲
げ
る
点
数

介
護
医
療
院
入
所
者
に
つ
い
て
は
、
栄
養
マ

が
算
定
さ
れ
る
べ
き

設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に

が
算
定
さ
れ
る
べ
き

ネ
ジ
メ
ン
ト
加
算
を
算
定
し
た
場
合
に
は
、
算

療
養

関
す
る
基
準
別
表
の
４
の
イ
か
ら
ヘ
ま
で
の
注

療
養

定
で
き
な
い
。

イ
・
ロ

（
略
）

５
に
掲
げ
る
減
算
を
算
定
し
た
場
合
に
限
り
、

イ
・
ロ

（
略
）

算
定
で
き
る
。

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

備
考

備
考

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

削
除

三

こ
の
表
に
お
い
て
「
栄
養
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
加
算
」
と
は
、
指
定
施

設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の

４
の
ヌ
に
掲
げ
る
栄
養
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
加
算
を
い
う
。

四
～
十
六

（
略
）

四
～
十
六

（
略
）

十
七

こ
の
表
に
お
い
て
「
タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
加
算
」
と
は
、
指
定
居

十
七

こ
の
表
に
お
い
て
「
タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
加
算
」
と
は
、
指
定
居

宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３

宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３

の
注

に
規
定
す
る
タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
加
算
、
指
定
地
域
密
着
型
サ

の
注

に
規
定
す
る
タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
加
算
、
指
定
地
域
密
着
型
サ

12

12

ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準(

平
成
十
八
年

ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準(

平
成
十
八
年

厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
六
号)

別
表
の
１
の
注

に
規
定
す
る

厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
六
号)

別
表
の
１
の
注

に
規
定
す
る

11

11

タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
加
算
及
び
同
表
の
８
の
カ
に
規
定
す
る
タ
ー
ミ
ナ

タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
加
算
及
び
同
表
の
８
の
ヌ
に
規
定
す
る
タ
ー
ミ
ナ

ル
ケ
ア
加
算
を
い
う
。

ル
ケ
ア
加
算
を
い
う
。

十
八

こ
の
表
に
お
い
て
「
特
別
管
理
加
算
」
と
は
、
指
定
居
宅
サ
ー

十
八

こ
の
表
に
お
い
て
「
特
別
管
理
加
算
」
と
は
、
指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
注

ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
注

11

11

に
規
定
す
る
特
別
管
理
加
算
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る

に
規
定
す
る
特
別
管
理
加
算
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る

費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
２
の
注

に
規
定
す
る
特

費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
２
の
注

に
規
定
す
る
特

10

10

別
管
理
加
算
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の

別
管
理
加
算
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の

算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
１
の
注

に
規
定
す
る
特
別
管
理
加
算

算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
１
の
注

に
規
定
す
る
特
別
管
理
加
算

10

10
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及
び
同
表
の
８
の
ワ
に
規
定
す
る
特
別
管
理
加
算
を
い
う
。

及
び
同
表
の
８
の
リ
に
規
定
す
る
特
別
管
理
加
算
を
い
う
。

十
九
～
二
十
六

（
略
）

十
九
～
二
十
六

（
略
）

二
十
七

こ
の
表
に
お
い
て
「
特
定
診
療
費
」
と
は
、
指
定
居
宅
サ
ー

二
十
七

こ
の
表
に
お
い
て
「
特
定
診
療
費
」
と
は
、
指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
９
の
ニ
の

ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
９
の
ニ
の

⑹
に
掲
げ
る
特
定
診
療
費
、
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

⑹
に
掲
げ
る
特
定
診
療
費
、
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
ハ
の
⑿
に
掲
げ
る
特
定
診

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
３
の
ハ
の
⒁
に
掲
げ
る
特
定
診

療
費
及
び
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に

療
費
及
び
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に

関
す
る
基
準
別
表
の
７
の
ニ
の
⑸
に
掲
げ
る
特
定
診
療
費
を
い
う
。

関
す
る
基
準
別
表
の
７
の
ニ
の
⑸
に
掲
げ
る
特
定
診
療
費
を
い
う
。

二
十
八

こ
の
表
に
お
い
て
「
特
別
診
療
費
」
と
は
、
指
定
居
宅
サ
ー

二
十
八

こ
の
表
に
お
い
て
「
特
別
診
療
費
」
と
は
、
指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
９
の
ホ
の

ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
９
の
ホ
の

⑿
に
掲
げ
る
特
別
診
療
費
、
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

⑿
に
掲
げ
る
特
別
診
療
費
、
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
４
の
タ
に
掲
げ
る
特
別
診
療
費

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
別
表
の
４
の
ソ
に
掲
げ
る
特
別
診
療
費

及
び
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す

及
び
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す

る
基
準
別
表
の
７
の
ホ
の
⑽
に
掲
げ
る
特
別
診
療
費
を
い
う
。

る
基
準
別
表
の
７
の
ホ
の
⑽
に
掲
げ
る
特
別
診
療
費
を
い
う
。

二
十
九

（
略
）

二
十
九

（
略
）



- 354 -

（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
中
山
間
地
域
等
の
地
域
の
一
部
改
正
）

第
二
十
三
条

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
中
山
間
地
域
等
の
地
域
（
平
成
二
十
一
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
八
十
三
号
）

の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

一

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成

一

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成

十
二
年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
別
表
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単

十
二
年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
別
表
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単

位
数
表
（
以
下
「
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
」
と
い
う
。

位
数
表
（
以
下
「
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
」
と
い
う
。

）
の
訪
問
介
護
費
の
注

、
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
６
、
訪
問
看
護
費
の
注

）
の
訪
問
介
護
費
の
注

、
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
６
、
訪
問
看
護
費
の
注

12

13

８
、
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
４
、
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ

８
、
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
４
、
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ

⑴
及
び
⑵
の
注
４
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
３
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
５
、
ニ

⑴
及
び
⑵
の
注
４
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
３
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
４
、
ニ

⑴
及
び
⑵
の
注
３
並
び
に
ホ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
３
並
び
に
福
祉
用
具
貸
与

⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
３
及
び
ホ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
３
並
び
に
福
祉
用
具
貸

費
の
注
２
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基

与
費
の
注
２
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る

準
（
平
成
十
二
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
十
号
）
別
表
指
定
居
宅
介
護
支
援

基
準
（
平
成
十
二
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
十
号
）
別
表
指
定
居
宅
介
護
支

介
護
給
付
費
単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
居
宅
介
護
支
援
介
護
給
付
費
単
位
数

援
介
護
給
付
費
単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
居
宅
介
護
支
援
介
護
給
付
費
単
位

表
」
と
い
う
。
）
の
居
宅
介
護
支
援
費
の
注
１
、
注
２
及
び
注
５
、
指
定
地

数
表
」
と
い
う
。
）
の
居
宅
介
護
支
援
費
の
注
４
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー

域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十

ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働

八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
六
号
）
別
表
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

省
告
示
第
百
二
十
六
号
）
別
表
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単

介
護
給
付
費
単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費

位
数
表
（
以
下
「
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
」
と

単
位
数
表
」
と
い
う
。
）
の
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
費
の

い
う
。
）
の
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
費
の
注
７
、
指
定
介

注
７
、
夜
間
対
応
型
訪
問
介
護
費
の
注
５
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費

護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八

の
注
８
及
び
複
合
型
サ
ー
ビ
ス
費
の
注
７
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要

年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
七
号
）
別
表
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護

す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第

給
付
費
単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数

百
二
十
七
号
）
別
表
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
（
以

表
」
と
い
う
。
）
の
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
６
、
介
護
予
防
訪
問

下
「
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
」
と
い
う
。
）
の
介

看
護
費
の
注
７
、
介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
４
、
介
護

護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
６
、
介
護
予
防
訪
問
看
護
費
の
注
７
、
介
護

予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ
⑴
及
び
⑵
の
注
４
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の

予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
４
、
介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指

注
３
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
４
、
ニ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
３
及
び
ホ
⑴
か
ら
⑶

導
費
の
イ
⑴
及
び
⑵
の
注
４
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
３
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の

ま
で
の
注
３
並
び
に
介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
費
の
注
２
の
厚
生
労
働
大
臣

注
５
、
ニ
⑴
及
び
⑵
の
注
３
並
び
に
ホ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
３
並
び
に
介
護

が
別
に
定
め
る
地
域

予
防
福
祉
用
具
貸
与
費
の
注
２
、
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に

要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示

第
百
二
十
八
号
）
別
表
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
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単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単

位
数
表
」
と
い
う
。
）
の
介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費
の
注
８

並
び
に
介
護
保
険
法
施
行
規
則
第
百
四
十
条
の
六
十
三
の
二
第
一
項
第
一
号

に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
（
令
和
三
年
厚
生
労
働
省
告
示

第
七
十
二
号
）
別
表
単
位
数
表
の
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
費
の
注
５
の
厚
生
労
働

大
臣
が
別
に
定
め
る
地
域

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
（
平
成
二
十
七
年
厚
生
労
働
省

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
（
平
成
二
十
七
年
厚
生
労
働
省

告
示
第
九
十
三
号
）
第
二
号
の
そ
の
他
の
地
域
で
あ
っ
て
、
次
の
い
ず
れ
か

告
示
第
九
十
三
号
）
第
二
号
の
そ
の
他
の
地
域
で
あ
っ
て
、
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
地
域
の
う
ち
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
地
域
（
平
成
二
十
四
年

に
該
当
す
る
地
域
の
う
ち
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
地
域
（
平
成
二
十
四
年

厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
号
）
に
規
定
す
る
地
域
を
除
い
た
地
域

厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
号
）
に
規
定
す
る
地
域
を
除
い
た
地
域

イ
～
ホ

（
略
）

イ
～
ホ

（
略
）

二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
介
護
費
の
注

、
訪

二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
介
護
費
の
注

、
訪

13

14

問
入
浴
介
護
費
の
注
７
、
訪
問
看
護
費
の
注
９
、
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

問
入
浴
介
護
費
の
注
７
、
訪
問
看
護
費
の
注
９
、
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
費
の
注
５
、
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ
⑴
及
び
⑵
の
注
５
、
ロ
⑴
か
ら

ン
費
の
注
５
、
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ
⑴
及
び
⑵
の
注
５
、
ロ
⑴
か
ら

⑶
ま
で
の
注
４
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
６
、
ニ
⑴
及
び
⑵
の
注
４
並
び
に
ホ
⑴

⑶
ま
で
の
注
４
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
５
、
ニ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
４
並
び
に

か
ら
⑶
ま
で
の
注
４
、
通
所
介
護
費
の
注
７
、
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

ホ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
４
、
通
所
介
護
費
の
注
６
、
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

費
の
注
６
並
び
に
福
祉
用
具
貸
与
費
の
注
３
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
介
護
給

ョ
ン
費
の
注
５
並
び
に
福
祉
用
具
貸
与
費
の
注
３
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
介

付
費
単
位
数
表
の
居
宅
介
護
支
援
費
の
注
６
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

護
給
付
費
単
位
数
表
の
居
宅
介
護
支
援
費
の
注
５
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー

介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
費
の
注

ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
費

８
、
夜
間
対
応
型
訪
問
介
護
費
の
注
６
、
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
費
の
注

の
注
８
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費
の
注
７
、
複
合
型
サ
ー
ビ
ス
費
の

５
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費
の
注
９
、
複
合
型
サ
ー
ビ
ス
費
の
注
８

注
６
及
び
地
域
密
着
型
通
所
介
護
費
の
注
７
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介

及
び
地
域
密
着
型
通
所
介
護
費
の
注
９
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給

護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
７
、
介
護
予
防
訪

付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
７
、
介
護
予
防
訪
問
看

問
看
護
費
の
注
８
、
介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
５
、
介

護
費
の
注
８
、
介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
５
、
介
護
予

護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ
⑴
及
び
⑵
の
注
５
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で

防
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ
⑴
及
び
⑵
の
注
５
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注

の
注
４
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
５
、
ニ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
４
並
び
に
ホ
⑴
か

４
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
６
、
ニ
⑴
及
び
⑵
の
注
４
並
び
に
ホ
⑴
か
ら
⑶
ま
で

ら
⑶
ま
で
の
注
４
、
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
２
、
介

の
注
４
、
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
２
、
介
護
予
防
福

護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
費
の
注
３
並
び
に
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー

祉
用
具
貸
与
費
の
注
３
、
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付

ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働

費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
費
の
注
５
及
び
介
護
予

省
告
示
第
百
二
十
八
号
）
別
表
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護

防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費
の
注
９
並
び
に
介
護
保
険
法
施
行
規
則
第

給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費
の
注
７
の
厚

百
四
十
条
の
六
十
三
の
二
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定

生
労
働
大
臣
が
別
に
定
め
る
地
域



- 357 -

め
る
基
準
別
表
単
位
数
表
の
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
費
の
注
６
及
び
通
所
型
サ
ー

ビ
ス
費
の
注
２
の
厚
生
労
働
大
臣
が
別
に
定
め
る
地
域

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
地
域

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
地
域

イ
～
ヌ

（
略
）

イ
～
ヌ

（
略
）



- 358 -

（
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
及
び
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
介
護
予
防
の
た

め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者
及
び
研
修
の
一
部
改
正
）

第
二
十
四
条

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
及
び
指
定
地
域
密
着
型

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
介
護

予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者
及
び
研
修
（
平
成

二
十
四
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。



- 359 -

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

一

（
略
）

一

（
略
）

二

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
基
準
第
四
十
三
条
第
二
項
、
第
六
十
四
条
第

二

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
基
準
第
四
十
三
条
第
二
項
、
第
六
十
四
条
第

三
項
、
第
九
十
一
条
第
三
項
及
び
第
百
七
十
二
条
第
二
項
の
厚
生
労
働
大
臣

三
項
、
第
九
十
一
条
第
二
項
及
び
第
百
七
十
二
条
第
二
項
の
厚
生
労
働
大
臣

が
定
め
る
研
修

が
定
め
る
研
修

（
略
）

（
略
）

三
～
五

（
略
）

三
～
五

（
略
）

六

指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営

六

指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営

並
び
に
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の

並
び
に
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の

効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
令
第
三

効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
令
第
三

十
六
号
。
以
下
「
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
基
準
」
と
い
う
。

十
六
号
。
以
下
「
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
基
準
」
と
い
う
。

）
第
六
条
第
二
項
、
第
四
十
五
条
第
三
項
及
び
第
七
十
一
条
第
三
項
の
厚
生

）
第
六
条
第
二
項
、
第
四
十
五
条
第
三
項
及
び
第
七
十
一
条
第
二
項
の
厚
生

労
働
大
臣
が
定
め
る
研
修

労
働
大
臣
が
定
め
る
研
修

（
略
）

（
略
）

七
～
九

（
略
）

七
～
九

（
略
）



- 360 -

（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
地
域
の
一
部
改
正
）

第
二
十
五
条

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
地
域
（
平
成
二
十
四
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
号
）
の
一
部
を
次
の
表

の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十

二
年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
別
表
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数

二
年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
別
表
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数

表
の
訪
問
介
護
費
の
注

、
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
５
、
訪
問
看
護
費
の
注
７

表
の
訪
問
介
護
費
の
注

、
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
５
、
訪
問
看
護
費
の
注
７

11

12

、
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
３
、
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ
⑴
及

、
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
３
、
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ
⑴
及

び
⑵
の
注
３
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
２
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
４
、
ニ
⑴
及
び

び
⑵
の
注
３
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
２
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
３
、
ニ
⑴
か
ら

⑵
の
注
２
並
び
に
ホ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
２
並
び
に
福
祉
用
具
貸
与
費
の
注
１

⑶
ま
で
の
注
２
並
び
に
ホ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
２
並
び
に
福
祉
用
具
貸
与
費
の

、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十

注
１
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平

二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
号
）
別
表
指
定
居
宅
介
護
支
援
介
護
給
付
費
単
位
数

成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
号
）
別
表
指
定
居
宅
介
護
支
援
介
護
給
付
費
単

表
の
居
宅
介
護
支
援
費
の
注
１
、
注
２
及
び
注
４
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ

位
数
表
の
居
宅
介
護
支
援
費
の
注
３
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る

ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告

費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十

示
第
百
二
十
六
号
）
別
表
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表

六
号
）
別
表
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
定
期
巡
回

の
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
費
の
注
５
、
夜
間
対
応
型
訪
問
介

・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
費
の
注
５
並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に

護
費
の
注
４
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費
の
注
７
及
び
複
合
型
サ
ー
ビ
ス

要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第

費
の
注
６
、
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る

百
二
十
七
号
）
別
表
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護

基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
七
号
）
別
表
指
定
介
護
予
防

予
防
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
５
、
介
護
予
防
訪
問
看
護
費
の
注
６
、
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
費
の
注
５
、
介

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
３
、
介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の

護
予
防
訪
問
看
護
費
の
注
６
、
介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注

イ
⑴
及
び
⑵
の
注
３
、
ロ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
２
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
３
、
ニ

３
、
介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
イ
⑴
及
び
⑵
の
注
３
、
ロ
⑴
か
ら
⑶

⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
２
並
び
に
ホ
⑴
か
ら
⑶
ま
で
の
注
２
並
び
に
介
護
予
防
福

ま
で
の
注
２
、
ハ
⑴
及
び
⑵
の
注
４
、
ニ
⑴
及
び
⑵
の
注
２
並
び
に
ホ
⑴
か
ら

祉
用
具
貸
与
費
の
注
１
の
厚
生
労
働
大
臣
が
別
に
定
め
る
地
域

⑶
ま
で
の
注
２
並
び
に
介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
費
の
注
１
、
指
定
地
域
密
着

型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
（
平
成
十

八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
八
号
）
別
表
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ

ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
費
の

注
７
並
び
に
介
護
保
険
法
施
行
規
則
第
百
四
十
条
の
六
十
三
の
二
第
一
項
第
一

号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
（
令
和
三
年
厚
生
労
働
省
告
示

第
七
十
二
号
）
別
表
単
位
数
表
の
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
費
の
注
４
の
厚
生
労
働
大

臣
が
別
に
定
め
る
地
域
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一
～
六

（
略
）

一
～
六

（
略
）
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（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
の
一
部
改
正
）

第
二
十
六
条

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
（
平
成
二
十
七
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
九
十
三
号
）
の
一
部

を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

一

（
略
）

一

（
略
）

二

前
号
の
地
域
区
分
に
属
す
る
地
域
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
地
域
区

二

前
号
の
地
域
区
分
に
属
す
る
地
域
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
地
域
区

分
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
都
道
府
県
の
区
域
内
の
同

分
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
都
道
府
県
の
区
域
内
の
同

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
地
域
と
す
る
。

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
地
域
と
す
る
。

地
域
区
分

都
道
府
県

地
域

地
域
区
分

都
道
府
県

地
域

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

三
級
地

（
略
）

（
略
）

三
級
地

（
略
）

（
略
）

東
京
都

八
王
子
市
、
武
蔵
野
市
、
三
鷹
市

東
京
都

八
王
子
市
、
武
蔵
野
市
、
三
鷹
市

、
青
梅
市
、
府
中
市
、
調
布
市
、

、
青
梅
市
、
府
中
市
、
調
布
市
、

小
金
井
市
、
小
平
市
、
日
野
市
、

小
金
井
市
、
小
平
市
、
日
野
市
、

東
村
山
市
、
国
分
寺
市
、
国
立
市

国
分
寺
市
、
国
立
市
、
稲
城
市
、

、
清
瀬
市
、
東
久
留
米
市
、
稲
城

西
東
京
市

市
、
西
東
京
市

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

四
級
地

（
略
）

（
略
）

四
級
地

（
略
）

（
略
）

埼
玉
県

朝
霞
市
、
志
木
市
、
和
光
市

埼
玉
県

朝
霞
市

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

東
京
都

立
川
市
、
昭
島
市
、
東
大
和
市

東
京
都

立
川
市
、
昭
島
市
、
東
村
山
市
、

東
大
和
市
、
清
瀬
市

神
奈
川
県

相
模
原
市
、
藤
沢
市
、
逗
子
市
、

神
奈
川
県

相
模
原
市
、
藤
沢
市
、
逗
子
市
、

厚
木
市
、
海
老
名
市

厚
木
市

愛
知
県

刈
谷
市
、
豊
田
市

（
新
設
）

（
新
設
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

五
級
地

（
略
）

（
略
）

五
級
地

（
略
）

（
略
）

埼
玉
県

新
座
市
、
ふ
じ
み
野
市

埼
玉
県

志
木
市
、
和
光
市
、
新
座
市
、
ふ

じ
み
野
市

千
葉
県

市
川
市
、
松
戸
市
、
佐
倉
市
、
市

千
葉
県

市
川
市
、
松
戸
市
、
佐
倉
市
、
市
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原
市
、
八
千
代
市
、
四
街
道
市
、

原
市
、
八
千
代
市
、
四
街
道
市
、

印
西
市
、
印
旛
郡
栄
町

印
西
市

東
京
都

福
生
市
、
あ
き
る
野
市
、
西
多
摩

東
京
都

東
久
留
米
市
、
あ
き
る
野
市
、
西

郡
日
の
出
町

多
摩
郡
日
の
出
町

神
奈
川
県

横
須
賀
市
、
平
塚
市
、
小
田
原
市

神
奈
川
県

横
須
賀
市
、
平
塚
市
、
小
田
原
市

、
茅
ヶ
崎
市
、
大
和
市
、
伊
勢
原

、
茅
ヶ
崎
市
、
大
和
市
、
伊
勢
原

市
、
座
間
市
、
綾
瀬
市
、
高
座
郡

市
、
海
老
名
市
、
座
間
市
、
綾
瀬

寒
川
町
、
愛
甲
郡
愛
川
町

市
、
高
座
郡
寒
川
町
、
愛
甲
郡
愛

川
町

愛
知
県

み
よ
し
市

愛
知
県

刈
谷
市
、
豊
田
市

滋
賀
県

大
津
市
、
草
津
市
、
栗
東
市

滋
賀
県

大
津
市
、
草
津
市

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

福
岡
県

福
岡
市
、
春
日
市

福
岡
県

福
岡
市

六
級
地

宮
城
県

仙
台
市
、
多
賀
城
市

六
級
地

宮
城
県

仙
台
市

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

埼
玉
県

川
越
市
、
川
口
市
、
行
田
市
、
所

埼
玉
県

川
越
市
、
川
口
市
、
行
田
市
、
所

沢
市
、
飯
能
市
、
加
須
市
、
東
松

沢
市
、
加
須
市
、
東
松
山
市
、
春

山
市
、
春
日
部
市
、
狭
山
市
、
羽

日
部
市
、
狭
山
市
、
羽
生
市
、
鴻

生
市
、
鴻
巣
市
、
上
尾
市
、
草
加

巣
市
、
上
尾
市
、
草
加
市
、
越
谷

市
、
越
谷
市
、
蕨
市
、
戸
田
市
、

市
、
蕨
市
、
戸
田
市
、
入
間
市
、

入
間
市
、
桶
川
市
、
久
喜
市
、
北

桶
川
市
、
久
喜
市
、
北
本
市
、
八

本
市
、
八
潮
市
、
富
士
見
市
、
三

潮
市
、
富
士
見
市
、
三
郷
市
、
蓮

郷
市
、
蓮
田
市
、
坂
戸
市
、
幸
手

田
市
、
坂
戸
市
、
幸
手
市
、
鶴
ヶ

市
、
鶴
ヶ
島
市
、
吉
川
市
、
白
岡

島
市
、
吉
川
市
、
白
岡
市
、
北
足

市
、
北
足
立
郡
伊
奈
町
、
入
間
郡

立
郡
伊
奈
町
、
入
間
郡
三
芳
町
、

三
芳
町
、
南
埼
玉
郡
宮
代
町
、
北

南
埼
玉
郡
宮
代
町
、
北
葛
飾
郡
杉

葛
飾
郡
杉
戸
町
、
北
葛
飾
郡
松
伏

戸
町
、
北
葛
飾
郡
松
伏
町

町

千
葉
県

野
田
市
、
茂
原
市
、
柏
市
、
流
山

千
葉
県

野
田
市
、
茂
原
市
、
柏
市
、
流
山

市
、
我
孫
子
市
、
鎌
ケ
谷
市
、
袖

市
、
我
孫
子
市
、
鎌
ケ
谷
市
、
袖

ヶ
浦
市
、
白
井
市
、
印
旛
郡
酒
々

ヶ
浦
市
、
白
井
市
、
印
旛
郡
酒
々
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井
町

井
町
、
印
旛
郡
栄
町

東
京
都

武
蔵
村
山
市
、
羽
村
市
、
西
多
摩

東
京
都

福
生
市
、
武
蔵
村
山
市
、
羽
村
市

郡
瑞
穂
町
、
西
多
摩
郡
奥
多
摩
町

、
西
多
摩
郡
奥
多
摩
町

、
西
多
摩
郡
檜
原
村

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

愛
知
県

岡
崎
市
、
瀬
戸
市
、
春
日
井
市
、

愛
知
県

岡
崎
市
、
春
日
井
市
、
津
島
市
、

津
島
市
、
碧
南
市
、
安
城
市
、
西

碧
南
市
、
安
城
市
、
西
尾
市
、
稲

尾
市
、
稲
沢
市
、
知
立
市
、
豊
明

沢
市
、
知
立
市
、
豊
明
市
、
日
進

市
、
日
進
市
、
愛
西
市
、
清
須
市

市
、
愛
西
市
、
北
名
古
屋
市
、
弥

、
北
名
古
屋
市
、
弥
富
市
、
あ
ま

富
市
、
み
よ
し
市
、
あ
ま
市
、
長

市
、
長
久
手
市
、
愛
知
郡
東
郷
町

久
手
市
、
愛
知
郡
東
郷
町
、
海
部

、
海
部
郡
大
治
町
、
海
部
郡
蟹
江

郡
大
治
町
、
海
部
郡
蟹
江
町

町
、
西
春
日
井
郡
豊
山
町
、
海
部

郡
飛
島
村

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

滋
賀
県

彦
根
市
、
守
山
市
、
甲
賀
市

滋
賀
県

彦
根
市
、
守
山
市
、
栗
東
市
、
甲

賀
市

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

福
岡
県

大
野
城
市
、
太
宰
府
市
、
福
津
市

福
岡
県

春
日
市
、
大
野
城
市
、
太
宰
府
市

、
糸
島
市
、
那
珂
川
市
、
糟
屋
郡

、
福
津
市
、
糸
島
市
、
筑
紫
郡
那

粕
屋
町

珂
川
町
、
糟
屋
郡
粕
屋
町

七
級
地

（
略
）

（
略
）

七
級
地

（
略
）

（
略
）

埼
玉
県

熊
谷
市
、
深
谷
市
、
日
高
市
、
入

埼
玉
県

熊
谷
市
、
飯
能
市
、
深
谷
市
、
日

間
郡
毛
呂
山
町
、
入
間
郡
越
生
町

高
市
、
入
間
郡
毛
呂
山
町
、
入
間

、
比
企
郡
滑
川
町
、
比
企
郡
川
島

郡
越
生
町
、
比
企
郡
滑
川
町
、
比

町
、
比
企
郡
吉
見
町
、
比
企
郡
鳩

企
郡
川
島
町
、
比
企
郡
吉
見
町
、

山
町
、
大
里
郡
寄
居
町

比
企
郡
鳩
山
町
、
大
里
郡
寄
居
町

千
葉
県

木
更
津
市
、
東
金
市
、
君
津
市
、

千
葉
県

木
更
津
市
、
東
金
市
、
君
津
市
、

富
津
市
、
八
街
市
、
富
里
市
、
山

富
津
市
、
八
街
市
、
山
武
市
、
大

武
市
、
大
網
白
里
市
、
長
生
郡
長

網
白
里
市
、
長
生
郡
長
柄
町
、
長

柄
町
、
長
生
郡
長
南
町

生
郡
長
南
町
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（
削
る
）

（
削
る
）

東
京
都

西
多
摩
郡
瑞
穂
町
、
西
多
摩
郡
檜

原
村

神
奈
川
県

足
柄
上
郡
山
北
町
、
足
柄
下
郡
箱

神
奈
川
県

足
柄
下
郡
箱
根
町

根
町

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

愛
知
県

豊
橋
市
、
一
宮
市
、
半
田
市
、
豊

愛
知
県

豊
橋
市
、
一
宮
市
、
瀬
戸
市
、
半

川
市
、
蒲
郡
市
、
犬
山
市
、
常
滑

田
市
、
豊
川
市
、
蒲
郡
市
、
犬
山

市
、
江
南
市
、
小
牧
市
、
新
城
市

市
、
常
滑
市
、
江
南
市
、
小
牧
市

、
東
海
市
、
大
府
市
、
知
多
市
、

、
新
城
市
、
東
海
市
、
大
府
市
、

尾
張
旭
市
、
高
浜
市
、
岩
倉
市
、

知
多
市
、
尾
張
旭
市
、
高
浜
市
、

田
原
市
、
丹
羽
郡
大
口
町
、
丹
羽

岩
倉
市
、
田
原
市
、
清
須
市
、
西

郡
扶
桑
町
、
知
多
郡
阿
久
比
町
、

春
日
井
郡
豊
山
町
、
丹
羽
郡
大
口

知
多
郡
東
浦
町
、
額
田
郡
幸
田
町

町
、
丹
羽
郡
扶
桑
町
、
海
部
郡
飛

、
北
設
楽
郡
設
楽
町
、
北
設
楽
郡

島
村
、
知
多
郡
阿
久
比
町
、
知
多

東
栄
町
、
北
設
楽
郡
豊
根
村

郡
東
浦
町
、
額
田
郡
幸
田
町
、
北

設
楽
郡
設
楽
町
、
北
設
楽
郡
東
栄

町
、
北
設
楽
郡
豊
根
村

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

滋
賀
県

長
浜
市
、
野
洲
市
、
湖
南
市
、
高

滋
賀
県

長
浜
市
、
野
洲
市
、
湖
南
市
、
東

島
市
、
東
近
江
市
、
蒲
生
郡
日
野

近
江
市

町

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

（
略
）

備
考

こ
の
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
地
域
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
に
お
い
て
当

備
考

こ
の
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
地
域
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
に
お
い
て

該
地
域
に
係
る
名
称
に
よ
っ
て
示
さ
れ
た
区
域
を
い
い
、
そ
の
後
に
お
け
る

当
該
地
域
に
係
る
名
称
に
よ
っ
て
示
さ
れ
た
区
域
を
い
い
、
そ
の
後
に
お
け

当
該
名
称
又
は
当
該
区
域
の
変
更
に
よ
っ
て
影
響
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
。

る
当
該
名
称
又
は
当
該
区
域
の
変
更
に
よ
っ
て
影
響
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い

。
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（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
利
用
者
等
の
一
部
改
正
）

第
二
十
七
条

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
利
用
者
等
（
平
成
二
十
七
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
九
十
四

号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

一

（
略
）

一

（
略
）

二

削
除

二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
介
護
費
の
注
６
の
厚

生
労
働
大
臣
が
定
め
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者

介
護
保
険
法
施
行
規
則
（
平
成
十
一
年
厚
生
省
令
第
三
十
六
号
）
第
二
十

二
条
の
二
十
三
第
一
項
に
規
定
す
る
介
護
職
員
初
任
者
研
修
課
程
を
修
了
し

た
者
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
（
平
成
二
十
四
年

厚
生
労
働
省
告
示
第
百
十
八
号
）
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
者
を
除
く

。
）

三

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
介
護
費
の
注
６
の
厚

三

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
介
護
費
の
注
７
の
厚

生
労
働
大
臣
が
定
め
る
要
件

生
労
働
大
臣
が
定
め
る
要
件

（
略
）

（
略
）

三
の
二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
介
護
費
の
ヘ
の

（
新
設
）

注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

日
常
生
活
に
支
障
を
来
す
お
そ
れ
の
あ
る
症
状
又
は
行
動
が
認
め
ら
れ
る

こ
と
か
ら
介
護
を
必
要
と
す
る
認
知
症
の
者

三
の
三

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
入
浴
介
護
費
の

（
新
設
）

ハ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

日
常
生
活
に
支
障
を
来
す
お
そ
れ
の
あ
る
症
状
又
は
行
動
が
認
め
ら
れ
る

こ
と
か
ら
介
護
を
必
要
と
す
る
認
知
症
の
者

四
～
八

（
略
）

四
～
八

（
略
）

九

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

九

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
費
の
ロ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

ン
費
の
ロ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

移
行
支
援
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一
月
か

社
会
参
加
支
援
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一

ら
十
二
月
ま
で
の
期
間
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る

月
か
ら
十
二
月
ま
で
の
期
間
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
し
て

も
の
と
し
て
都
道
府
県
知
事
（
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十

い
る
も
の
と
し
て
都
道
府
県
知
事
（
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第

七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
十
九
第
一
項
の
指
定
都
市
及
び
同
法
第
二
百
五

六
十
七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
十
九
第
一
項
の
指
定
都
市
及
び
同
法
第
二

十
二
条
の
二
十
二
第
一
項
の
中
核
市
に
あ
っ
て
は
、
指
定
都
市
又
は
中
核
市

百
五
十
二
条
の
二
十
二
第
一
項
の
中
核
市
に
あ
っ
て
は
、
指
定
都
市
又
は
中
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の
市
長
。
以
下
同
じ
。
）
に
届
け
出
た
年
に
お
い
て
は
、
届
出
の
日
か
ら
同

核
市
の
市
長
。
以
下
同
じ
。
）
に
届
け
出
た
年
に
お
い
て
は
、
届
出
の
日
か

年
十
二
月
ま
で
の
期
間
）

ら
同
年
十
二
月
ま
で
の
期
間
）

十

（
略
）

十

（
略
）

十
の
二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
居
宅
療
養
管
理
指
導

（
新
設
）

費
の
ハ
の
注
２
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の

ハ
⑵
を
月
に
一
回
算
定
し
て
い
る
者

十
一

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
居
宅
療
養
管
理
指
導
費

十
一

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
居
宅
療
養
管
理
指
導
費

の
ハ
の
注
３
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
特
別
な
薬
剤

の
ハ
の
注
２
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
特
別
な
薬
剤

（
略
）

（
略
）

十
二
～
十
四

（
略
）

十
二
～
十
四

（
略
）

十
五

削
除

十
五

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
介
護
費
の
注
７
の

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
入
浴
介
助

入
浴
介
助
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
人
員
及
び
設
備
を
有
し
て
行
わ

れ
る
入
浴
介
助

十
五
の
二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
介
護
費
の
注

十
五
の
二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
介
護
費
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

12

11

Ａ
Ｄ
Ｌ
維
持
等
加
算
の
算
定
を
開
始
す
る
月
の
前
年
の
同
月
か
ら
起
算
し

Ａ
Ｄ
Ｌ
維
持
等
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一

て
十
二
月
ま
で
の
期
間

月
か
ら
十
二
月
ま
で
の
期
間

十
六

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
介
護
費
の
注

の

十
六

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
介
護
費
の
注

の

13

12

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
利
用
者

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
利
用
者

（
略
）

（
略
）

十
七

削
除

十
七

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
費
の
注
６
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
入
浴
介
助

第
十
五
号
に
規
定
す
る
入
浴
介
助

十
八

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

十
八

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
費
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
状
態

ョ
ン
費
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
状
態

18

17

イ
～
リ

（
略
）

イ
～
リ

（
略
）

十
九

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

十
九

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ

ョ
ン
費
の
ニ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

ョ
ン
費
の
ニ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

移
行
支
援
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一
月
か

社
会
参
加
支
援
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一
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ら
十
二
月
ま
で
の
期
間
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る

月
か
ら
十
二
月
ま
で
の
期
間
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
し
て

も
の
と
し
て
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
年
に
お
い
て
は
、
届
出
の
日
か
ら

い
る
も
の
と
し
て
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
年
に
お
い
て
は
、
届
出
の
日

同
年
十
二
月
ま
で
の
期
間
）

か
ら
同
年
十
二
月
ま
で
の
期
間
）

二
十
～
二
十
六

（
略
）

二
十
～
二
十
六

（
略
）

二
十
七

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
短
期
入
所
療
養
介
護

二
十
七

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
短
期
入
所
療
養
介
護

費
の
イ
⑸
の
注
、
ロ
⑹
の
注
、
ハ
⑷
の
注
、
ニ
⑸
の
注
及
び
ホ
⑻
の
注
の
厚

費
の
イ
⑷
の
注
、
ロ
⑹
の
注
、
ハ
⑷
の
注
、
ニ
⑸
の
注
及
び
ホ
⑻
の
注
の
厚

生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

（
略
）

（
略
）

二
十
八

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
短
期
入
所
療
養
介
護

二
十
八

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
短
期
入
所
療
養
介
護

費
の
イ
⑺
㈡
の
注
及
び
ホ
⑼
ロ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
リ
ハ
ビ
リ

費
の
イ
⑹
㈡
の
注
及
び
ホ
⑼
ロ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
、
処
置
、
手
術
、
麻
酔
又
は
放
射
線
治
療

テ
ー
シ
ョ
ン
、
処
置
、
手
術
、
麻
酔
又
は
放
射
線
治
療

（
略
）

（
略
）

二
十
八
の
二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
短
期
入
所
療
養

二
十
八
の
二

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
短
期
入
所
療
養

介
護
費
の
イ
⑹
の
注
、
ロ
⑺
の
注
、
ハ
⑸
の
注
及
び
ホ
⑽
の
注
の
厚
生
労
働

介
護
費
の
イ
⑸
の
注
、
ロ
⑺
の
注
、
ハ
⑸
の
注
及
び
ホ
⑽
の
注
の
厚
生
労
働

大
臣
が
定
め
る
者

大
臣
が
定
め
る
者

（
略
）

（
略
）

二
十
八
の
三

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
特
定
施
設
入
居

（
新
設
）

者
生
活
介
護
費
の
注
８
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

Ａ
Ｄ
Ｌ
維
持
等
加
算
の
算
定
を
開
始
す
る
月
の
前
年
の
同
月
か
ら
起
算
し

て
十
二
月
ま
で
の
期
間

二
十
九

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
特
定
施
設
入
居
者
生

二
十
九

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
特
定
施
設
入
居
者
生

活
介
護
費
の
ホ
の
注
１
及
び
注
２
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合

活
介
護
費
の
ホ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
利
用
者

す
る
利
用
者

次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
に
も
適
合
し
て
い
る
利
用
者

次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
に
も
適
合
し
て
い
る
利
用
者

イ

（
略
）

イ

（
略
）

ロ

医
師
、
生
活
相
談
員
、
看
護
職
員
、
介
護
支
援
専
門
員
そ
の
他
の
職
種

ロ

医
師
、
看
護
職
員
、
介
護
支
援
専
門
員
そ
の
他
の
職
種
の
者
（
以
下
こ

の
者
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
医
師
等
」
と
い
う
。
）
が
共
同
で
作
成

の
号
に
お
い
て
「
医
師
等
」
と
い
う
。
）
が
共
同
で
作
成
し
た
利
用
者
の

し
た
利
用
者
の
介
護
に
係
る
計
画
に
つ
い
て
、
医
師
等
の
う
ち
そ
の
内
容

介
護
に
係
る
計
画
に
つ
い
て
、
医
師
等
の
う
ち
そ
の
内
容
に
応
じ
た
適
当

に
応
じ
た
適
当
な
者
か
ら
説
明
を
受
け
、
当
該
計
画
に
つ
い
て
同
意
し
て

な
者
か
ら
説
明
を
受
け
、
当
該
計
画
に
つ
い
て
同
意
し
て
い
る
者
（
そ
の

い
る
者
（
そ
の
家
族
等
が
説
明
を
受
け
た
上
で
、
同
意
し
て
い
る
者
を
含

家
族
等
が
説
明
を
受
け
た
上
で
、
同
意
し
て
い
る
者
を
含
む
。
）
で
あ
る

む
。
）
で
あ
る
こ
と
。

こ
と
。
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ハ

（
略
）

ハ

（
略
）

三
十
～
三
十
五

（
略
）

三
十
～
三
十
五

（
略
）

三
十
五
の
二

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
定
期
巡

（
新
設
）

回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
費
の
ト
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る

者
日
常
生
活
に
支
障
を
来
す
お
そ
れ
の
あ
る
症
状
又
は
行
動
が
認
め
ら
れ
る

こ
と
か
ら
介
護
を
必
要
と
す
る
認
知
症
の
者

三
十
五
の
二
の
二

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
夜

（
新
設
）

間
対
応
型
訪
問
介
護
費
の
ハ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

日
常
生
活
に
支
障
を
来
す
お
そ
れ
の
あ
る
症
状
又
は
行
動
が
認
め
ら
れ
る

こ
と
か
ら
介
護
を
必
要
と
す
る
認
知
症
の
者

三
十
五
の
二
の
三

（
略
）

三
十
五
の
二

（
略
）

三
十
五
の
三

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密

三
十
五
の
三

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密

着
型
通
所
介
護
費
の
注
４
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
利

着
型
通
所
介
護
費
の
注
３
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
利

用
者

用
者

（
略
）

（
略
）

（
削
る
）

三
十
五
の
四

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密

着
型
通
所
介
護
費
の
注
８
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
入

浴
介
助

第
十
五
号
に
規
定
す
る
入
浴
介
助

三
十
五
の
四

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密

三
十
五
の
四
の
二

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地

着
型
通
所
介
護
費
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

域
密
着
型
通
所
介
護
費
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

14

12

（
略
）

（
略
）

三
十
五
の
五

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密

三
十
五
の
五

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密

着
型
通
所
介
護
費
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
利
用
者

着
型
通
所
介
護
費
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
利
用
者

15

13

（
略
）

（
略
）

三
十
六

（
略
）

三
十
六

（
略
）

（
削
る
）

三
十
七

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
認
知
症
対
応

型
通
所
介
護
費
の
注
４
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
入
浴

介
助第

十
五
号
に
規
定
す
る
入
浴
介
助
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三
十
七

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
認
知
症
対
応

（
新
設
）

型
通
所
介
護
費
の
イ
及
び
ロ
の
注
９
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

第
十
五
号
の
二
に
規
定
す
る
期
間

三
十
八

（
略
）

三
十
八

（
略
）

三
十
九

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
小
規
模
多
機

三
十
九

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
小
規
模
多
機

能
型
居
宅
介
護
費
の
チ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
し
て

能
型
居
宅
介
護
費
の
ト
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
し
て

い
る
利
用
者

い
る
利
用
者

（
略
）

（
略
）

四
十

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
認
知
症
対
応
型

四
十

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
認
知
症
対
応
型

共
同
生
活
介
護
費
の
注
８
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
利

共
同
生
活
介
護
費
の
注
７
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
利

用
者

用
者

（
略
）

（
略
）

四
十
一

（
略
）

四
十
一

（
略
）

四
十
一
の
二

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密

（
新
設
）

着
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
費
の
イ
の
注
７
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
期
間

第
二
十
八
号
の
三
に
規
定
す
る
期
間

四
十
二
・
四
十
三

（
略
）

四
十
二
・
四
十
三

（
略
）

四
十
三
の
二

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密

（
新
設
）

着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
の
注

の
厚

13

生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

第
二
十
八
号
の
三
に
規
定
す
る
期
間

四
十
四

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

四
十
四

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
の
注

の
厚
生
労

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
の
注

の
厚
生
労

17

14

働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
視
覚
、
聴
覚
若
し
く
は
言
語
機
能
に
障

働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
視
覚
、
聴
覚
若
し
く
は
言
語
機
能
に
障

害
の
あ
る
者
、
知
的
障
害
者
又
は
精
神
障
害
者
（
以
下
「
視
覚
障
害
者
等
」

害
の
あ
る
者
、
知
的
障
害
者
又
は
精
神
障
害
者
（
以
下
「
視
覚
障
害
者
等
」

と
い
う
。
）

と
い
う
。
）

（
略
）

（
略
）

四
十
五

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

四
十
五

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
の
注

の
厚
生
労

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
の
注

の
厚
生
労

17

14

働
大
臣
が
定
め
る
者

働
大
臣
が
定
め
る
者
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（
略
）

（
略
）

四
十
六

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

四
十
六

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
の
注

の
厚
生
労

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
イ
か
ら
ニ
ま
で
の
注

の
厚
生
労

20

17

働
大
臣
が
定
め
る
者

働
大
臣
が
定
め
る
者

（
略
）

（
略
）

四
十
七

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

四
十
七

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
ヲ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
カ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
療
養
食

る
療
養
食

（
略
）

（
略
）

四
十
八

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

四
十
八

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
カ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
タ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
基
準
に
適
合
す
る
入
所
者

る
基
準
に
適
合
す
る
入
所
者

次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
に
も
適
合
し
て
い
る
入
所
者

次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
に
も
適
合
し
て
い
る
入
所
者

イ

（
略
）

イ

（
略
）

ロ

医
師
、
生
活
相
談
員
、
看
護
職
員
、
管
理
栄
養
士
、
介
護
支
援
専
門
員

ロ

医
師
、
看
護
職
員
、
介
護
支
援
専
門
員
そ
の
他
の
職
種
の
者
（
以
下
こ

そ
の
他
の
職
種
の
者
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
医
師
等
」
と
い
う
。
）

の
号
に
お
い
て
「
医
師
等
」
と
い
う
。
）
が
共
同
で
作
成
し
た
入
所
者
の

が
共
同
で
作
成
し
た
入
所
者
の
介
護
に
係
る
計
画
に
つ
い
て
、
医
師
等
の

介
護
に
係
る
計
画
に
つ
い
て
、
医
師
等
の
う
ち
そ
の
内
容
に
応
じ
た
適
当

う
ち
そ
の
内
容
に
応
じ
た
適
当
な
者
か
ら
説
明
を
受
け
、
当
該
計
画
に
つ

な
者
か
ら
説
明
を
受
け
、
当
該
計
画
に
つ
い
て
同
意
し
て
い
る
者
（
そ
の

い
て
同
意
し
て
い
る
者
（
そ
の
家
族
等
が
説
明
を
受
け
た
上
で
、
同
意
し

家
族
等
が
説
明
を
受
け
た
上
で
、
同
意
し
て
い
る
者
を
含
む
。
）
で
あ
る

て
い
る
者
を
含
む
。
）
で
あ
る
こ
と
。

こ
と
。

ハ

（
略
）

ハ

（
略
）

四
十
九

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

四
十
九

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
タ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
ソ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
者

る
者

（
略
）

（
略
）

五
十

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型
介

五
十

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
地
域
密
着
型
介

護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
ソ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る

護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
の
ネ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る

者

者

（
略
）

（
略
）

五
十
一

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
複
合
型
サ
ー

五
十
一

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
複
合
型
サ
ー

ビ
ス
費
の
イ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
疾
病
等

ビ
ス
費
の
イ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
疾
病
等

12

10



- 375 -

（
略
）

（
略
）

五
十
二

（
略
）

五
十
二

（
略
）

五
十
三

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
複
合
型
サ
ー

五
十
三

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
複
合
型
サ
ー

ビ
ス
費
の
ル
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
状
態

ビ
ス
費
の
ト
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
状
態

（
略
）

（
略
）

五
十
四

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
複
合
型
サ
ー

五
十
四

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
複
合
型
サ
ー

ビ
ス
費
の
ワ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
区
分

ビ
ス
費
の
リ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
区
分

（
略
）

（
略
）

五
十
五

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
複
合
型
サ
ー

五
十
五

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
複
合
型
サ
ー

ビ
ス
費
の
カ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
状
態

ビ
ス
費
の
ヌ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
状
態

（
略
）

（
略
）

五
十
六

（
略
）

五
十
六

（
略
）

五
十
六
の
二

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る

（
新
設
）

基
準
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
別
表
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス

等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単

位
数
表
」
と
い
う
。
）
の
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
13

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

第
二
十
八
号
の
三
に
規
定
す
る
期
間

五
十
七

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

五
十
七

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る

（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
別
表
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介

17

視
覚
障
害
者
等

護
給
付
費
単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数

表
」
と
い
う
。
）
の
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生

14

労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
視
覚
障
害
者
等

（
略
）

（
略
）

五
十
八

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

五
十
八

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

17

14

（
略
）

（
略
）

五
十
九

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

五
十
九

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

20

17

（
略
）

（
略
）

六
十

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ
ー

六
十

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
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ビ
ス
の
ヌ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

ビ
ス
の
ヲ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

（
略
）

（
略
）

六
十
一

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

六
十
一

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
ヲ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
入
所
者

ー
ビ
ス
の
カ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
入
所
者

（
略
）

（
略
）

六
十
二

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

六
十
二

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
カ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

ー
ビ
ス
の
タ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

（
略
）

（
略
）

六
十
三

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

六
十
三

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
福
祉
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
ヨ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

ー
ビ
ス
の
レ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

（
略
）

（
略
）

六
十
四

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

六
十
四

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

13

11

（
略
）

（
略
）

六
十
五

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

六
十
五

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る

ー
ビ
ス
の
イ
及
び
ロ
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る

15

13

入
所
者

入
所
者

次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
に
も
適
合
し
て
い
る
入
所
者

次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ
に
も
適
合
し
て
い
る
入
所
者

イ
・
ロ

（
略
）

イ
・
ロ

（
略
）

ハ

医
師
、
看
護
師
、
介
護
職
員
、
支
援
相
談
員
、
管
理
栄
養
士
等
が
共
同

ハ

医
師
、
看
護
師
、
介
護
職
員
等
が
共
同
し
て
、
入
所
者
の
状
態
又
は
家

し
て
、
入
所
者
の
状
態
又
は
家
族
の
求
め
等
に
応
じ
随
時
、
本
人
又
は
そ

族
の
求
め
等
に
応
じ
随
時
、
本
人
又
は
そ
の
家
族
へ
の
説
明
を
行
い
、
同

の
家
族
へ
の
説
明
を
行
い
、
同
意
を
得
て
タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
が
行
わ
れ
て

意
を
得
て
タ
ー
ミ
ナ
ル
ケ
ア
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
。

い
る
こ
と
。

六
十
六

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

六
十
六

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
ル
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

ー
ビ
ス
の
ワ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

（
略
）

（
略
）

六
十
七

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

六
十
七

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
カ
⑵
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
処
置

ー
ビ
ス
の
タ
⑵
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
処
置

、
手
術
、
麻
酔
又
は
放
射
線
治
療

、
手
術
、
麻
酔
又
は
放
射
線
治
療

（
略
）

（
略
）

六
十
八

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

六
十
八

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ
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ー
ビ
ス
の
ヨ
の
注
１
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
入
所
者

ー
ビ
ス
の
レ
の
注
１
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
入
所
者

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者

イ
・
ロ

（
略
）

イ
・
ロ

（
略
）

ハ

帯
状
疱
疹
の
者

ハ

帯
状
疱
疹
の
者
（
抗
ウ
イ
ル
ス
剤
の
点
滴
注
射
を
必
要
と
す
る
者
に
限

ほ

う

し

ん

ほ

う

し

ん

る
。
）

ニ

蜂
窩
織
炎
の
者

（
新
設
）

ほ

う

か

六
十
九

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

六
十
九

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
タ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

ー
ビ
ス
の
ソ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

（
略
）

（
略
）

七
十

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ
ー

七
十

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
保
健
施
設
サ
ー

ビ
ス
の
ソ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
機
関

ビ
ス
の
ネ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
機
関

（
略
）

（
略
）

七
十
一

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
療
養
施
設
サ

七
十
一

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
療
養
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
イ
⑴
か
ら
⑷
ま
で
の
注

、
ロ
⑴
及
び
⑵
の
注

並
び
に
ハ
⑴
か

ー
ビ
ス
の
イ
⑴
か
ら
⑷
ま
で
の
注

、
ロ
⑴
及
び
⑵
の
注
９
並
び
に
ハ
⑴
か

15

12

12

ら
⑶
ま
で
の
注

の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

ら
⑶
ま
で
の
注
７
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

10

（
略
）

（
略
）

七
十
二

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
療
養
施
設
サ

七
十
二

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
療
養
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
イ
⑾
の
注
、
ロ
⑼
の
注
及
び
ハ
⑽
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

ー
ビ
ス
の
イ
⒀
の
注
、
ロ
⑾
の
注
及
び
ハ
⑿
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
療
養
食

る
療
養
食

（
略
）

（
略
）

七
十
三

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
療
養
施
設
サ

七
十
三

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
療
養
施
設
サ

ー
ビ
ス
の
イ
⒁
の
注
及
び
ロ
⑿
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

ー
ビ
ス
の
イ
⒃
の
注
及
び
ロ
⒁
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

（
略
）

（
略
）

七
十
四

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
医
療
院
サ
ー

七
十
四

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
医
療
院
サ
ー

ビ
ス
の
カ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

ビ
ス
の
タ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

（
略
）

（
略
）

七
十
四
の
二

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
医
療
院

七
十
四
の
二

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
医
療
院

サ
ー
ビ
ス
の
レ
⑵
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
処

サ
ー
ビ
ス
の
ツ
⑵
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
処

置
、
手
術
、
麻
酔
又
は
放
射
線
治
療

置
、
手
術
、
麻
酔
又
は
放
射
線
治
療

（
略
）

（
略
）

七
十
四
の
三

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
医
療
院

七
十
四
の
三

指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
医
療
院
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サ
ー
ビ
ス
の
ソ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

サ
ー
ビ
ス
の
ネ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

（
略
）

（
略
）

七
十
四
の
四

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す

（
新
設
）

る
基
準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
七
号
）
別
表
指
定
介
護

予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介
護
給
付
費
単
位
数
表
」
と
い
う
。
）
の
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
費
の
ハ

の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

日
常
生
活
に
支
障
を
来
す
お
そ
れ
の
あ
る
症
状
又
は
行
動
が
認
め
ら
れ
る

こ
と
か
ら
介
護
を
必
要
と
す
る
認
知
症
の
者

七
十
五

（
略
）

七
十
五

（
略
）

七
十
六

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
訪
問

七
十
六

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基

看
護
費
の
注
３
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準

準
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
七
号
）
別
表
指
定
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
（
以
下
「
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護

給
付
費
単
位
数
表
」
と
い
う
。
）
の
介
護
予
防
訪
問
看
護
費
の
注
３
の
厚
生

労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準

（
略
）

（
略
）

七
十
七
・
七
十
八

（
略
）

七
十
七
・
七
十
八

（
略
）

七
十
八
の
二

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防

七
十
八
の
二

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
ロ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
ロ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

事
業
所
評
価
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一
月

事
業
所
評
価
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一
月

か
ら
十
二
月
ま
で
の
期
間

か
ら
十
二
月
ま
で
の
期
間
（
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数

表
の
介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
注
７
に
掲
げ
る
基
準
に
適

合
し
て
い
る
も
の
と
し
て
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
年
に
お
い
て
は
、
届

出
の
日
か
ら
同
年
十
二
月
ま
で
の
期
間
）

七
十
九

（
略
）

七
十
九

（
略
）

七
十
九
の
二

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防

（
新
設
）

居
宅
療
養
管
理
指
導
費
の
ハ
の
注
２
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
居
宅
療
養

管
理
指
導
費
の
ハ
⑵
を
月
に
一
回
算
定
し
て
い
る
者

八
十

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
居
宅
療

八
十

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
居
宅
療

養
管
理
指
導
費
の
ハ
の
注
３
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
特
別
な
薬
剤

養
管
理
指
導
費
の
ハ
の
注
２
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
特
別
な
薬
剤
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（
略
）

（
略
）

八
十
一
・
八
十
二

（
略
）

八
十
一
・
八
十
二

（
略
）

八
十
三

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
通
所

八
十
三

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
通
所

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
チ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
ト
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
期
間

事
業
所
評
価
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一
月

事
業
所
評
価
加
算
を
算
定
す
る
年
度
の
初
日
の
属
す
る
年
の
前
年
の
一
月

か
ら
十
二
月
ま
で
の
期
間
（
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数

か
ら
十
二
月
ま
で
の
期
間
（
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数

表
の
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
ロ
若
し
く
は
ニ
の
注
に
掲

表
の
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
費
の
ロ
、
ハ
又
は
ホ
の
注
に
掲

げ
る
基
準
又
は
ヘ
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る

げ
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る
も
の
と
し
て
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
年
に

も
の
と
し
て
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
年
に
お
い
て
は
、
届
出
の
日
か
ら

お
い
て
は
、
届
出
の
日
か
ら
同
年
十
二
月
ま
で
の
期
間
）

同
年
十
二
月
ま
で
の
期
間
）

八
十
四
・
八
十
四
の
二

（
略
）

八
十
四
・
八
十
四
の
二

（
略
）

八
十
五

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
短
期

八
十
五

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
短
期

入
所
療
養
介
護
費
の
イ
⑷
の
注
、
ロ
⑸
の
注
、
ハ
⑶
の
注
、
ニ
⑷
の
注
及
び

入
所
療
養
介
護
費
の
イ
⑶
の
注
、
ロ
⑸
の
注
、
ハ
⑶
の
注
、
ニ
⑷
の
注
及
び

ホ
⑺
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

ホ
⑺
の
注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
療
養
食

（
略
）

（
略
）

八
十
五
の
二

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防

八
十
五
の
二

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防

短
期
入
所
療
養
介
護
費
の
イ
⑸
の
注
、
ロ
⑹
の
注
、
ハ
⑷
の
注
及
び
ホ
⑼
の

短
期
入
所
療
養
介
護
費
の
イ
⑷
の
注
、
ロ
⑹
の
注
、
ハ
⑷
の
注
及
び
ホ
⑼
の

注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

注
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
者

（
略
）

（
略
）

八
十
六

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
短
期

八
十
六

指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護
予
防
短
期

入
所
療
養
介
護
費
の
イ
⑹
㈡
及
び
ホ
⑻
ロ
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
リ
ハ

入
所
療
養
介
護
費
の
イ
⑸
㈡
及
び
ホ
⑻
ロ
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
処
置
、
手
術
、
麻
酔
又
は
放
射
線
治
療

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
処
置
、
手
術
、
麻
酔
又
は
放
射
線
治
療

（
略
）

（
略
）

八
十
七
～
八
十
九

（
略
）

八
十
七
～
八
十
九

（
略
）

（
削
る
）

九
十

指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
介
護
給
付
費
単
位
数
表
の
介
護

予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
費
の
注
４
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準

に
適
合
す
る
入
浴
介
助

第
十
五
号
に
規
定
す
る
入
浴
介
助

九
十

（
略
）

九
十
一

（
略
）




